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本論文の構成 

 

 本研究は筆者が１９８０年から１９９８年まで松下電器産業株式会社において行った映

像情報機器の脆弱性のための要素技術に関する研究成果をまとめたものである。 

 

 映像情報機器の脆弱性としては３つの課題に着目した。まず、映像を手持ち撮影する

時に、撮影装置の保持が弱いため撮影映像の安定性が損なわれる脆弱性があった。脆弱性

を改善するため、画像を自動的に安定化させる自動画像安定技術、つまり手振れ補正技術

の要素技術の研究を行った。新たな手振れ補正技術とその検出手段である振動帰還音叉

型振動ジャイロを考案するとともに量産化に向けた研究を行い世界初の手振れ補正機

能搭載の撮影装置の実用化を行った。この要素技術の実現により撮影技量を持たない

一般撮影者でも手振れのない鮮明な映像を撮ることが可能となった。 

 次に、デジタル化された映像を記録するＤＶＤ等の新しいデジタルメディアにおいて、

デジタル映像が不正にコピーされ著作権が侵害されるというセキュリティ上の脆弱性があ

った。この脆弱性を改善するためＲＯＭ型と記録型ディスクに、１枚毎に異なり改ざ

ん困難な識別番号を記録するＢＣＡと呼ばれる要素技術を新たに考案するとともに量

産に向けた研究を行い事業化した。この要素技術はＤＶＤ、ＨＤ－ＤＶＤ、ＢＤ等の

光ディスク規格に標準化され、一般消費者がデジタルＴＶ放送を光ディスクに１回コ

ピーすることが可能となった。 

最後に、デジタル TV 放送において電界が弱まり、信号レベルがある閾値を下回ると

急激に信号品質が劣化し、映像が全く受信できなくなるという脆弱性があった。この脆弱

性を改善するため、受信状況に応じて伝送容量を変更する階層型伝送技術の要素技術の研

究を行った。最初に従来の QAM や PSK 等の変調方式のデータ列を複数のストリームに

分割し、各データの耐性を変えることにより、階層化を実現した階層ＱＡＭを考案した。 

この方式は欧州デジタルＴV 規格に標準化された。次にＶＳＢ変調方式を階層化するため

に８ＶＳＢトレリス変調方式を考案したが、この方式は米国デジタルＴＶ放送規格の変調

方式として標準化された。ＯＦＤＭを階層化した階層ＯＦＤＭを考案し、発展技術として

復調情報を最下位のサブチャンネルで伝送する復調情報伝送方式を考案したが、この両方

式ともに日本方式のデジタルＴＶ放送規格であるＩＳＤＢ－Ｔ規格に採用され標準化され

た。本方式により安定したデジタルＴＶ放送の受信が可能となった。 

本論文では、第１部で撮影時における画像安定面の脆弱性改善のための要素技術に関

する研究を述べ、第２部では光ディスクの情報セキュリティ上の脆弱性改善のための

よそ技術に関する研究を述べ、第３部ではデジタル通信の悪条件における脆弱性改善

のための要素技術の研究について述べ、最後に論文の総括と研究業績をまとめる。 
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第１部 撮影時における画像安定面の脆弱性改善の研究 

 

第１章 序論 

 

１．１ 本研究のカメラの技術史における位置づけ 

 

本研究のカメラの技術史における位置づけを述べる。 

 写真技術は１９世紀前半に発明されたが、現在の形態のカメラに至るまでは、様々

な改良がなされた。このカメラの改良は主に画質の向上面の改良技術と使い易さの向

上面の改良技術の２つの技術に分類できるが、本稿では後者の使い易さの改良技術に

重きをおいて説明する。 

１８３７年にフランスのダゲール１）により銀板写真〔１０１〕が発明され現像と定

着という写真術の２大基礎原理が確立された。１９世紀後半の１８５１年にはイギリ

スのアーチャー２）により化学乳剤を用いた湿式写真〔１０２〕が発明された。この方

式は露出時間を従来の数十分から６秒に大幅に短縮したが、化学乳剤が長期間保存で

きない性質をもつため、写真を撮る直前にコロディアンを含む液状の化学乳剤をガラ

ス板に塗り、湿っている間に露光させる必要があった。高度な技術を必要とするため

一部の専門家しか取り扱うことができなかった。１８７１年にマドックス３）が乳剤を

ゼラチンと混合してガラス板もしくはフィルムに塗布し乾燥させる乾式方法〔１０３〕

を発明し、長時間保存できるようになった。この乾式写真の発明は１８８９年にイー

ストマン４）の感光フィルムの製造に発展し彼がコダックカメラの製造を始めたことか

ら一般大衆でも写真撮影を取り扱えるようになり民生用カメラの基盤ができあがった。 

 その後の２０世紀前半においては、主に基本性能の向上、例えば感度の向上やカラ

ー化等の改良がなされた。撮影自動化に関する産業用や軍事用の技術は開発されたが、

民生用に求められていた使い易さを目的とする技術は開発されなかった。例えば航空

写真の画質を高めるため、爆撃機等の航空機搭載用の自動焦点技術が開発されたが、

高価で大型であるため軍事用途に限定されていた。 

次の２０世紀後半になって使い易さの改善、つまり民生用の自動化技術が開発され

る。様々な自動化技術〔７〕が発明、開発され一般カメラに搭載されたため、民生用

カメラの本格的な普及が始まった。 

 図１に示すように最初に発明されたのは自動露出技術である。この技術は１９５６

年にドイツの Agfa社の Durst により発明され〔１０４〕、１９５９年にＡｇｆａ社の

                                                 
１） ダゲール（Louis Jacques Mandé Daguerre：１７８７年－１８５１年）フランス 
２） フレドリック・スコット・アーチャー（１８１３年－１８５７年）イギリス 
３） リチャード・マドックス イギリス 
４） イーストマン（George Eastman：１８５４年－１９３２年）米国 
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Ｏｐｔｉｍａ１に搭載された〔１０５〕。 

 次に発明されたのは自動焦点技術である。この技術は１９７３年に米国のHoneywell

社の Stauffer により発明され〔１０６〕、１９７７年に日本のコニカ社のコンパクト

カメラ（商品名：ジャスピンコニカ）に搭載された〔８〕。この製品は市場で大きく普

及した。その後、自動露出、自動焦点機能〔５、６〕は一眼レフカメラ〔１０８〕や

コンパクトカメラの民生用カメラに搭載され、カメラの大衆化が一気に進んだ。 

 

 ３番目の自動画像安定化技術つまり手振れ補正技術は最後に実用化された技術であ

る。実用化が遅れたのは、カメラ内蔵を実現するための検出手段等を小型で実現する

要素技術が完成していなかったためである。この手振れ補正技術は１９８３年に、日

本の松下電器において筆者によって発明〔１７〕された。手振れ補正技術の研究とし

ては構成部品であるセンサーの研究が１９８０年に筆者により着手された。そして８

年間の研究の後、筆者らにより１９８８年６月に世界初の製品化〔７５〕がなされた。 

手振れ補正技術は、まずビデオカメラに搭載され、その１０年後には全世界で生産

されるビデオカメラのほぼ全機種に搭載されるまでに急速に普及した〔１１２〕。 

フィルムカメラ用の本格的な手振れ補正は、１９９４年汎用カメラ〔８７〕に搭載

され１９９５年にキヤノンにより一眼レフ用交換レンズに搭載された〔１１１〕。デジ

タルカメラにも搭載されたが当初は高級機のみに搭載されたため使用者層が一部のマ

ニア層に限定され大きく普及することはなかった。 

図１ カメラの自動化の技術史 
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 ２００３年に松下電器がコンパクト型デジタルカメラに手振れ補正を搭載したとこ

ろ市場から高い評価を受け一気に２００４年９月には２０％の第１位の市場シェアを

とるまでに普及した。 

 デジタルカメラはフィルムカメラに比べて大幅に小型軽量化されたため手振れしや

すい。また６００～１０００万画素の画素数の多い撮像素子が搭載されているため手

振れが目立ち易い。このため最終的にはデジタルカメラの全機種に搭載されるものと

見込まれている。従来の撮影装置では手持ち撮影時に画像安定性が損なわれるという

脆弱性があったが、手振れ補正技術の実用化により、この脆弱性が大きく改善された。 
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１．２ 画像安定化技術の技術史における本研究の位置づけ 

 

 画像安定化技術としては、まず大型カメラ用に雲台のカメラ装着部を絶対空間上に

安定させ、雲台の支持部を航空機等の移動体に固定させる安定雲台方式がある。次に

小型カメラ用に画像を安定化させる補正手段を内蔵させるカメラ内蔵方式がある。こ

の場合、小型カメラは一般的に手持ち撮影されるため手振れが発生する。カメラ内蔵

方式は手振れを補正するためカメラ内蔵方式の画像安定化技術を本稿では手振れ補正

技術と呼ぶ。 

 この手振れ補正技術は本研究を端緒とするが、本研究以前には安定雲台方式が実用

化されていた。安定雲台方式には重りの慣性とバネを利用する慣性方式、回転ゴマの

回転安定力を利用する回転ゴマ方式と、回転ジャイロによりカメラの揺動を検出し雲

台の向きを制御する電子制御方式の３つの方式があった。 

 １９６５年にダイナサイエンス社により実用化されたダイナレンズは可変プリズム

駆動方式〔１２〕で、１９６５年１月のジョンソン大統領の就任式において初めて使

用された。可変プリズム駆動方式は図２（ａ）に示すように撮影レンズの前に２枚の

平面ガラスをベローズで接続し、その中に平板ガラスと同じ屈折率の液体を入れた光

学ユニットを配置している。図２（ｂ）のようにカメラに固定された撮影レンズが傾

くと２枚のガラスを平行位置から角度を変えて屈折させることにより光学軸を適正角

度に補正する。補正方式には電気機械方式と機械方式がある。電気機械方式は２軸の

回転ジャイロ型角速度センサーにより揺れを検出して可変プリズムをモーターで駆動

するが、装置が大型で重くコストが高いため主として大口径レンズ用に用いられてい

た。消費電力はレンズ径が３．８インチの場合４００Ｗと極めて大きいためビデオカ

メラに内蔵することは難しかった。 

 小口径レンズ用には機械方式が実用化されており消費電力は８－１０Ｗであったた

めカメラ内蔵の可能性があった。これは図３に示すように回転ジャイロを２ケ持ち、

各々の回転するジャイロの自律性に基づく復元トルクにより各々のレバーを介して可

変プリズムの前ガラスを駆動し傾斜させる。傾斜させることにより外部揺動を補正す

るものであった。ジャイロから発生する不要なトルクはジンバル軸ダンパーにより吸

収する。機械方式は電気機械式に比べると小さかったが、それでも補正レンズのみで

サイズが３０×２０×１０ｃｍ、重量は４．５ｋｇであり、サイズと重量面でビデオ

カメラに内蔵することは困難であった。また液体プリズムの駆動力に限界があるため

図４に示すように１０Ｈｚ付近を境に補正特性が落ちる。このため車にとりつける雲

台にはダンパーを入れて高域の揺動をカットする必要がある。後述するように手持ち

撮影の揺動補正装置つまり手振れ補正システムには３０Ｈｚ程度の高域の揺動も抑制

することが求められるため回転ジャイロを用いた機械方式可変プリズム駆動方式は手

持ち撮影用カメラへ内蔵する用途には適していなかった。 
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 図６ てこ振子式防振機構の動作原理〔１２〕 
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図３ 
機械型可変プリズム駆動方式の構成 

図４ 
機械式可変プリズム駆動方式の補正特性〔１０〕 
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てこ振子式防振機構の振動伝達率〔１２〕 
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 １９７１年にヘリコプター撮影用として、てこ振子式防振装置が実用化されている

〔１２〕。この原理は図５、図６に示すように、カメラを２軸可動式アームを介してヘ

リコプター等の床面に取り付け中間接合部をバネとダンパーで支持し、振動を吸収す

る構造となっている。ヘリコプターの主振動数は９～１１Ｈｚであり図５に示すよう

にこの帯域の振動がカメラに伝わらないような定数が選ばれている。実際のシステム

ではウエイトが取り付けられているため重く、大きく、カメラ内蔵用には適していな

い。 

慣性方式としては１９７４年 Garrett Brown により発明され１９７６年に実用化さ

れた Steadicam が挙げられる。〔１１３〕これはハリウッドで映画撮影用に用いられて

いる。Steadicam は従来の三脚撮影では得られない効果が得られた。人間しか入れな

い狭い通路の移動撮影や走る人間の視点からの撮影が可能となったため映画の撮影可

能領域を拡大した。このため Brown は Stedicam の発明と実用化に対して１９７７年ア

カデミー賞科学技術業績賞を受賞している。しかし図７、図８に示すようにおもりの

慣性とカメラと人体とをバネで結合する構造のため重く大きかった。このため一般消

費者には取り扱いは困難である。操作するにはＳＯＡ（Stedicam Operators 

Association）の訓練を受ける必要があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 慣性方式安定雲台（Steadicam） 
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図１１ 
回転ジャイロ型防振装置の構成〔１０〕 
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図１２ カウンターバランス式防振機構の原理〔１０〕 

図１３ ジャイロ振子式防振機構の振動伝達率〔１０〕 
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 １９７４年にマラソン中継用に図１６に示すようなジャイロ振子式防振装置〔１０〕

が実用化されている。これは回転ゴマのジャイロ効果を利用してカメラを含めた物理

振子の慣性能率を増加させ、カメラを固定する。図９、図１０に示すように第１物理

振子に回転ジャイロをとりつけカメラの慣性を増加させる。カメラの操作を行うため

に第２物理振子を組み合わせている。現実のシステムでは図１１に示すようにカウン

ターバランス式防振機構部の上部にとり付けて使用される。図１２に示すように天秤

の一方にカウンターウエイトＭ２がついたレバー、もう一方にカメラＭ１を配し２組

のバネ、ダンパーからなりレバーをピボット支持した振動系を形成することにより外

部の振動をウエイトとバネ、ダンパーで吸収する。図１４に示すように下部の防振機

構は３Ｈｚ以上の上下動を１／４程度に軽減する。上部のジャイロ振子式防振装置は

カメラと重量のある回転ジャイロがジンバルで雲台取り付け部と分離されており、そ

れ自体慣性が大きいため図１３に示すように回転ジャイロが回転していなくても揺動

の抑制効果がある。ジャイロの回転停止状態では高域ほど抑制率が高く低域では抑制

効果が低い。回転ジャイロが回転を始めると低域の抑制率が高まり１Ｈｚ以上の揺動

が抑制される。ジャイロ振子方式は高域部の抑制率をカメラと回転ジャイロの慣性で

得るため重量が重くサイズが大きくなるため、そのままカメラ内蔵型には導入するこ

とは困難である。さらに回転ジャイロの歳差トルクが発生するためパンニング撮影が

しにくい等の操作性が極めて悪いため民生用には適していない。また回転ジャイロを

用いるため図１５に示すようにフライホイールの回転が立ち上がり安定するまで１０

分近くかかる。一般の撮影装置に内蔵する場合に許容される立ち上がり時間はせいぜ

い数秒であるため立ち上がり時間が長いことは民生用に展開するには致命的である。

重量と操作性と立ち上がり時間の問題から、ジャイロ振子方式はカメラ内蔵型には適

していないと思われる。 
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図１５ 回転ジャイロの回転立ち上がり特性〔１０〕 
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 図１６（ｂ）に示すような３軸機械制御方式安定雲台がＷｅｓｃｏｍ社により実用

化されている。この方式の画像安定性能はよい。補正手段として３軸制御アクチュエ

ーターを用い絶対空間に完璧に固定させるとともに撮影方向をリモコン装置により変

更する方式である。このため検出手段として零点安定性と線形性の面で極めて精度の

高い回転ジャイロが必須であった。この種の高精度ジャイロは通常１ヶ数十万円以上

のコストを要する。最終的に数千万円もの高いコストになるため民生用途には適して

いない方式であった。また、全体重量が１００キログラムを超えるため手持ち撮影用

途に要求される重量にはほど遠かった。以上の点から手持ち撮影カメラの内蔵用に安

定雲台方式の技術をそのまま転用することは困難であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １９８０年に着手された本研究により１９８８年に手振れ補正型の画像安定化技術

が世界で初めて実用化された。この実用化の背景として、１９４０年代に発明されな

がら零点の不安定さ等の問題点があるため、永年量産化されていなかった振動ジャイ

ロに着目したことが第一に挙げられる。 

まず実験で手振れ補正用の検出手段には高域特性が求められることを明らかにした。

次に制御面で手振れ補正用には手持ち撮影が前提であるため低域周波数領域の制御が

重要でないことに着目した。このことから零点ドリフトが大きい、つまり零点安定性

が悪いという振動ジャイロの最大の欠点が手振れ補正においては大きな障害にはなら

ないことを明らかにした。また低価格型の回転ジャイロの高域特性が良くないため手

振れ補正に適してないのに対して、高域特性が良いという振動ジャイロの特徴が手振

れ補正に適していることを明らかにした。しかし手振れ補正を安定して行なうには、振

図１６（ａ） ジャイロ振子方式防振装置 
（安定雲台）の外観 

図１６（ｂ） ３軸制御方式安定
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動ジャイロの零点の不安定性を実用域まで改善する必要があった。検討の結果、従来方式

は同期検波のための位相基準信号を発振回路から直接取り出しているため、実際の振動子

の振動の位相と位相基準信号との間に位相誤差が発生し、同期検波出力に変動が生じ零点

が不安定になることを解明した。２つの振動子を連結し音叉構造にし、モニタ電極を追加

し、このモニタ電極により直接、振動子の振動を取り出すことにより、位相誤差をなくし

た。振動帰還型音叉構造の振動ジャイロを新たに考案した。零点安定性を実用域にまで改

善することができた。この改良により不安定性を克服し振動ジャイロの世界初の量産化

に成功した。こうして手振れ補正に最適の検出手段を実用化することができた。その

後、本研究を端緒として振動ジャイロの研究が業界で始まり本研究の振動モードであ

る音叉型振動モード以外の様々な振動モードを持つ振動ジャイロが実用化された。な

お現在でも手振れ補正用途の物理量測定センサとして振動ジャイロ以外の手振れ検出

手段は登場していない。 

補正手段としては光学補正方式と電子補正方式の両方の基本方式を考案し、これら

の手振れ補正方式の基本特許を権利化した。この方式は現在の手振れ補正方式の主流

技術となっている。当時はＣＣＤの画素数が多くなかったことから、まずは電子補正

方式より光学補正方式を優先して研究した。固定撮影のみならず歩行撮影において発

生する最大±６度の手振れを補正することを目標としたため補正範囲の大きな手振れ

補正が必要であった。補正範囲が大きくとれるミラー駆動方式と鏡筒駆動方式に焦点

を絞り研究を進めた。そして量産用として鏡筒駆動方式に絞り込み１９８８年に世界

初の手振れ補正機能搭載カメラを実用化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１７ 画像安定化技術の分類 
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１．３ 本研究の背景 

 

■手振れに対する要求について 

 

 本研究に着手した当時は、民生用カメラ分野において手振れ補正に対する要求は必ずし

も強いものではなかった。フィルムカメラにおける撮影の３大失敗要因である露出不足、

ピンボケ、手振れのうち、露出不足、ピンボケは解決されており手振れが課題として残っ

ていた。しかし手振れに対する認識は低かった。これはフィルムカメラにおいて手振れは

フィルムの感度を上げることや三脚の使用により簡単に対処していたからである。例えば、

望遠レンズを用いた撮影には手振れ対策として三脚を使うことが撮影テクニック上の常識

となっていたし、三脚を使えない条件下ではフィルム感度を上げることが求められていた。

手振れの発生するようなうす暗いところでは通常のフィルム感度フィルムを使った手持ち

撮影は禁止事項とされていた。このため、フィルムカメラにおいて、露出不足、ピンボケ

に対する自動化技術が進んだのに対し手振れに対する自動化技術は手つかずであった。手

振れが問題になるのは、１９７７年に民生用ビデオカメラが登場してからである。何故な

ら連続した画像を撮影するビデオカメラでは手振れにより連続画像の各コマの画像が左右

上下に揺れる揺動現象が発生する。この揺動画像は視聴者に不快感を与える。フィルムカ

メラで効果的な感度を高める手法は連続画像の１コマの露光時間を短くするため、１コマ

の静止画に発生する手振れは少なくなるが、連続画像の各コマの揺動は補正されない。手

振れの防止手段として三脚を使う手法も考えられる。フィルムカメラの場合、静止画撮影

なので撮影カメラの位置を固定できる。このため三脚を使うことも可能である。しかし、

ビデオカメラの撮影においては被写体を追ってカメラの位置を時々刻々変える場合が一般

的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１８ カメラ重量と手振れの関係 

手
振
れ
量

カメラ重量（ｇ）

50ｇ 100ｇ 300ｇ 500ｇ 1000ｇ

１

２

３

５

１０

ビデオカメラ軽量化

デジカメ

カメラ付携帯電話

200ｇ

手振れ増大



 
 

13

撮影位置を固定できないため三脚を使うことは現実的でない。以上からビデオカメラ、特

に民生用ビデオカメラにおいては、フィルムカメラにおいて有効であった手振れの対策が

使えないため、手振れ補正技術が必須であった。 

 民生用ビデオカメラの実用化初期段階の１９８０年当時はビデオカメラの重量が大きか

ったため手振れの発生が少なかった。手振れは一種の振り子運動であるため、図１８に示

すように手振れの振巾はカメラ重量が増えると小さくなり、ズーム比が大きくなると大き

くなる。当時は平均重量が２キログラム近くあったこととズーム倍率が大きくなかったた

め手振れは、それほど大きくなかった。 

ビデオカメラの場合は撮像素子の高密度化や非球面レンズの実現によるレンズの小型化

や電子部品の小型軽量化により、重量とサイズが小さくなることと、光学系の進歩により

ズーム倍率が大きくなることは明らかであった。この２つの要因はともに手振れを増巾す

る。このことから筆者は将来手振れが深刻な問題になることを予見した。そしてこの予見

に基づき１９８０年に手振れ補正の研究に着手した。 

研究着手時点においてはビデオカメラと VTR の合計重量は数キログラムと重かった。

またズーム倍率も小さかったため手振れは課題であるとは認識されていなかった。しかし

その後ビデオカメラの軽量化が進み１ｋｇ以下となり、６～１２倍の高倍率ズームも一般

化した〔１８〕。このため、手振れは深刻な問題になり要求が次第に強まっていった。筆者

が１９８８年に手振れ補正技術を世界で初めて実用化することによりこの要求に応えるこ

とができた。 
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第２章 手振れ検出方式の可能性の検討 

 

２．１ まえがき 

 

 着手段階においてはカメラ内蔵型画像安定技術である手振れ補正技術は実用化されてい

なかった。車や航空機にとりつける安定雲台のみが実用化されて研究が行われていた〔１

０〕。このためカメラを手に持って撮影した時に発生する手振れおよび手振れにより発生す

る揺動を検討した研究はない。そこで被験者に実際にカメラを持たせて手振れの発生状況

を測定する。この測定結果から手振れを検出するためには、どのような検出方法が適して

いるかを検討する。 

 手振れを検出する方法としては、撮影画像の揺動状態を分析し手振れを推測する電子検

出方式とカメラの揺動の物理量を直接センサにより測定する物理量検出方式の２方式があ

る。 

 まず電子的に映像から各対象物の動きベクトルを求めて、手振れ量を推測する電子検出

方式を検討する。次にカメラの揺動を物理的に検出する物理検出方式を検討する。そして、

この両者を比較する。 

 

２．２ 手振れの発生周波数の分析 

 

手振れ補正の量産機を実現するためには、まず手振れによる揺動の発生状況を明ら

かにする必要がある。当時は手振れを分析した文献がなかったため実際に手振れの振

幅と周波数分布を測定する必要があった。そこで被験者にビデオカメラを持たせて静

止状態と歩行状態で撮影させたときに発生する手振れの周波数分布を測定した。具体

的には、図１９に示すようにビデオカメラのボディに、ピッチ方向の角速度を測定す

る角速度センサーと、ヨー方向の揺動の角度を測定する角速度センサーを取りつけ、

このカメラを被験者に持たせ撮影を行なった。撮影中に手振れの揺動により発生する

角速度を測定し、この角速度を積分することにより揺動角度を求めた。 

こうしたビデオカメラのランダムな動きを測定した。図２０に示すように静止撮影

時に発生する手振れは最大０．３度であるが、図２１に示すように歩行撮影時には最

大±６度の大きな手振れが発生する。図２２の周波数分布の縦軸は揺動角度から算出

した画面上での画振れ率つまり、手振れのために変化した画像のパーセントを表して

いる。手振れは３０Ｈｚの高域まで分布していることがわかる。 
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図１９ 発生した手振れ量の測定実験 
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図２０ 静止撮影時に発生する手振れの大きさ（角度） 
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図２２ 手振れの周波数分布の実測値 
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２．３ 電子検出方式の検討 

 

 電子検出方式は、撮影画像の映像の動きから手振れを検出する方式である。この方式は

図２３に示すように、動画の第ｎコマ目の画像とそれに続く第ｎ＋１コマ目の画像の代表

点を比較し、代表点における映像の動きの変化を演算することにより代表点の動きベクト

ル（dx、dy）を求める。この動きベクトルから手振れ量を推測する。手振れ補正手段によ

り、この手振れ量の分だけ逆方向に補正することにより手振れを補正する。動きベクトル

を求める方法としてＮＨＫが１９７０年より始めたハイビジョン放送のＭＵＳＥ方式用

〔４４〕として開発された画像の動きベクトル検出技術〔４３〕が確立されている。そこ

で、この動きベクトル検出技術を用いた場合の回路規模等の民生機器への導入可能性を富

本哲雄氏等と検討した。 

 図２４は電子検出手振れ補正方式のブロック図を示す。撮像素子により映像信号となっ

たｎコマ目の画像を画像メモリーに蓄える。次にｎ＋１コマ目の画像が入力される。この

ｎ＋１コマ目の画像と１コマ前のｎコマ目の画像を動きベクトル演算部で比較し動きベク

トル（ｄｘ、ｄｙ）を求める。この動きベクトルに応じて画像切り出し部において画像を

切り出すことにより補正画像が得られる。表１の電子検出方式と物理量検出方式の比較表

に示すように電子検出方式は小型軽量化と低コスト化の可能性があるが被写体の動きを手

振れと誤検出する可能性がある。このため手振れの全くない状態で被写体が動いた場合、

手振れと誤検出し画像が補正され被写体の動きと逆方向に揺動するという大きな課題があ

る。また、千点以上の代表点の動きベクトル演算が必要でデジタル回路が著しく大規模に

なり、半導体ＩＣの１チップに格納できないという課題がある。 

t=t t=t+dt
代表点
（x , y）

（x+dx , y+dy）

動きベクトルの演算 動きベクトル の演算範囲

dy

dx

代表点

動きベクトル
（dx , dy）

ｎコマ目 （ｎ+１）コマ目

手振れ

t=t t=t+dt
代表点
（x , y）

（x+dx , y+dy）

動きベクトルの演算 動きベクトル の演算範囲

dy

dx

代表点

動きベクトル
（dx , dy）

ｎコマ目 （ｎ+１）コマ目

手振れ

図２３ 動きベクトルの検出原理 
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 検討時点では誤検出、誤動作の課題の解決策は見出せなかった。さらに１９８２年当時

は民生分野において半導体の加工密度が低く大規模なデジタル回路が実現されていなかっ

た。このことから誤検出と回路規模の２つの課題から民生ビデオカメラに搭載することが

現実的でないと判断し物理量検出方式を採用することにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２４ 電子検出方式手振れ補正システムの動作原理 
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表１ 手振れの検出方式の比較表 
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２．４ 物理量検出方式の検討 

 

手振れの物理量検出方式として、角速度センサーと加速度センサーの２つのセンサーが

考えられるが、当時はどちらが有効であるか明確にされていなかった。そこで両者の有効

性を知るため比較検討する。被験者に撮影させて得た実験結果によると、通常の撮影者が

静止状態で手持ち撮影をした場合、手振れによる筐体の回転方向の動きは通常で±０．３

度、最大でも±０．５度程度である。これに対し筐体の上下方向の動きは±５mm 程度で

ある。被写体距離 10m、望遠レンズの画角６°の条件で計算してみると筐体の回転に起因

する手振れは、画面の１２％の大きな振れになるのに対し、上下動成分に起因する振れは

０．５％である。図２５（ａ）に示すように回転に起因する手振れが圧倒的であることが

明らかになった。このため手振れの物理量検出方法としては筐体の回転の物理量を検出す

る角速度センサーを用いることにする。 

 

 

 

 

 

 

図２５（ａ） 上下運動と回転運動に起因する手振れ量の比較 
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２．５ 角速度センサーの方式の検討 

 

当時、量産によりコスト低減の可能性があり民生用にも使える角速度センサーとして回

転ジャイロが実用化され広く普及していた。回転ジャイロは零点安定性が良く低価格化の

可能性があったが高域特性が良くない。図２２の実験結果が示すように撮影時に発生する

手振れの周波数は３０～４０Ｈｚの高域まで分布している。小型低価格の回転ジャイロは

手振れの高域部の揺動を検出できないため、手振れの検出には適してないことが明らかに

なった。一方、筆者らが１９８０年より研究していた振動ジャイロは高域特性が非常に良

いという特長があった。反面、当時の振動ジャイロは零点安定性つまり直流を含む低域特

性が極端に悪いという欠点があった。積分演算により零点の不安性の誤差が蓄積されるた

め慣性航法用途には致命的であった。このことが戦後の一時期、盛んに研究された振動ジ

ャイロの研究が急速に収束した理由である。慣性航法用途に適していないため量産化も実

現していなかった。しかし手持ち撮影用の手振れ補正に用いる場合、センサーの低周波数

特性の悪さは影響しないと考えた。なぜなら手持ち撮影の場合に発生する揺動の低周波成

分は撮影者の手の操作により制御され自然に吸収されるからである。このため低周波の制

御特性は不要であるためセンサーの検出信号の低減成分はカットしても問題ないと考えら

れた。この仮説を実証するため手振れの実験試作機を制作し実証実験を行った。試作した
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図２５（ｂ） 各種ジャイロのコストと零点ドリフト量の関係 
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振動ジャイロは不安定な零点ドリフト特性をもっていたが手振れ補正機能が正常に動作し

補正に悪影響を与えないことを確認した。この検討結果は後で詳しく述べる。 

 

２．６ むすび 

 

 手持ち撮影時に生じる手振れの発生状況を測定した。手振れの周波数は３０Ｈｚ程度ま

で広く分布しており高い周波数を測定できる検知手段が必要なことがわかった。手振れの

補正範囲は、静止撮影時で±０．３度、歩行撮影時で±６度必要なことが明らかになった。

手振れの検出方式として電子検出方式と物理量検出方式を比較した。電子検出方式は動き

ベクトル検出方式を検討したが検出用の代表点が多いため民生用の半導体デジタルＩＣの

１チップでは処理できないことと、被写体の動きを手振れと誤認識する可能性があること

から将来低コスト化の可能性があるものの実用化は現実的でないと判断した。物理量検出

方式としては角速度検出方式と、加速度検出方式が考えられるが、加速度に伴うカメラの

上下動成分の画像揺動への影響度が角速度成分に比べると圧倒的に少ないことから角速度

センサーを手振れ検出に使うことにした。 

 慣性航法用途の角速度センサとして、振動ジャイロは零点ドリフトの安定性が悪いため

量産が実現していなかった。しかし手振れ検出用途の場合、あまり高い零点ドリフト安定

特性が要求されない。振動ジャイロは４０Ｈｚ以上の高域の感度を持つ。一方手振れは３

０Ｈｚまで分布する。振動ジャイロで手振れの発生帯域を検出できるため手振れの検出用

とに適していることが明らかになった。 
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第３章 手振れ補正の実現方式の検討 

 

 ３．１ まえがき 

 

 手振れの補正方式としては映像信号を処理することにより電子的に手振れを補正す

る電子補正方式と機械的に部品を駆動することにより光学像の手振れを補正する光学

補正方式が考えられる。まず、両者の比較検討を行う。その後各補正方式の中で手振

れ補正の効果等の利点と補正により発生する収差等の短所を検討し、各々の方式の手

振れ補正への可能性を検討する。 

 

 ３．２ 電子補正方式の提案および可能性の検討 

 

 まず撮像手段として図２６に示すように撮像管やＣＣＤ、ＭＯＳのような撮像素子

の総画素数が規定画素数（ＮＴＳＣの場合 ４８０×７２０画素）より２０～３０％

余裕のある大きな素子を用いる。次にその全画像から任意の領域を規定画素数の分だ

け切り出す切り出し手段を設ける。切り出し手段により切り出す領域を手振れ補正量

（dx、dy）に応じて移動させることにより揺動を補正する電子補正方式を考案した〔１

７〕。この補正方式を「ＣＣＤ切り出し方式」と呼ぶ。動作原理を図２７に示す。 

 まず振動ジャイロなどによりヨー（水平）方向とピッチ（垂直）方向の手振れ量 dx、

dyを検出する。次に実際の撮影画像より大きな画素数を持つＣＣＤの垂直転送クロッ

クや水平転送クロックや外部の時間軸補正回路のクロックを手振れ量 dx、dyに応じて

手振れが発生しない方向に制御することにより、ＣＣＤの一部の領域の画像情報を切

り出すことにより、手振れを補正する。 
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３．２．１ 最大転送周波数の検討 

 

 ＣＣＤ型撮像素子では電荷転送素子部において電荷転送クロックに基づき転送電圧

を印加して電荷を転送しているが、電荷転送クロックの周波数を４００～５００ｋＨ

ｚ以上に上げると図２８〔５５〕に示すように電荷転送効率が下がり信号が劣化する

図２７ ＣＣＤ切り出し方式の動作原理 
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ことが報告されている。このため、転送クロックを一定の周波数以上に上げることは

できない。 

 

■垂直転送周波数の検討 

 ＣＣＤを撮像素子として用いてＣＣＤ撮像素子の内部処理で手振れ補正を行う場合、

転送速度が最大転送周波数を超えないことを確認する〔５３〕。 

 ＣＣＤの撮影画像から一部の画像を切り出す場合に補正に必要な転送クロックの周

波数を検討する。まず垂直方向の補正の際に必要となる最大の転送周波数を求める。 

図２９に示すように垂直方向の揺動に対して最大の補正を行う場合、垂直ブランキン

グ期間中に少なくとも１２９ラインの電荷転送を行う必要がある。図３０（ａ）に示

すようにＮＴＳＣ規格の場合、垂直ブランキング期間は１３３４．７μｓである。こ

の１／３の時間を不要電荷の転送に用いるとすると１２９ラインを転送する場合図３

０（ｂ）に示すように１ラインの転送に３．４４μｓの補正時間が与えられる。つま

り垂直補正時の転送クロックは２１６ｋＨｚ必要となる。図２８に示すように一般の

ＣＣＤ素子では転送周波数が３５０ｋＨｚまでは電荷転送効率が落ちることはない。

このことから垂直方向の手振れ補正はＣＣＤ撮像素子の垂直転送クロックを制御する

ことにより実現することがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２８ ＣＣＤの転送周波数と電荷転送効率の関係〔５５〕 
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図２９ ＣＣＤ撮像素子の総画素数と切り出し画素数 

図３０ ＣＣＤ切り出し方式の駆動パルスタイミング図 
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■水平転送周波数の検討 

 次に水平方向の手振れ補正をＣＣＤ撮像素子内部の水平方向電荷転送回路のみで処

理できるかを確認する。 

 ＣＣＤ撮像素子の水平転送回路だけで特定領域の画素を取り出す場合に必要となる

転送クロックの最大値を計算する。図３０（ｅ）に示すようにＮＴＳＣ規格の水平ブ

ランキング期間は１０．９±０．２μｓであり垂直ブランキング期間に比べると大巾

に短い。よって水平方向の補正に与えられる時間は１０．９μｓとなる。図２９に示

すように水平方向の転送画素数は最大値で１８８画素であるため１画素を転送するた

めに与えられる時間は図３０（ｆ）に示すように最大値で５７．９ｎｓとなる。従っ

て必要となる転送クロックの最大値は１７ＭＨｚ以上となる。しかし図２８に示すよ

うに汎用ＣＣＤは転送クロックを４００～５００ｋＨｚ以上に上げると電荷転送効率

が落ちて画質が大幅に劣化する。超高速の転送速度のＣＣＤは通常の半導体プロセス

では実現できない。このことからＣＣＤ内部の水平転送回路を用いて水平転送クロッ

クを制御することだけで水平方向の任意の特定領域の画素を切り出す方式は一般的な

ＣＣＤ素子では実現できないことがわかる。 

 

 図３０の駆動パルスタイミング図の具体的な電荷転送の原理を図３１を用いて説明

する。図３０のタイミングｔ＝ｔ１においては、図３１のＣＣＤの撮像素子の中央部に

は黒丸で示した有効な映像の有効電荷があり、下部には斜線丸で示す不要電荷が残っ

ている。ｔ＝ｔ２においては垂直転送が始まり垂直下方向に、全電荷が転送される。ｔ

図３１ ＣＣＤの不要電荷を垂直転送と水平転送により排出する原理 
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２からｔ３の間は不要電荷のみが水平転送部に転送されるので、この電荷は外部に排出

される。ｔ＝ｔ３においては不要電荷の排出が終わりｔ＝ｔ４においては水平転送部に

有効電荷と水平方向の不要電荷が垂直方向に転送され、ｔ＝ｔ５で水平転送が始まり水

平方向の不要電荷が右方向へ転送され始まり排出される。ｔ＝ｔ６で不要電荷の排出が

完了する。 

 前述のように垂直方向の垂直ブランキング期間中の転送は可能であるが、水平ブラ

ンキング期間中に水平方向の不要電荷の排出速度が追いつかないため、全ての不要電

荷を排出することはできない水平転送部では、水平方向の不要電荷をそのまま出力せ

ざるを得ない。このため不要電荷を含んだ水平方向の手振れが補正されない画像が出

力される。 

 

 ３．２．２ ２段階ＣＣＤ切り出し方式の提案 

 

 このことから１９８３年に図３２のような２つのブロック構成にし、一方に垂直方

向の補正、もう一方に水平方向の補正を行う２段階電子補正方式を新たに考案し提案

した。この内容は筆者の特許〔１７〕の図５１等に示されている。この方法は第１段

階ではＣＣＤの垂直転送回路の転送クロックを制御することにより垂直方向の画像の

切り出しを行い、第２段階でＣＣＤの外部に接続された時間軸補正回路の時間軸を制

御することにより水平方向の画像の切り出しを行う方法である。この方式により図３

２に示すようにＣＣＤ撮像素子により得られる総画素の中から任意の特定領域の映像

信号を切り出すことができるようになった。なお、この方式は現在の電子補正方式手

振れ補正の主流技術となっている。電子補正方式の手振れ補正機能搭載ビデオカメラ

はほぼ全て筆者が発明した方式を採用しており筆者の基本特許を使用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３２ ２段階ＣＣＤ切り出し方式の動作原理図 
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 図３３を用いて２段階ＣＣＤ切り出し方式の動作原理を説明する。図に示すように

手振れによりカメラが揺動するため撮影された光学像は撮像素子の光電変換部の上を

手振れ量（ｘ、ｙ）に応じて、図３３（ａ）に示すように上下、左右に揺れ動く。こ

の揺動に伴い撮像面で光学情報から電子情報に光電変換された映像信号も揺動する。

この揺動を信号処理のみで除去するには、得られた全映像情報から中心位置からｘ、

ｙ分だけシフトした中央部の映像を切り出す。最適補正量に基づき切り出した各々の

映像からは、切り出した画面の中央部に補正された被写体の映像が得られるため手振

れ補正することができる。具体的に述べると図３３（ａ）に示すようにまず垂直方向

の手振れ量ｙの分だけＣＣＤの垂直転送クロックを制御することにより図３３（ｂ）

に示すように垂直方向の手振れを補正する。次に図３３（ｂ）に示すように水平方向

の手振れ量ｘの分だけＣＣＤの外部の時間軸補正回路により時間軸を制御することに

より図３３（ｃ）に示すように水平方向の手振れを補正した画像が得られる。 

この方式は、連続画像の各コマの切り替え期間中に手振れを補正する方法である。

従って各コマの一枚の光学像の光電変換の期間中に生じる揺動の補正はできない。つ

まり１コマの撮影期間中の１／６０秒の間に発生する手振れは原理上補正できない。

図３３ ２段階ＣＣＤ切り出し方式の動作原理 
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従ってデジタルカメラのような静止画撮影には効果がない。 

電子補正方式においてはシャッター速度を高速にすると各コマの静止画のブレが少

なくなるため補正画質が高まる。逆にシャッター速度が低速になると各コマの静止画

像のブレが多くなるため補正画質が劣化する。これを具体的に述べる。ビデオ撮影を

屋外等の明るい条件下で行う場合は、ＣＣＤ撮像素子の電子シャッタ機能を用いて１

コマの露光時間を１／１００～１／１０００秒等に短くすることができる。１コマの

映像の露出時間中に手振れにより映像が動く量がシャッタ速度に比例して小さくなる

ため静止画として見た場合の手振れが補正される。連続画像の手振れはＣＣＤ切り出

し方式により補正される。従って明るい撮影条件下では静止画も動画も両方手振れが

補正された安定した映像が得られる。しかし、これが実現するのは明るい撮影条件の

場合だけである。夕方や室内のように暗い撮影条件下では、電子シャッター速度を速

くすると感度が不足するため１コマの露光時間は長くなる。このため静止画の手振れ

を補正できず画質が劣化する。以上をまとめると表２のようになる。 

 

 

ここで電子補正方式において手振れにより画像が劣化する原理をさらに詳細に述べ

る。手振れにより撮像面上に結像した光学像の位置が変化するため露光開始時の画像

の位置から露光終了時の画像の位置まで、画像の光学像が露光時間中に軌跡を描く。

撮像素子の各々の画素において、この軌跡が積分された値が画像情報として変換され

る。この軌跡の積分値は画像のズレを重ね合わせた映像になるため、輪郭のボケた映

像信号が出力される。このように電子補正方式では１コマの中のこのボケ画像を補正

することができない。このため各コマのつながりは揺れないで安定するが、手振れが

激しい時や暗い撮像条件において各コマの中の画像がボケた映像となり、映像のシャ

ープさがなくる。 

表２ 電子補正と光学補正の画質の比較 

○◎◎◎◎◎光学補正

△×△○○◎電子補正

総合静止画動画総合静止画動画

低照度高照度

○◎◎◎◎◎光学補正

△×△○○◎電子補正

総合静止画動画総合静止画動画

低照度高照度
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 一方、光学補正方式では各コマの中の静止画が補正できるため、このような劣化が

発生しない。このように電子補正方式は画質が劣化するという問題がある。しかし回

路のみで処理できるため追加部品が不要である。光学補正に比べるとコストの上昇分

が少ない上にサイズが大きくならないためビデオカメラの普及機用途に適している。 

 表３は電子補正方式と光学補正方式の総合的な比較表である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＣＣＤ切り出し方式は筆者が考案し提案した２段階ＣＣＤ切り出し方式が基本技術、

基本特許となっている。しかし検討当時は高画素型のＣＣＤ撮像板が実用化されてい

なかったことと、光学補正に比べて画質劣化要因があることから基本構成の検討を完

了した時点で実用化研究は見送り、光学補正方式の検討を行う。 

 

 ３．３ 光学補正方式の分類 

 

 光学補正方式の中から、光軸を変更することにより手振れを補正する光軸補正方式

を検討する。 

 光軸を変更する方式としてはミラーを駆動するころにより光軸を変更するミラー駆

動方式とレンズの中の一部のレンズを駆動する内部レンズ駆動方式と変形可能な可変

プリズムを駆動するバリプリズムつまり可変プリズム駆動方式がある。 

 

 

 

 

 

 

光軸補正方式 ミラー駆動方式 

内部レンズ駆動方式 

可変プリズム駆動方式 

表３ 電子補正と光学補正の長所と短所 

補正部分が必要

コスト増加（数％）

大きくなる（数％）

手振れが早い場合ブレる

静止画の補正ができない

解像度が低下する

手振れが早い場合ブレる

静止画の補正ができない

短所

画像劣化がない

静止画も補正される
解像度劣化が少ない

追加部分が不要

コストが安い

小型軽量

長所

CCD切り出し方式フレームメモリ方式
光学補正

電子補正

補正部分が必要

コスト増加（数％）

大きくなる（数％）

手振れが早い場合ブレる

静止画の補正ができない

解像度が低下する

手振れが早い場合ブレる

静止画の補正ができない

短所

画像劣化がない

静止画も補正される
解像度劣化が少ない

追加部分が不要

コストが安い

小型軽量

長所

CCD切り出し方式フレームメモリ方式
光学補正

電子補正
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３．４ ミラー駆動方式の可能性の検討 

 

 まず光学補正方式の１方式であるミラーにより光軸を変更する方式を検討する。こ

の方式は図３４に示すように手振れにより生じたカメラの傾きをθとすると、  －

θ／２だけミラーを回転させ補正することにより手振れを補正する。この方式の特長

は、まず補正範囲を広くとることができることである。次に従来の光学レンズをその

まま用いることができるため光学レンズの設計を新たに行なう必要がない。また補正

による色収差等の収差が発生しない等の利点がある。欠点としては広角レンズを用い

る場合、大きなミラーが必要となることである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３４ ミラー駆動方式の動作原理図

通常時（手振れ角＝０） 補正時（手振れ角＝θ）
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３．５ 可変プリズム駆動方式の可能性の検討 

 

 変形可能なプリズムを既存のレンズの前につけるのが可変プリズム方式、別名バリ

プリズム方式である〔１０〕。図３５に示すように通常時は（ａ）の可変プリズムを傾

けることにより光軸が（ｂ）に示すように曲がる。２枚のガラスの間にガラスと同じ

屈折率の液体が封入されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３６に示すように可変プリズムをθ１傾けたときに出力角が補正角θ３だけ変化す

る。 

スネルの法則を用いて光軸の変更角θ３を求めることができる。 

 空気の屈折率はｎｓ（＝１）とし、可変プリズムの媒体および封入ガラスの波長λｉ

時の屈折率をｎｉとすると、 

2

1

sin
sin
θ

θ
=

ｉｎ

ｎｓ      （１） 

sinθ2= ｉｎ sinθ1    （２） 

θ2=sin
-1 ( ｉｎ sinθ1)    （３） 

 光軸の変更角：θ３=θ２-θ１=sin
-1 ( ｉｎ sinθ1)- θ1 （４） 

 

 通常の光学レンズでは異なる屈折率のレンズを組み合わせることにより収差を補正

する。しかし可変プリズムの場合、封入する液体は単一の屈折率しかもたないため色

収差の補正が困難である。従って補正角度を大きくすると収差が発生するため画像が

劣化する。発生する収差を確認するため、波長λが４００ｎｍの場合とλ＝６５０ｎ

図３５ 可変プリズム方式の動作原理

通常時 補正時手振れ角＝θ時

θ

（ａ） （ｂ）
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ｍの場合の入力補正角に対する光軸の変更角θ３の違いを計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 可変プリズム方式の変形角度と補正角度を図３７と図３８に示す。図３７に示すよ

うに変形角θ1 に対する補正出力角θ3 の値がλ＝４００ｎｍとλ＝６５０ｎｍで大き

く異なるため色収差が発生する。図３８から変形角度θ1が０．７度つまり補正角度が

０．３度程度で色収差が撮像素子の１画素分を超える色収差が発生することがわかる。

厳しくみると色収差の面から補正角度を０．３度以上とることができない。歩行撮影

時に発生する手振れを補正しようとすると最大補正角度は±６度必要となる。この値

を目標値としている。一方、可変プリズム方式は０．３度で色収差が発生するため想

定目標値を達成できない。このため民生用途の実用化に適していないと判断できるた

め本研究では実用化研究を見送る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３６ 可変プリズム方式における補正角θ３ 

（ａ）通常時 （ｂ）光軸変更時

θ1

θ1

θ3θ1

θ2

θ１＝θ３

（ａ）通常時（ａ）通常時 （ｂ）光軸変更時

θ1

θ1

θ3θ1

θ2

（ｂ）光軸変更時

θ1

θ1

θ3θ1

θ2

θ１＝θ３



 
 

34

 

 

 

図３７ 可変プリズムの変形角度θ１と補正角度θ３の関係
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図３８ 可変プリズムの変形角度と色収差の大きさ
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 ３．６ 鏡筒駆動方式の可能性の検討 

 

 図３９に鏡筒駆動方式の手振れ補正の動作原理を示す。ＣＣＤを含む鏡筒部がジン

バル機構で支えられており、ジンバルを軸として上下左右に回転できる。手振れが発

生すると振動ジャイロがタテ方向のブレとヨコ方向のブレを検知する。この検出量に

応じて手振れ角θの反対方向に-θ分モーターを回転する。すると図３９（ｂ）に示す

ように鏡筒が通常時と同じ方向を向くため、図３９（Ｃ）に示すように画面には手振

れが補正された映像が得られる。 

 鏡筒駆動方式は既存の光学系をそのまま使えるため光学系を変更する必要がない。

また色収差や偏心収差が出ないため画質が劣化しない。補正範囲を極めて大きくとる

ことができる、という特長がある。反面、鏡筒が回動するための余裕空間をカメラ筐

体の中に設ける必要があるためボディが大きくなるという課題がある。また鏡筒全体

を支えるジンバル機構と駆動モーターを追加するため重量がその分重くなる。大型化

し重くなるため民生用の小型軽量機に搭載する場合に課題となる。特にズームレンズ

の場合、ズーミングにより内部レンズが大きく移動するため、ジンバルの軸に対して

鏡筒の重心が移動する。この重心の移動に伴い補正時に鏡筒の向きが若干変わる。こ

のためバランサーの機構が必要となる。鏡筒には元々慣性があるため、この慣性によ

り鏡筒を元と同じ位置に保とうとする力が働くため元々手振れの抑制効果がある。手

振れ補正時に空間上の同じ位置に鏡筒を保持する零メソッドのフィードバック制御だ

けで良い。フィードフォワード制御の場合は任意の測定値に対して角速度センサが正

しい値を出力する必要があるため、センサに線形性が要求される。しかし零メソッド

のフィードバック制御では目標値を零点とすると目標値より大きいか小さいかを検知

すれば良い。このため角速度センサーの線形性があまり求められない。従って線形性

のよくないコストの安い角速度センサーが使用できるという利点がある。 
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（a）通常時

（b）手振れ補正時

補正タテ方向

振動ｼﾞｬｲﾛ

（c）出力画像

モーター

ヨコ方向

手振れ
補正回路

θ1

図３９ 鏡筒駆動方式の動作原理 
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３．７ 内部レンズ駆動方式の可能性の検討 

 

 図４０に内部レンズ駆動方式の動作原理を示す。図４０（ａ）は通常時の状態を示

す。図４０（ｂ）のように下方向の手振れが起こった場合手振れとは逆の上方向へ補

正レンズを移動させる。すると光軸が補正レンズの移動した上方向に曲げられるため

光軸がＣＣＤの中央部に曲げられて手振れが補正される。手振れにより画面下方向に

あった光学像は補正により図４２（ｃ）に示すよう上方向にシフトされＣＣＤ中央部

に補正される。 

補正レンズ CCD

タテ方向
手振れ補正

制御部

ﾀﾃ方向
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ヨコ方向
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手振れ
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手振れ

振動ジャイロ

dy
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補正レンズ CCD
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手振れ補正

制御部

ﾀﾃ方向
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手振れ

振動ジャイロ
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図４１ 内部レンズ駆動方式の構成図 

図４０ 内部レンズ駆動方式の補正原理 

手振れ補正時

光学像

(a)

(b)

(c)

通常時

補正前

補正後



 
 

38

 

 図４１の構成図に示すように、振動ジャイロで検出した手振れ量より手振れ補正量 

ｄｘ、ｄｙを求める。この値に応じて、タテ方向モーターとヨコ方向モーターを駆動

して補正レンズを上下左右に移動させることにより図４０の（ｂ）に示すように手振

れを補正する。 

 内部レンズ駆動方式は可動部が１群（数枚）の補正レンズだけである。モーターの

駆動力が小さくてもよいため小型のモーターで駆動できる。この補正レンズは新たに

追加する必要はなくレンズ構成の中の一部のレンズを補正レンズとして用いるためレ

ンズの総枚数が増えることはない。振動ジャイロと駆動モーターの追加のみでよいた

め、小型軽量化できる。レンズ駆動方式は小型化の可能性がある。しかし手振れ補正

範囲は１度以下である。一方、本研究は歩行撮影の手振れ補正を目標としたため補正

範囲は±６度以上必要である。内部レンズ駆動方式は本研究の要求仕様を満たさない

ため本研究においては実用化研究の優先度を下げることにする。 

 

 レンズ駆動方式の補正量を計算する。 

 図４２においてシフト量をＤＥＣ（Decenter）とし、出射角ω1 の増分をΔω1 とす

ると、 

 

f
DEC

＝ｔａｎ（Δω1） --------- （１） 

 

Δω1＝ｔａｎ-1 







f
DEC

---------- （２） 

となる。 

 上式のようにレンズをＤＥＣシフトさせると角度Δω1の分の手振れを補正できる。 

 

 

 

図４２ 内部レンズ駆動方式の原理 
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３．８ 撮像板駆動方式の提案と可能性の検討 

 

 次にアクチュエーターを用いて撮像素子の位置を移動させることにより手振れを補

正する方式を新たに考案し、その可能性を検討する。 

 

■撮像板駆動方式の考案と提案 

 

 フィルムカメラの撮像手段はフィルムである。このフィルムとフィルム巻き取り機

構とパトローネの合体部を水平方向と垂直方向に高速かつ高精度に移動させることは

難しい。これはフィルム巻き取り機構を含めると可動重量が重く本体重量に占める重

量比率も大きくなるため駆動効率が悪くなるためである。これに対してビデオカメラ

やデジタルカメラの場合は撮像手段としてＣＣＤやＭＯＳの撮像板素子を用いる。こ

の撮像板の重量は軽いためモーターで機械的に上下左右に移動させることは可能であ

る。また本体重量全体に占める重量比率も小さい。１９８３年にこの点に着目し撮像

板駆動手段により撮像素子そのものをｘ、ｙ方向に平行移動させる「撮像板駆動方式」

を新たに考案し検討した。筆者による特許〔１７〕の第３６図に全体のブロック図、

〔１７〕の第３７図にｘｙスライダが開示されている。 

 この方式は図４４に示すようにＸＹスライダーの上にＣＣＤ等の撮像板を乗せ、手

振れ補正信号に応じてピッチ方向モーターとヨー方向モーターにより駆動することに

より手振れを補正するものである。斜視図を図４５に示す。図４３の（ｂ）に示すよ

うに手振れにより光軸が上方向にずれるが、ＣＣＤを上方向にシフトさせることによ

り手振れが補正される。この方式には小型軽量の撮像板と移動精度の高いモーターと

ＸＹスライダーが必要となる。 

図４３ 撮像板駆動方式の補正原理 

手振れ補正時
移動

通常時

ＣＣＤ
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 この撮像板駆動方式と前述の内部レンズ駆動方式は、振動ジャイロで手振れを検出

する点と、ＸＹスライダー、タテ方向モーター、ヨコ方向モーターを使う点は全く同

じである。違う点はシフトの対象が内部レンズからＣＣＤ素子に変った点だけである。

図４６に示すように一方は補正レンズを手振れの下方向と逆の上方向にシフトするこ

とにより光学像をＣＣＤの中心部へシフトさせる。もう一方はＣＣＤを手振れの下方

向と同じ下方向にシフトすることによりＣＣＤの中心部を光軸の中心部にシフトさせ

図４４ 撮像板駆動方式のブロック図 
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図４５ 撮像板駆動方式の構成（斜視図） 
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ている。前述のようにＣＣＤより補正レンズの方が重量が軽いため一般的にはレンズ

駆動方式の方が小型化できる。しかし一眼レフカメラのようにレンズ交換型カメラで

は撮像板駆動方式の方が適している。 

 撮像板駆動方式の最大の特長はレンズ等の光学系に特殊な設計をしなくてもよいた

め光学系の設計自由度が高い点にある。特にレンズ交換型のカメラシステムにおいて

は手振れ補正機構が搭載されていない既存のレンズを使えるという利点がある。 

レンズ交換型カメラシステムは１台のボディ部と複数の交換レンズ群から構成され

る。この撮像板駆動方式の場合ボディ部側に手振れ補正機構を搭載する。このため多

数の交換レンズを含むカメラシステムに１つの手振れ補正機構を搭載するだけでよい。

レンズ側に手振れ補正機構を搭載する方式では交換レンズの数だけ手振れ補正機構が

必要となる。全体を１つのシステムとして見た場合の重量とコストが増えるという欠

点がある。 

 内部レンズ補正方式の方が手振れ補正機構を小型化できるためレンズ非交換型カメ

ラの場合は撮像板駆動方式のメリットがない。 

 放送用や業務用のビデオカメラはレンズ交換式が主流であるが画質が求められるた

め３管式もしくは３板式で構成されている。３板式では入射光はプリズムにより３原

色に分離されプリズムには３つの撮像素子が極めて高い精度で配置されている。解像

度を高めるため３つの撮像板を画素を微妙にずらして配置してあるためミクロンの組

み立て精度が必要である。従って撮像板駆動方式では３つの撮像素子を各々高精度の

図４６ 内部レンズ駆動方式と撮像板駆動方式の動作の違い 
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位置関係を保ちながら同期させてｘｙ方向にシフトさせる必要がある。同期が少しで

もずれると色ズレや解像度低下等の画質劣化がおこる。こうした高精度の機械的な制

御を同期させて行うことは技術的に困難であるため放送用３板式カメラには撮像板駆

動方式は適していない。 

また民生用ビデオカメラの場合は、高倍率ズームが搭載され、交換レンズタイプは

実用化されていない。このため撮像板駆動方式はメリットが出ず適していない。 

 以上のようにビデオカメラにおいては撮像板駆動方式のメリットは出ない。このた

め基本的な研究を行ったが実用化研究は行わなかった。なお筆者が１９８３年に提案

考案した「撮像板駆動方式」はその後２００３年にコニカミノルタ社により実用化さ

れたが、筆者の提案方式が基本技術となり基本特許〔１７〕となっている。 

 

 ３．９ 手振れ補正方式の比較 

 

 表４に手振れ補正方式の長所、短所をまとめる〔２８〕。光学補正方式は画像劣化が

少ないため高機能機に適している。補正範囲の小さな方式の中では内部レンズ駆動方

式と可変プリズム駆動方式が小型軽量化の可能性がある〔７０〕。補正範囲の大きな方

式の中ではミラー駆動方式と鏡筒駆動方式が適している。電子補正方式は小型軽量化

に最も適しているが、条件によっては画像が劣化するため普及機に適している〔６２〕。 

 図４７に示すように各方式により補正範囲の大きさが違う。静止撮影時に発生する

手振れは最大で±０．３度の範囲に収まるため、全ての補正方式を用いることができ

る。これにたいし歩行撮影時に発生する手振れは最大±６度まで分布する。このため

歩行撮影時の手振れまで補正しようとするとミラー駆動方式と鏡筒駆動方式が適して

いる。静止撮影のみならず歩行撮影の手振れを補正することが本研究の目標仕様であ

るため、この２方式を優先して検討を行うことにする。 
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表４ 光軸補正方式の比較 
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 ３．１０ むすび 

 

 まず、電子補正方式として、ＣＣＤの撮像素子で撮像した画像情報の一部の領域を

手振れに応じて切り出し補正画像を得るＣＣＤ切り出し方式を考案し提案する。転送

クロックを制御して切り出す時には転送限界周波数の範囲内に収まる。しかし水平転

送クロックを制御して切り出す時には転送限界周波数を超える。このことからＣＣＤ

内の垂直転送回路を用いて垂直方向の手振れの補正を行い、水平方向の補正をＣＣＤ

の外部に設けた時間軸補正回路により行う２段階ＣＣＤ切り出し方式を考案し提案し

た。この方式は実現可能性が高かったが当時は半導体素子の画素数が少なかったこと

から実用化の優先度は低いと考えた。 

 次に光学補正方式としては、図４７に示すように５つの方式の可能性を検討した。

検討する前提として歩行撮影時に発生する手振れを補正するという目標を設けたため

±６度以上の補正範囲を目標仕様とした。ミラー補正方式は補正範囲が大きいため本

研究の要求を満たす。また既存の光学レンズが使えるという利点がある。可変プリズ

ム駆動方式は小型化には適しているが補正範囲を大きくとると色収差が発生するとい

う問題がある。内部レンズ駆動方式は最も小型化に適しているが、大きな補正範囲を

とろうとすると大きくレンズを偏心させるため収差が発生する。このため筆者の目標

とする±６度の補正範囲を実現することは困難である。 

 鏡筒駆動方式はレンズユニットと撮像板の全体を駆動するため、駆動力の大きいモ

図４７ 手振れ補正方式の補正範囲の比較 

0.3 0.5 1 2 3 5 10 20

静止撮影時の
手振れの分布

歩行撮影時の
手振れの分布

静止撮影用の
要求レベル

歩行撮影用の
要求レベル

ＣＣＤ切り出し方式電子方式

撮像板駆動方式

内部レンズ駆動方式

鏡筒駆動方式

可変プリズム駆動方式

ミラー補正方式

光

学

補

正

ＣＣＤ切り出し方式電子方式

撮像板駆動方式

内部レンズ駆動方式

鏡筒駆動方式

可変プリズム駆動方式

ミラー補正方式

光

学

補

正



 
 

45

ータが必要でありジンバルも大きいため、ミラー方式に比べると小型化できるものの

サイズが少し大きくなるという欠点がある。しかし補正範囲を大きくとれるため筆者

の目標値を満足した。 

 ＣＣＤやＭＯＳ等の撮像板を機械的に駆動する撮像板駆動方式を考案し提案した。

サイズが小さくなるが補正範囲の小さな補正方式の他方式である内部レンズ駆動方式

に比べて可動部が重くなるため駆動モーターが大きくなるという欠点がある。また補

正範囲をあまり大きくできない。しかしレンズ交換式カメラシステムのカメラボディ

側に搭載した場合、カメラシステム全体で手振れ補正機構が一つでよいというメリッ

トが出る。このため１眼レフのカメラに搭載される可能性がある。 

 以上の可能性の検討から筆者の手振れの補正範囲を満たす補正方式はミラー補正方

式と鏡筒駆動方式であることが明らかになった。 
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第４章 手振れ補正技術の実証実験と検討 

 

 ４．１ まえがき 

 

 まず、試作した振動ジャイロで検出した手振れ検出信号を用いて手振れ補正手段を

制御することにより、実際に手振れが抑制できるかを実証実験機を試作することによ

り確認する。 

 当時は、手振れ補正技術が実現していなかったため、手振れのような１／１００度

程度の微細な揺動を振動ジャイロで検出できるかという基礎的な知見も確立されてい

なかった。このため振動ジャイロ検出方式の実現が疑問視されていた。この疑問を払

拭するためにはその動作と効果を実証する必要があった。 

 本章では実証実験時の手振れ検出方式の検討を行い、１軸ミラー駆動方式と２軸ミ

ラー駆動方式の手振れ補正装置を試作し、実証実験を行う。 

 

 ４．２ 機能実証のための手振れ検出方式の検討 

 

 様々な形状の振動ジャイロを試作した結果、最終的に図４８に示す並列型振動ジャ

イロを手振れ検出方式として用いることにした。この方式は１９４８年に米国スペリ

ー社の Barnaby により発明〔１２２〕され一時ミサイル用に研究された。図４９の１

本の振動子を用いて振動ジャイロの動作と検出原理を説明する。検知素子をその長手

方向に速度υで振り子運動させる。速度υで左方向に運動している重さｍの検知素子

が角速度Ωで回転すると、速度υの右方向の垂直方向にコリオリ力ｆｃが発生し、検

知素子はｆｃの方向にたわむ。 

 

ｆｃ＝２ｍ×υ×Ω ------------- （５） 

 

 振動子はバイモルフ等の圧電素子から構成されているため、このたわみは電気信号

に変換される。この電気信号を適切に処理することにより、角速度Ωを求めることが

できる。 

 振動子が右方向に振動する時と左方向に振動する時ではコリオリ力が逆方向に加わ

るため角速度を速度で変調した交流信号が発生する。この交流信号を同期検波によっ

て復調することにより角速度に比例した検出信号が得られる。 

検知素子は上記コリオリの力のみならず自らに作用する全ての力を電気信号にする

ためこれが誤差信号となる。このためこの誤差信号を抑圧することが重要である。図

４８に示すように並列型は互いに対称に逆方向に振動する。このため図５０の①に示

すように外部から振動方向に垂直に外乱加速度が加わった時、この外乱加速度に基づ
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き振動子Ａにおいて正相の検出信号が発生する。この時、振動子Ｂは逆相に接続され

ているため負相の検出信号が発生する。このため振動子Ａと振動子Ｂに発生する信号

を加算すると信号は互いにキャンセルされる。このため加速度成分に基づく出力信号

は抑圧されて発生しない。 

 一方振動子Ａと振動子Ｂは対称形に振動しているため、図４８に示すようにコリオ

リ力は各々振動方向に垂直にかつ逆方向に加わる。振動子Ａと振動子Ｂは逆相に接続

されているため、コリオリ力により振動子Ａと振動子Ｂに発生した信号は加算されて

２倍の信号が出力される。つまり加速度による検出電圧は出力されないのに対し角速

度による検出電圧は倍増する。このためＳＮ比が改善される。この方式は米国の

Barnaby 氏によって１９４８年に提案された方式である。２次大戦後の１９５０年前

後に振動ジャイロは研究が行われたが、ミサイルの慣性航法用を目的とされていたた

図４８ 並列振動子型振動ジャイロ（試作品）〔２２〕 
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図４９ 振動ジャイロの動作原理 
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め高い精度が要求された。当時の技術では、この要求を満たすことができないため研

究は中止され、量産はされていなかった。しかし慣性航法用途に比べると手振れ補正

用途の方が要求精度が低いため、振動ジャイロが手振れ補正の要求精度を満たす可能

性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４．３ 機能実証のための手振れ補正方式の検討と実証実験 

 

 前の章で様々な手振れ補正方式を検討したが、本研究の目標仕様は歩行撮影に発生

する手振れを低減させることにある。このためには±６度の補正範囲が必要である。 

 前章の図４７に示すように目標仕様を実現する方式は、ミラー補正方式と鏡筒駆動

方式の２つである。鏡筒補正方式の場合、レンズユニットを回動可能とする２軸自由

度を持つジンバルの開発と２軸回動用のモーターの開発、そしてカメラボディの変更

が必要なため、実証モデルの試作に時間を要する。 

 一方、ミラー補正方式の場合は外付け方式のため、既存のカメラを全く変更しない

で用いることができるため、実証モデルの試作が短期間でできる。このため実証実験

用としてはミラー駆動方式を採用する。 

図５０ 並列型振動ジャイロの各振動子に加わる力と出力電圧 
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 ４．４ １軸ミラー駆動方式の試作および実証実験（試作１号機） 

 

 全体システムは、振動ジャイロから得られた手振れの角速度ｄθ／ｄｔを積分回路

で積分し手振れ角θを得る。この手振れ角θの１／２の逆方向、つまり－θ／２をミ

ラーモーターの制御回路に与えることにより、ミラーは手振れ角θの逆方向にθ／２

だけ回転する。すると光軸は手振れ角θの反対方向にθだけ補正されるため手振れは

補正される。 

 

 図５２の写真は実際に試作したジャイロセンサーと、演算回路、制御回路、ミラー

モーターの外観を示す。 

 この試作機に手振れの揺動を与えると、手振れ補正機構により撮影画像に現れる揺

動が１／１０以下に抑圧されることがわかった。低域から高域の揺動に対しても手振

れを補正することができた。この試作機により振動ジャイロにより検出した手振れ検

出信号を用いることにより手振れを補正できることを確認した。 

 

図５１ ミラー駆動方式手振れ補正システムのブロック図 
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角度データ
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ミラ－
θ
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dθ
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dθdθ θ

2－
θ
2－

ミラ－モーター

図５２ 手振れ補正の試作機（１号機） 
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 ４．５ ２軸ミラー駆動方式の試作および実証実験（試作２号機） 

 

 実証実験機の１号機は１軸制御のためタテ方向の手振れしか補正できない。手振れ

補正の実証確認には充分であったがヨコ方向の手振れが残っているため手振れ補正の

効果を実際の画像で確認することはできない。そこで２軸ミラー駆動方式の手振れ補

正機構を試作する。 

 

図５３ ２軸ミラー駆動方式の構成（斜視図） 
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図５４ ２軸ミラー駆動方式搭載ビデオカメラと撮影実験 
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 ２軸補正方式は図５３に示すようにタテ方向（ピッチ）のミラー駆動部とヨコ方向

（ヨー）のミラー駆動部の２軸のミラー駆動部から構成される。２軸の補正ができる

ためロール方向以外の発生する手振れをほぼ完全に補正することができる。図５４に

示すようにこの試作２号機を用いて撮影実験を行った。広角レンズでの撮影が可能な

ようにすると大きなミラーが２枚必要となるため撮影装置全体が大きく重くなる。重

くなるとその分、手振れの発生角が小さくなるため、現実的な重量の撮影装置におけ

る手振れ補正効果を観察することが難しい。また、民生用に許される大きさを超えて

しまい民生用機器には適用できないことが明らかになった。 

 

 ４．６ むすび 

 

 様々な形状の振動モードが異なる振動ジャイロを試作し、最終的に２本の片梁型の

振動子を並列に並べた並列振動子型振動ジャイロを手振れ検出手段として用いた。振

動ジャイロは零点安定性が良くないが、手振れ補正に用いる場合は低域成分が実質的

に除去されるため影響が少ない。また手振れは高い周波数まで分布するが、振動ジャ

イロは良好な高域検出特性を持つため手振れの検出に適している。 

静止撮影時のみならず歩行撮影時の手振れを補正するには±６度以上の補正範囲が

要求される。この要求を満たす方式はミラー駆動方式と鏡筒駆動方式しかない。短期

間で製作できることから、ミラー駆動方式を優先して試作することにし、まず１軸ミ

ラー駆動方式の試作を行なった。この方式では手振れ角θを振動ジャイロで検出し、

－θ／２だけミラーを回転駆動することにより手振れを補正する。実験を行い撮影時

に発生する周波帯域の手振れを１／１０以下に抑制することができることを確認した。

この 1 軸ミラー駆動方式により振動ジャイロで手振れを検出し補正できることを実証

した。引き続き２軸ミラー補正方式を試作しタテ方向とヨコ方向の手振れを補正する

ことにより手振れをほぼ完全に補正することができた。そして目視により良好な補正

特性であることを確認した。 

 しかし、通常の広角を含むズームレンズを装着して補正範囲を確保しようとすると

ミラー駆動方式は全体のサイズが大きくなる。民生用小型ビデオカメラに搭載する用

途には適していないことが明らかになった。 



 
 

52

第５章 手振れ補正技術の実用化の検討 

 

 ５．１ まえがき 

 

 前章ではミラー駆動方式を試作することにより、手振れ補正の実現可能性を実証し

た。ミラー駆動方式は補正範囲が広く静止撮影時のみならず歩行撮影時に発生する手

振れを補正できる。しかしサイズが大きくなるため民生用機器に搭載するには適して

いないことが明らかになった。 

 図４７に示したように光学補正方式の中で可変プリズム方式や内部レンズ駆動方式

は補正範囲が狭いため筆者の目標仕様である歩行撮影時に発生する手振れを補正する

ことはできない。鏡筒駆動方式は補正範囲が広く小型軽量化の可能性がある。そこで

鏡筒駆動方式の手振れ補正システムを試作し実用化の可能性を検討する。民生用の手

振れ補正システムを目的とするため操作性の確保と人間の感性を考慮した効果的な手

振れ抑制特性を実現するための検討を行う。手振れ補正機能を量産機に搭載する場合、

部品の電気特性又は機械特性の変化による抑制率の低下を考慮する必要がある。この

特性の変化を吸収するためオブザーバー制御の導入を検討する。また、課題が残って

いる角速度センサーの特性を改善させ量産を実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５．２ 手振れ補正方式の実用化方式の検討 

 

 光軸補正方式においては内部レンズ駆動方式の方がミラー駆動方式よりも小型化の

可能性がある。レンズ駆動方式の中では内部レンズ駆動方式の方が鏡胴駆動方式よりも

小型化できる。しかし内部レンズ駆動方式は補正範囲が１度以下で小さいため本研究の補

正目標値である±６度を実現することができない。非球面レンズが一般化していなかった

８０年代前半においては、手振れ補正専用レンズのレンズ設計技術が確立していなかった

ために内部レンズ駆動方式のレンズ設計が困難である。そこで鏡胴駆動方式の検討を優先

する。鏡胴駆動方式は図５６に示すようにレンズユニット全体を水平方向と垂直方向の２

つのモーターで駆動することにより手振れを補正する。 

 

光学補正方式 光軸補正方式 ミラー方式 

レンズ駆動方式 鏡胴駆動方式・・・・試作３号機 

内部レンズ駆動方式 

(レンズユニット全体) 

１軸 ・・・・・・・・・試作１号機 
２軸 ・・・・・・・・・試作２号機 

図５５ 光軸補正方式の分類 
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図５８ 鏡胴駆動方式の構成 

図５７ 試作３号機の外観図 

図５６ 鏡胴補正方式の斜視イラスト 
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 図５８は試作３号機の鏡胴駆動方式手振れ補正機構を持つビデオカメラの構造を示

す。ジンバル機構に支えられたレンズユニットは、２つのモーターにより水平（ヨー）

方向及び垂直（ピッチ）方向に駆動される。レンズユニットの近くに取り付けられた

２つの角速度センサーは、レンズユニットの角速度を検知する。２つのモーターの内

部にある２つのホール素子は、レンズユニットのカメラ本体に対する相対的な位置を

検知する。モーターは角速度センサーの検知信号に応じて制御回路によって制御され

手振れを補正する。 

 撮影実験を行い試作３号機が、手振れ補正の性能としては充分な補正特性を持つこ

とを確認した。 

 

 ５．３ 手振れ補正の制御アルゴリズム 

 

 手振れ補正機能搭載カメラにおいては、カメラボディの方向に対するレンズの方向、

つまり撮影方向は異なる。操作時においてはカメラボディの向きに対して撮影方向の

向きを追従させる必要があり、この特性を追従性と呼ぶ。民生用カメラの場合、手で

カメラボディの方向を変更することにより撮影方向を変更するため、追従性が高い程、

操作性がよくなる。図５９は手振れ補正制御システムのブロック図である。この制御

システムには、角速度フィードバック・ループＡと位置制御フィードバック・ループ

Ｂの、２つの制御ループがある。絶対空間におけるレンズユニットの安定性を制御す

るループＡではゲインＫωの増加に伴い手振れ抑制率が増加し、その一方で追従性つま

り操作性は低下する。他方カメラ本体の中心に対するレンズユニットの相対的位置を

制御するループＢでは、ゲインＫθの増加に伴い追従性つまり操作性が上昇するが手振

れ抑制率は低下する。従来の制御理論に基づく手振れ補正システムはカメラの動きに

合わせて、これら２つの制御ループの正反対の特性を用いる。そして、２つの制御ル

ープのゲインＫωとＫθを変化させることにより一定の操作性を確保しながら手振れを

補正する。 
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図５９ 手振れ補正制御系の基本ブロック図 

Kθ

Kω

g
J
θO

θm

ωm

S

(gωcm/rad) 
(gωcm/rad/sec)
(cm/sec2)
(g・cm2)
(rad)
(rad)
(rad/sec)

相対角度制御利得
相対角速度制御利得
重力加速度
鏡筒の慣性モーメント
ボディの角度

鏡筒の角度

鏡筒の角速度

ラプラス定数

Kθ

Kω

g
J
θO

θm

ωm

S

(gωcm/rad) 
(gωcm/rad/sec)
(cm/sec2)
(g・cm2)
(rad)
(rad)
(rad/sec)

相対角度制御利得
相対角速度制御利得
重力加速度
鏡筒の慣性モーメント
ボディの角度

鏡筒の角度

鏡筒の角速度

ラプラス定数

θm

Ａ：手振れの補正

θO

B

JS
?
JS
?
JS
?

KθKθ S
1
S
1
S
1

KωKω

A

＋

＋

－

－

B：撮影方向とボディの相対角度の補正

ωm ：センサの検出信号

角度制御ループ

本
体
の
角
度
（空
間
座
標
系
）

レ
ン
ズ
の
角
度
（空
間
座
標
系
）

位置制御ループ



 
 

56

 ５．４ 手振れ補正システムの課題 

 

 実際に試作機を用いて撮影してみると様々な課題が明らかになった。その課題は次

の２点に絞られる。 

 

課題１．手振れ補正特性と操作性の両立 

課題２．手振れに伴う揺動画像に対する人間の感受性に基づく最適な手振れ補正特性 

 

以上の２つの課題に対する対策を以下で検討する。 

 

 ５．５ 手振れ補正特性と操作性の両立 

 

 民生用ビデオカメラは三脚を使って撮影される場合はあまりなく、殆どの場合が手

持ちで撮影される。手持ち撮影においては撮影者が自分の意図に基づきカメラの向き

を手で変えることにより撮影方向を変更する。この時、手でカメラを支えるため手振

れが発生し撮影者の意図とは無関係にカメラの撮影方向が変わる。手振れ補正機能を

搭載したカメラにおいては、撮影者の意図に基づく撮影方向の変更を手振れと見なし

補正しようとする制御力が発生する。この制御力は撮影者の意図とは逆方向に働く。

撮影者による撮影方向の変更動作を妨げるため操作性を著しく損ねる。同時に撮影者

の意図に反する力が働くため撮影者の手に不快な違和感を与える。従来技術の放送用

の安定雲台においても同様の現象が発生する。しかし放送用の場合は撮影者がプロの

カメラマンであるため技量によって克服されており特別の対策はとられていなかった。

このため従来には手振れ補正の操作性を改善する技術はなかった。 

放送用ビデオカメラと異なる点は民生用ビデオカメラにおいては操作性や操作感が

最も重要な要素の一つであることである。この操作性と操作感を改善するため手振れ

補正を最適化する方式を開発した。まず撮影者の意図に基づく撮影方向を変える動き

と手振れによる動きを識別する。そしてこの識別結果に基づいて手振れ補正の手振れ

補正制御の利得Ｋωと、カメラの撮影方向をカメラボディの中心部に制御する位置制

御の利得Ｋθを変える。こうして手振れ補正と操作性の両立を実現する。 

 

 ５．５．１ 意図的なカメラの動きと手振れとの識別方法 

 

 意図的なカメラの動きは絶対空間の固定点に対するカメラ本体の角速度ωo を分析

することにより識別できる。このω０はレンズユニット（鏡筒）の角速度ωｍとレンズ

の相対的な位置θから算出される。 
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ω０=ωｍ＋
dｔ

d?
  （４） 

 

 

 このカメラ本体の角速度ωo には撮影者の意図的な動きと手振れの両方が含まれて

いる。分析の結果、意図的な動きの時定数が長いのに対し、手振れによる揺動の時定

数は短いことがわかった。この点に着目し周波数分離手法により上記の２つの成分の

識別を行った。まず搭載したマイクロコンピュータによりカメラ本体の角速度ω０の時

間領域の統計的分析を行う。次にこの分析結果に基づき撮影者の意図に基づく動きと

手振れとを識別するカメラ運動識別アルゴリズムを開発した。 

 

 

 ５．５．２ カメラ運動識別アルゴリズムの動作原理 

 

 式（４）によって得られるカメラ本体の角速度ω０の時定数と大きさを統計的分析を

行うことにより意図的なカメラの動きを識別するカメラ運動識別アルゴリズムを図６

０に示す。このアルゴリズムにおいては、カメラの動きを静止モード、パンチルト撮

影モード、歩行車上撮影モードの３種類に分類する。 

 手振れ補正制御ループのゲインＫωと位置制御ループのゲインＫθは識別されたカメ

ラの運動モードに従って図６０のように変更される。ω０に統計処理を行いω０が非常

に小さい場合は静止撮影モードと判断し、手振れ補正制御ゲインＫωと位置制御ゲイン

Ｋθを標準的な値にする。水平方向のω０が一定の方向に変化する場合は、パンニング

図６０ カメラ運動識別アルゴリズム
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１）すなわちビデオカメラを一定の方向に回転させながら撮影しようとしているパンチ

ルト撮影モードであると判別できる。水平方向の手振れ補正ゲインＫωを小さくしパン

ニングを容易にする。同時に水平方向の位置制御ゲインＫθを大きくすることにより撮

影方向がカメラボディの方向に追従する。これにより撮影者が変えたい方向にパンニ

ングされる。チルティングモードの場合は垂直方向のＫωを小さくし垂直方向のＫθを

大きくする。 

 ω０が大きい時は歩行撮影もしくは車上撮影していると判別される。この場合は手振

れ補正ゲインＫωを大きくし大きな手振れを補正する。同時に位置制御ゲインＫθを小

さくすることによりカメラボディの揺動がレンズユニットへ伝わらなくなる。手振れ

がレンズの撮影方向に影響を与えにくくなるため補正機能が高まる。歩行車上撮影モ

ードの場合に最大の手振れ補正効果が得られる。 

 

 ５．５．３ 撮影モード間のスムーズな移行制御の検討 

 

 撮影モードの切り替えを行う場合、１つの制御モードから別の制御モードに移行す

る。この時レンズユニットが突然不連続に動く現象が発生する。このような動きを避

けるためにモード間のスムーズな移行を行う制御方法を検討する。 

 パンチルトモードから別のモードへ移行する時に不連続な動きをする傾向がある。

不連続な動きが大きな映像の揺動として出力されビデオテープに記録されてしまうた

め、映像品質を大きく劣化させる。この不連続な動きを軽減させるため特別な制御を

行う。 

 静止撮影モードからパンチルト撮影モードへの移行時には、レンズユニットの角速

度は最初は徐々に増加するように制御される。そして図６１（ｂ）に示す時定数ＴＰ

の経過後にレンズユニットの中心軸がカメラ本体の中心軸と一直線になった時に、レ

ンズユニットの角速度がカメラ本体の角速度と一致するように制御される。こうして

撮影モード間のスムーズな移行が実現する。図６１(a）はパンチルト制御モードのブ

ロック図を示す。図５９の基本ブロック図と比べると安定状態の偏差をゼロとするた

めの積分要素Ｔ１とスムーズな撮影モード移行を実現するための角速度指令ωｃが追加

されている。 

 

 

 

 

                                                 
１） パンニング（Pan）チルティング（Tilt）：カメラの撮影方向を水平方向（パン）もし
くは垂直方向（チルト）方向に一定の角速度で変更しながら撮影するカメラの撮影技法。
風景撮影の時等に用いられる。 
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 図６１（ｂ） パンニング検出時の時定数 
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図６１（ａ） パンチルト制御モード時のブロック図
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 角速度指令ωｃは図６１（ｂ）から次の式で算出される。 

 

ωｃ=
ｐＴ

θC    （４） 

 

  Cθ ：パンニング検出時のカメラ本体レンズユニットとの相対角度 

  PT ：時定数 

 

 図６２（ａ）は絶対座標系におけるカメラ筐体とレンズユニット間の角度θの特性を示

している。θ０はカメラ筐体が向く角度を表し、θｍは制御後のレンズの向き、つまり撮影

方向の角度を表す。図６２（ａ）に示すようにパンニング開始つまりカメラ筐体の回転開

始に少し遅れてレンズユニットのパンニングつまり撮影方向の回転が開始される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図６２ パンチルト撮影モード時のカメラ本体とレンズユニットとの角度、角速
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 図６２（ｂ）はパンチルト撮影モード時のカメラ本体とレンズユニットの角速度特

性を示す。パンニング撮影時の撮影方向を変更する角速度が６度／秒の場合を示す。

図６２（ｂ）に示すように制御された角速度は、少し遅れながらパンニングされる。

このため静止撮影モードからパンニング撮影モードへスムーズに移行する。 

 

 ５．６ 手振れの主観評価 

 

 複数の被験者に試作機を用いて撮影実験を行ったところ手振れの抑制効果に関する

評価が被験者により異なることが明らかになった。本研究の目的は量産化である。量

産機の場合、不特定多数の消費者に抑制効果を満足してもらう必要がある。このため

には手振れに対する人間の感度を定量化することが求められる。このため手振れの主

観評価を行う。図６３に示すように任意の周波数と振巾の揺動を発生できる手振れ発

生装置を試作した。 

 この手振れ発生装置の上にビデオカメラを置き手振れ発生装置の周波数と振巾を変

えて揺動を発生させる。特定の被写体を撮影することにより任意の揺動周波数と任意

の揺れ振巾の揺動画像を発生させた。 

 図６４に示すように無作為に選んだ数十名の被験者に、この揺動画像を見せ、チェ

ックシート〔５９〕に各被験者が揺動画像を見て感じた評価結果を記入させる。まず

被験者が揺動に気づいたかどうかによって感知できる限界の揺動値を測定した。次に

揺動の振巾をさらに大きくしてゆき、被験者が許容できる限界の揺動値を測定した。

こうして手振れを検知する限界値、手振れを許容できる限界値のデータを集め手振れ

の周波数と振巾毎に統計処理を行った。これにより図６５に示すように手振れに対す

る人間の検知限界と許容限界の定量化を行った。 

 このデータと手振れの発生状況から人間の揺動に対する不快感をなくすには１Ｈｚ

で１５ｄＢの手振れ抑圧特性が必要であることが明らかになった。この定量化データ 

を用いて図７０に示すような万人向けの手振れ補正特性を目標とし、試作機で同様の

補正特性を得た。図６６、図６７、図６８、図６９は１９８４年から１９８５年にか

けて実証実験に用いた３号機から７号機までの試作実験機の外観を示す。 
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図６３ 手振れ発生装置 

図６４ 主観評価の実験方
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図６６ 試作４号機（１９８４年） 

図６８ 試作６号機 
（１９８４年８月：撮影モード識別アルゴリズム） 

 

図６９ 試作７号機 
（１９８５年１２月：量産用プロトモデル：量産中止）

図６７ 試作５号機 
（１９８４年３月：小型化モデル）） 

図６５ 人間の手振れの検知限界と許容限界 
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 ５．７ 従来の制御理論を用いた場合の手振れ補正効果 

 

算出した手振れ補正システムの制御周波数特性を図７０に示す。手振れ制御率とは、

手振れ量をどれだけ抑圧したかを示す。実際の手振れ補正制御システムの手振れ制御

率は図７０の計算値よりも低い。この違いはベアリング損失やワイヤー素材のバネ定

数などの外乱負荷の影響によるものである。 

手振れ補正の目標値を達成するために角速度帰還ループのゲインＫωをこの状態で

増加させると、メカニズムが共振し制御が不安定になる。この共振を避けるためにコ

ンピュータシミュレーションを行いメカニズムの剛性を高くした。しかし目標として

いる抑制率は得られなかった。初期のベアリング損失やワイヤーのバネ定数値の変動

のために量産時には複雑な調整が必要となることが予想された。そのため従来の制御

方式を用いた図５９に示す制御システムでは手振れ補正の目標値を実現することが難

しいことが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５．８ オブザーバ制御理論を用いた場合の補正効果 

 

外乱負荷の影響を最小限にする方法のひとつがオブザーバ制御理論である。様々な

応用についてオブザーバの研究が行われている。しかし制御対象の周波数範囲が一般

に広く、外乱負荷の推定には一般に大量の計算を要する。そのため高速のプロセッサ

ーが必要となる。結果としてオブザーバ理論の応用は主に産業用機器に限られていた。 

図７０ 手振れ補正特性（計算値）
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しかし手振れ補正制御の場合は制御対象の周波数範囲が３０Ｈｚ程度と極めて狭く

推定対象の外乱負荷が少ないことから低速のマイクロプロセッサの能力の範囲内でオ

ブザーバ制御を実現できる点に着目し導入を検討した。 

図７１は、外乱推定オブザーバを用いた手振れ補正制御システムの概略図である。 

この図にあるように、 ?ω̂ は制御されるレンズユニット慣性体システムの理想的な数

値モデルの角速度出力である。一方 ?ω は実際に制御されるシステムの出力角速度で

ある。オブザーバは、 ?ω̂ と ?ω の差を検知し検知された出力の差は外乱によるものだ

との仮定に基づいて外乱負荷の推定を行う。制御対象システムの動きの式は次の通り

である： 

 

g
J
・

dt
d mω

＝u + TL--------------- （１） 

 

 

オブザーバーは次のように表すことができる： 

 

 

g
J
・

dt
d mω̂

＝u + T̂ L +g1（ ωm-ω̂m） （２） 
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図７１ オブザーバ制御の原理 
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dt
Td L
ˆ

＝g2 x（ ωm-ω̂m）----------- （３） 

 

 

図７２（a）は、外乱推定オブザーバの構造を示すブロック図である。このブロック図

は、実際の負荷トルクＴＬから推定負荷トルクT̂ Lへの転換を示す図７２（b）のように

書き直すことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７２ 外乱の推定を行うオブザーバー 

(a) 外乱の推定を行うオブザーバーのブロック図

(b) 外乱の推定を行うオブザーバーの伝達関数
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オブザーバが二次遅延システムであることは明らかである。観察者のゲイン g1 及

び g2 は、制御システム全体の安定性を考慮して、問題となる範囲の直流分から約５

Ｈｚまでの周波数成分が打ち消されるように決定される。 

 図７３は、外乱のダイナミックスについてスプリングのモデルを用いたオブザーバ

制御の、コンピュータシミュレーション結果を示している。図７３（a）は、手振れの

入力波形を示し、図７３（ｂ）は、レンズユニットに何も外乱負荷が無い場合の、手

振れ抑制後の出力波形を示している。1 Hz で 15 dB の抑制率が得られている。図７

３（c）は、スプリングのダイナミックスによる外乱負荷が存在する場合の、同じ出力

波形を示している。最悪の場合では抑制効果はこの図にあるように 3 dB にまで小さ

くなっている。図７３（d）は、外乱負荷が観察者制御によって補正された場合の、同

じ出力波形である。図７３（c）と同じ外乱負荷を用いても、15 dB の抑制率が達成さ

れている。ベアリング損失についても、同様の抑制率が達成可能である。 
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 ５．９ 角速度センサーの性能の向上 

 

 従来構造の並列振動子型振動ジャイロには零点ドリフトの発生や外部への振動放出

等の問題があり、手振れ検出に用いるには大幅な改善をする必要がある。このため原

因を究明し性能の改善をはかる。 

 

 ５．９．１ 従来構造の振動ジャイロの課題 

 

 図７５（ａ）に示す従来技術〔１２２〕を踏襲した並列振動子型振動ジャイロは安

定性は悪いが高域特性が良い。図７４の周波数特性に示すように、４０Ｈｚまで検出

感度は一定であり、５０Ｈｚになると基準信号レベルより－３ｄＢ落ち、１００Ｈｚ

では－２０ｄＢに落ちる。手振れの補正に必要な検出信号は３０Ｈｚまでであるため

手振れの検出用センサとしての要求特性を充分満たしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７４ 振動ジャイロの周波数特性 
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 しかし従来構造の振動ジャイロは角速度が作用していない状態でもオフセット信号

を発生し、これが周囲温度や経過時間とともに変化するという課題がある。この現象

はゼロ点ドリフトと呼ばれ、手振れ補正システムにこの振動ジャイロを導入した場合、

手振れがない静止状態で撮影した場合でも誤差信号が発生し、制御に支障をきたすと

いう問題が発生した。このため、民生用手振れ補正システムに導入するにはまずゼロ

点ドリフトを大きく低減させる必要がある。 

 

 ５．９．２ ゼロ点ドリフトの低減 

 

 まず振動ジャイロの動作メカニズムを説明し、ついでオフセット信号およびそのゼ

ロドリフトの発生原因について考察する。 

 図７６は従来型振動ジャイロの駆動検出回路〔８３〕のブロック図を示す。発振器

からの信号は駆動回路により増巾され駆動素子に与えられる。駆動素子は駆動電圧に

応じて曲がり互いに反対方向に振り子運動を行う。検出素子は振り子運動の垂直方向

にしか検出感度をもたない。このため振動ジャイロが回転していない場合は図７７の

（ａ）の（２）に示すように検出信号は出力されない。次に振動ジャイロが絶対空間

に対して角速度Ωで回転するとｆｃ＝２ｍ×υ×Ωなるコリオリ力〔８１〕が検出素

図７５ 従来構造と新構造の振動ジャイロ 
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子に加わるため検出素子は図７６のｆｃの示す方向に曲がる。検出素子は圧電素子から

構成されているため図７７（ｂ）の（２）に示すようにそのたわみに応じて正弦波状

の交流の電荷が発生する。この発生電荷をチャージアンプによって検出、増幅した後

同期検波回路により図７７（ｂ）の（３）に示すように検波し、更に低域通過フィル

タにより平滑化して図７７（ｂ）（４）に示すような直流の角速度検出信号として出力

する。 

 同期検波には交番的に作用するコリオリの力に同期した正確な位相信号が必要にな

る。この位相がずれると正確な角速度検出が出来ないだけでなくオフセット信号の発

生とそのドリフトの原因になる。以下、そのメカニズムを説明する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７６ 従来の振動ジャイロの駆動検出回路 

同期検波回路 ＬＰＦ
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 ここで、ジャイロ素子全体が回転する角速度をΩとし、振動子の振動速度をωとす

る。検知素子を振動させることによりｖ＝ｖ0・ｓｉｎ（ωｔ）という速度を与え、角

速度Ωが作用したときにＦｃ＝２ｍ・Ω・ｖ0・ｓｉｎ（ωｔ）というコリオリの力を

作用させ、これを検出する。従って得られる信号は角速度Ωを駆動速度ｖで変調した

変調信号であり、これを検波するには駆動速度と同期した位相信号が必要になる。 

 一方検知素子に上記のような振動を与えると検知素子には駆動慣性力Ｆi が作用す

る。それは駆動加速度に質量ｍを掛け合わせたものであり、 

   Ｆi＝ｍ・ｄｖ／ｄｔ＝ｍ・ｖ0・ω・ｃｏｓ（ωｔ） ・・・・ （１） 

 これと４．２節の式（５）の変形 

   Ｆｃ＝２ｍ・ｖ・Ω＝２ｍ・ｖ0・Ω・ｓｉｎ（ωｔ） ・・・  （２） 

を比べると分かるように、この駆動慣性力に匹敵するコリオリの力を作用させるため

に必要な角速度Ω＝ω／２となる。 

 例えば駆動周波数ωを１ＫＨｚ＝３６００００°／ｓｅｃとすればΩの値は１８０

０００°／ｓｅｃの角速度に匹敵する。この値は角速度センサーとして必要とされる

最小分解能０．１°／ｓｅｃの実に１８０万倍である。即ち、この駆動慣性力による

ノイズを１８０万分の１に抑制する必要がある。 

 抑制するために駆動慣性力とコリオリの力の空間的直交性と時間的直交性を利用し

図７７ 振動ジャイロの角速度検出信号の検出原理 

（ａ）角速度ω＝０ （ｂ）角速度ω＝ω０

（１）速度ν
（駆動電圧）

（２）コリオリカ
検出信号

ｆ＝ｍν ω

（３）同期検波後の
検出信号

（４）出力信号

速度ν

駆動電圧
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て慣性力成分を排除する。 

 ■空間直交性：空間的直交性とはコリオリの力が作用する方向が駆動速度と直角で

あり、駆動加速度が作用する方向が駆動速度に平行であることを指す。つまり、駆動

速度と直角の方向にのみ反応する検知素子を用いれば駆動慣性力成分を排除できる。

図７６に示した検知素子は幅方向には極めて撓みにくく、厚み方向にのみ撓むので完

全に幅方向に駆動すれば駆動慣性力によって撓むことが無い。それは駆動素子と検知

素子を完全に直交して接合することによって実現できる。 

 しかしながら「完全な」直交を実現するのは不可能であり必ず角度誤差θが発生す

る。すると誤差θに応じてｓｉｎ（θ）に比例する検知素子の厚み方向成分が発生し

てこれが電気信号化される。その振幅はω・ｓｉｎ（θ）／２の角速度によって発生

する信号振幅に匹敵する。 

 ■時間直交性：この大きな振幅の誤差信号を時間的直交性を利用して排除するのが

同期検波である。式（１）と式（２）を比べるとコリオリの力Ｆｃが速度ｖ＝ｖ0・ｓｉ

ｎ   （ωｔ）に同期してｓｉｎ（ωｔ）に比例して発生するのに対して駆動慣性

力Ｆｉは  ｃｏｓ（ωｔ）に比例して発生する。すなわち互いに９０°の位相差を

有している。これが時間的直行性である。従って駆動速度と同期した同期検波を施す

ことによって駆動慣性力成分を排除できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

σ

σ

（３）位相基準信号

（１）コリオリの力
∝ 駆動速度ｖ

（２）駆動慣性力
∝ ｄｖ／ｄｔ

（４）同期検波出力

（５）誤差信号

（ａ）位相誤差がない場合 （ｂ）位相誤差がある場合

σ

σ

（３）位相基準信号

（１）コリオリの力
∝ 駆動速度ｖ

（２）駆動慣性力
∝ ｄｖ／ｄｔ

（４）同期検波出力

（５）誤差信号

（ａ）位相誤差がない場合 （ｂ）位相誤差がある場合

図７８ 位相誤差による誤差信号の発生 
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また外乱により振動子の振巾が変化することにより、検出信号のレベルが変わるこ

とも検出信号のノイズや誤差信号の原因となっている。 

その模様を図７８（ａ）に示す。駆動信号に完全に同期した信号により通過、反転処

理を行うとそれと位相が９０°ずれた信号は正・負が完全にキャンセルされ直流成分

を生じない。 

 ところが同期検波の位相基準信号が駆動速度に完全に同期せず位相誤差σが存在す

ると図７８（ｂ）に示すようにｓｉｎ（σ）に比例した直流成分を発生しこれがオフ

セットとなる。 

従来の振動ジャイロでは２つの駆動素子を並列駆動し、その駆動電圧信号から位相

基準信号を作っていた。 

 駆動素子はレジスタンス成分Ｒ、キャパシタ成分Ｃおよびインダクタ成分Ｌの直列

よりなる共振部分とそれと並列な浮遊容量Ｃｃからなる等価回路で表現できる。 

 駆動素子の撓み、即ち検知素子の位置Ｐ＝Ｐ０・ｃｏｓ（ωｔ）に比例して共振部分

のＣに電荷Ｑ＝Ｑ０・ｃｏｓ（ωｔ）が発生する。検知素子の駆動速度ｖは位置Ｐの時

間微分であるから 

   ｖ＝ｄＰ／ｄｔ＝Ｐ０・ω・ｓｉｎ（ωｔ） ・・・・ （３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一方、共振部分を流れる電流Ｉｄは 

図７９ 新構造の振動ジャイロ駆動検出回路のブロック 
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   Ｉｄ＝ｄＱ／ｄｔ＝Ｑ０・ω・ｓｉｎ（ωｔ） ・・・ （４） 

であり共振部分に流れる電流Ｉｄに比例した信号を得れば正確な位相基準信号を得る

ことが出来る。従来の振動ジャイロでは特殊なブリッジ回路により浮遊容量の影響な

どを抑圧して近似的にＩｄに比例した信号を得ていたが完全ではなく誤差を生じてい

た。その誤差が一定で有れば直流補正信号によりキャンセルできるが、温度や湿度な

どにより浮遊容量ＣｃやレジスタンスＲが変化してゼロ点が大きく変動し、これがゼ

ロ点ドリフトとして問題になった。 

 解決策として図７９に示すような新たな素子構成および回路構成を開発した。 

 １対のエレメントにより音叉状の素子を構成し一方のエレメントのみに電圧を印加

し他方からは短絡電流に比例した信号を取り出してループを形成し発信回路を構成す

る。そしてこの短絡電流に比例した信号振幅を一定に保つようにＡＧＣ制御するとと

もに、この短絡電流に比例した信号を位相基準とする。この電流は位置に比例した電

荷を微分した信号であるから完全に駆動速度ｖに比例している。 

 この様に、一方のエレメントのみに電圧を印加し他方のエレメントは振動状態をモ

ニターする作用をしているので前者を駆動素子、後者をモニター素子と呼び、この駆

動、検出方式をモニター方式と呼ぶ。 

 上記構成により極めて安定な位相基準を得ることが可能になり、ゼロ点の発生とそ

のドリフトを飛躍的に低減し手ぶれ補正に実用可能なレベルとすることができた。 

 上記のように一方の支持エレメントのみを駆動するだけで２つの検知素子を対称駆

動することが出来たのは図７９に示す音叉構造を採用したことによる。従来構造は並

列片持梁構造であるがこの構造自体に問題があったと考えられる。従来構造はベース

を介してわずかの機械伝達があるとしても、ほぼ独立した２つの片持梁の共振系が近

接しているといえる。 

 図８０は従来構造の２本の駆動素子をそれぞれＡ、Ｂと定義し、単独で駆動した場

合のアドミタンス特性を示している。縦軸はアドミタンス絶対値（０ｄＢ＝０．１ｍ

Ω-1）と位相である。図８０ではＡとＢでその共振周波数は異なり両者が独立した共振

系を形成していることを示す。このように２つの共振系を用いて１つの周波数の発振

系を形成する場合Ｑの高い材料を用いると図８１（ａ）に示すようにアドミタンス特

性はするどいピークを２つ持つ。ごく近傍に２つの発振可能な周波数が存在すること

により動作が不安定になるとともに機械的には１方の振動子が振動している時は他方

は停止しているという状態が交互に表れることになる。これを避けるためにはＱを下

げざるを得ない。 

 Ｑを下げると図８１（ｂ）に示すように２つの振動子の振動のピークは緩和される

ため、並列に配置しても単一の周波数で安定して発振させることができる。しかし低

いＱの材料を用いると所定の機械的駆動レベルを得るために駆動素子に印加する電圧

を高くする必要がある。このため従来型の振動ジャイロの駆動素子に加える駆動電圧
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はピーク－ピーク値で４０Ｖにも達している。民生用ビデオカメラのバッテリ電圧は

５Ｖから１２Ｖであるため直接のバッテリ駆動ができなくなる。駆動電圧レベルを下

げるには、よりＱの高い共振インピーダンスの低い材料を使えばよいが単に材料を替

えるだけでは発振が不安定になり正常に動作しない。 

 従来型の振動ジャイロは２つの振動子を並列に対称駆動している。これはその対称

運動によって両者の運動に伴う反作用を相殺して外部に振動を放射しないためである。

しかし実際には２つの振動子の共振周波数、共振インピーダンスには数％程度の不整

合が発生する。このような不整合があると実際の運動状態は必ずしも対称ではなくな

り、外部に振動を放射する。この振動は、それ自体が問題であるとともに手振れ補正

用途のようにピッチ方向とヨー方向の２つの振動ジャイロをカメラボディに取り付け

る時に相互干渉を起し、動作が不安定になるという問題を引き起こす。また２つの振

動子の振動が対称でない状態では位相基準との位相誤差δが大きくなるため図７８

（ｂ）の（４）と同じ状態になり不要信号が除去できず誤差信号が発生し検出信号の

ノイズとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８０ 駆動用素子のアドミタンス特性 
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 Ｑの高い材料を使うためには、２つの振動子を単一の発振モードで発振させること

が考えられる。一つの方法が図７５（ｂ）に示す音叉構造〔１４〕である。音叉構造

にし片方の振動子を駆動素子とすると、図８０（ｂ）に示すように振動子ＡとＢの共

振特性は完全に一致する。両者が強く機械結合し一つの共振系を形成していることが

わかる。従来型の左右の振動子の片側に駆動電圧を与えると駆動していない方の振動

子が駆動した振動子の１/２０程度の機械振動しかしない。このように従来型は２つの

振動子の各々に駆動電圧を与える必要があり、その結果ＡとＢが独立に振動し振動の

対称性を損ねていた。 

 一方、音叉構造はＡとＢの振動子が強く機械結合しているため、片方の振動子に駆

動電圧を与えるだけで、もう片方の振動子も対称に振動する。このため単一の振動モ

ードで振動し共振周波数も単一となる。この構造では従来構造で見られた不整合は存

在せず振動の放射もなく、ＡとＢの振動の位相誤差δ’も発生しないため、これに起

因する誤差信号も発生しない。 

 ＡとＢの共振周波数が同一となることによりＱの高い材料の使用が可能となった。

従来型に使用していたＱの低い材料（松下製ＰＣＭ５）からＱの高い材料（松下製Ｐ

ＣＭ８８）に変更した。これに伴い共振インピーダンスを３５０ｋΩから３０ｋΩへ

と大巾に低下させることができた。従来型と等しい機械的駆動を維持しながらその駆

動電圧レベルをＰ－Ｐ値で４０Ｖから２Ｖへと低下させた。これにより駆動電圧の制

（ａ） 

（ｂ） 

図８１ Ｑの大きさと共振周波数の関係 
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約がなくなりバッテリ駆動が可能となり、民生用ビデオカメラの中の通常電源を使用

することができるようになった。 

 図７５（ａ）と（ｂ）に示す従来型ジャイロと新構造の音叉型ジャイロは殆ど同じ

ように見える。これは両者に共通する基本動作に由来する。しかし両者には本質的な

違いがある。従来型はベースを介したわずかな機械結合があるにしても、ほぼ独立し

た２つの共振系が近接しているに過ぎないのに対し、音叉型は共振部をベースから遊

離させることにより両者に強固な機械結合を与え１つの共振系を形成している点であ

る。音叉型は強い機械結合のため、駆動方式と位相基準信号のとり方が従来型とは異

なる。 

 従来型では２本の振動子に駆動電流を給電する必要があるが音叉型では機械結合が

強いため片方の振動子に給電するだけで、左右対称の機械振動を行うことができる。

この時、図７９のジャイロの右側の振動子は左側の振動子と完全に対称の振動を行う

ため、この振動子をモニター素子として用い振動の位相と振幅をモニターすることが

できる。この方式では、振動の位相基準信号をモニター素子より取り出すため、図７

８（ａ）の（４）（５）に示すように位相基準信号との誤差は零となるため基準位相の

取り出しに起因する誤差信号によるオフセットやドリフトの発生を防止することがで

きる。 

 こうして零点ドリフトや外部振動によるノイズを大巾に安定させることができた。

残る課題は検知素子そのものが加速度センサーであるため、外部振動による加速度を

検知してノイズとなる点である。２つの素子を対称駆動して加速度成分を相殺するた

めノイズを大巾に低減している。また残留加速度成分は帯域通過フィルタを介して同

期検波しているためさらに低減している。さらに残る課題としては、 

 

■課題１．図８２に示すように、駆動周波数の近傍の周波数の外乱に関しては出力誤

差を生じてしまう。 

（対策法）手振れ補正に用いる時は、駆動周波数の近傍の周波数成分に対して減衰効

果のある防振ゴムで支持することにより外部振動によるノイズを回避する。 

 

■課題２．また、手振れ補正に用いる時はピッチ、ヨーの２方向のセンサが必要とな

り、図８２に示すように複数のセンサ間の相互干渉が起こる。 

（対策法）２つのセンサーの駆動周波数を制御帯域の分だけ離すことにより相互干渉

が避ける。このことは実験で確認した。 
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 以上の２つの対策により、本振動ジャイロを手振れ補正用途に用いる場合に発生す

る課題をほぼ全て克服することができた。この結果、振動ジャイロの世界初の量産を

実現した〔１４〕。 

 この方式の１）小型軽量性、２）低消費電力、３）低電圧駆動（バッテリ駆動が可

能）、４）低コスト、等の特長は手振れ補正以外の応用も可能になると思われる。図８

３は１９８７年に量産を開始した振幅帰還音叉型振動ジャイロのセラミック製の量産

品（左）と、２００３年に量産した水晶製の量産品（右）の外観を示す。図８４はパ

ッケージに入れた場合の外観を示す。 

図８２ 相互干渉による駆動レベルの変動 

図８３ 振動帰還音叉型振動ジャイロの外観（左：１９８７年、右：２００３年） 
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 表５にこの振動ジャイロの特性を示す。このジャイロを用いて手振れ補正カメラを

構成したところ、外部振動を加えても出力画像が揺れることがなくなり、手振れ補正

技術への量産化への大きな課題を克服した。なお、本研究による振動帰還音叉型振動

ジャイロの量産の４年後の１９９１年、三角柱型振動ジャイロＬ２０－２３が開発さ

れ、手振れ補正用途〔２５〕に用いられた。その後、様々な形状の振動ジャイロ〔２

４〕が実用化され、マイクロマシニング〔８４〕を用いて製作されている。しかしカ

ーナビゲーション用途では現在でも本研究により実用化した振動帰還音叉型振動ジャ

イロが主流であり、この製品（松下製）が世界市場の８割以上を占めている。 

 

図８４ 振動帰還音叉型振動ジャイロの斜視図（左：１９８７年、右：２００３年） 

表５ 音叉型角速度センサの特性 

DC-50Hz帯 域 幅

2％以下直 線 性

±100°/s以上ダ イ ナ ミ ッ ク レ ン ジ

0.02°/s以下分 解 能

5mV/10s以下（起動5分後20℃）（ 単 位 時 間 あ た り ）

±1.5V以下（0～50℃）ＤＣ ドリフト

15mAp-p出 力 リ ッ プ ル

15mV/°/s±10以下感 度

DC±4.5±0.1V 10mA（typ）使 用 電 圧 、 電 流

-20～70℃保 存 温 度 範 囲

30～90％RH使 用 湿 度 範 囲

0～50℃使 用 温 度 範 囲

DC-50Hz帯 域 幅

2％以下直 線 性

±100°/s以上ダ イ ナ ミ ッ ク レ ン ジ

0.02°/s以下分 解 能

5mV/10s以下（起動5分後20℃）（ 単 位 時 間 あ た り ）

±1.5V以下（0～50℃）ＤＣ ドリフト

15mAp-p出 力 リ ッ プ ル

15mV/°/s±10以下感 度

DC±4.5±0.1V 10mA（typ）使 用 電 圧 、 電 流

-20～70℃保 存 温 度 範 囲

30～90％RH使 用 湿 度 範 囲

0～50℃使 用 温 度 範 囲
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 ５．１０ ハードウェアの構成例 

 

 振動帰還音叉型ジャイロの量産品を手振れ補正制御システムに導入することにより

図８５（ａ）の構成図に示すような手振れ補正システムを搭載したビデオカメラの量

産モデルを製作し１９８８年６月米国市場へ投入した。このモデルは世界で初めて実

用化した手振れ補正技術を搭載したビデオカメラということで大きな反響を集めた。

図８５（ｂ）は外観図であり、表６はその仕様を示す。仕様にあるようにこのビデオ

カメラは望遠時に画面の５０％つまり±６度以上の手振れも補正できるため歩行撮影

時や車上撮影時に発生するような大きな手振れも抑圧することができた。図８６は鏡

筒を含む手振れ補正ユニットの外観を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８５（ａ） ビデオカメラの内部構造図 

図８５（ｂ） ビデオカメラの外観図 
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図８６鏡筒を含む手振れ補正ユニットの外観 

１２Ｖ供給電圧

１Ｗ消費電力

±１４０％（画面比）
（10倍ズーム時）

補正範囲

－１８ｄＢ（１Ｈｚ）

－３８ｄＢ（１０Ｈｚ）
抑圧比

性 能項 目

１２Ｖ供給電圧

１Ｗ消費電力

±１４０％（画面比）
（10倍ズーム時）

補正範囲

－１８ｄＢ（１Ｈｚ）

－３８ｄＢ（１０Ｈｚ）
抑圧比

性 能項 目

表６ 手振れ補正部の仕様 
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５．１１ 電子補正方式の検討 

 

■電子補正方式の必要性とその試作 

 

 １９８８年に製品化した鏡筒補正方式の手振れ補正機能を搭載したビデオカメラは、

サイズが大きかったにもかかわらず、米国市場で好評を得た。これは米国市場ではフ

ルサイズのＶＨＳカセットテープを用いた大型のビデオカメラが主流であったからで

ある。 

 しかし、日本市場においては８ミリ規格の小さいサイズのカセットやＶＨＳカセッ

トを小型化したＣ－ＶＨＳ規格の小さいサイズのカセットを用いた小型ビデオカメラ

が主流であった。当時のＣＣＤや光学レンズは大きかったため、鏡筒補正方式をこの

ような小型ビデオカメラに内蔵することは、当時の技術では難しいことが明らかであ

った。 

本研究では当初の目標として歩行撮影の手振れまで補正しようとしたため補正範囲

の目標値を±６度に設定した。 このため、鏡筒補正方式とミラー補正方式に研究対

象の方式を絞り込んだ。しかし手振れ補正技術を実用化し市場に出したところ、通常

撮影時に発生する手振れを補正することに対するニーズが強いことが明らかになった。

通常、撮影者は静止して撮影する。この静止撮影時に発生する手振れを補正すること

だけに機能を限定すれば±０．６度の補正範囲で良い。この場合、図４７に示した様々

な補正方式の採用が可能となる。 

 １９８８年時点では可変プリズム駆動方式は色収差の問題と実用化するための要素

技術がなかったため採用を見送った。筆者が基本特許を権利化している方式である撮

像板駆動方式はＣＣＤが大型であったことから、まだ時期が尚早であると判断した。

光学系の一部のレンズを駆動する内部レンズ駆動方式はカメラ会社の特許動向等から、

技術が進んでいることは明らかであったが、実現する要素技術がまだ整備されていな

かった。電子補正方式は回路を開発するだけでよいため、最も実用化の可能性が高か

った。 

 以上から、振動ジャイロを用いて手振れを検出し、手振れを電子的に補正する電子

補正方式を井阪治夫氏、榊原祥雄氏等が主体となり筆者と共同で検討を行った。 

 図８７に電子補正方式のブロック図を示す。本研究で実現した振動帰還音叉型振動

ジャイロを用いてタテ方向（ピッチ方向）とヨコ方向（ヨー方向）の手振れを検出す

る。手振れ補正制御回路ではズームエンコーダからのズーム比に応じて手振れ検出信

号を演算しタテ方向とヨコ方向の手振れ補正量を演算する。タテ方向の手振れ補正量

に応じて垂直方向の転送クロックを制御し、垂直方向にＣＣＤの映像信号を切り出す

と、まず垂直方向の手振れが補正された映像信号が得られる。この状態ではヨコ方向

の手振れがまだ残っている。そこでヨコ方向の手振れ補正信号に応じて時間軸補正回
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路を制御し、画像の水平方向の手振れを補正する。以上のように筆者の基本特許のＣ

ＣＤ切り出し方式（参照：図３２）の電子補正方式を用いた。 

 この試作機は６２５本の垂直方向の走査線数をもつＰＡＬ用のＣＣＤを用いて、一

部の画像を切り出し、走査線数５２５本のＮＴＳＣの画像を得ている。垂直方向の走

査線が減少しないため画質が劣化しない。図８７のブロック図に示す構成の試作機を

製作し良好な手振れ補正特性が得られた。なお実際の試作機では補間処理を行い手振

れ補正の分解能を上げている。 

 

■電子検出方式と振動ジャイロ検出方式 

 

  この時、筆者とは別のグループが振動ジャイロ検出方式に代わる方式として電子検

出方式（参照６．４．１）の検討を既に開始していた。この方式は画像の動きベクト

ルを検出することにより手振れを検出するもので、民生用半導体ＩＣの中に格納でき

る点では１９９０年当時、画期的な技術であった。振動ジャイロ検出方式と電子検出

方式の是非は本研究の検討後も手振れ補正の技術分野で議論がなされた。 

  表７〔２５、２６〕の比較表に示すように、電子検出方式は電子回路のみで構成で

きる。当初は画像メモリーを必要としたためコストは振動ジャイロ方式と変らなかっ

た。しかし年々半導体は高密度化による価格低下が進んでいた。また画像メモリをな

くす電子検出方式の検討〔５７〕も進んでいた。このため、将来コストが大幅に安く

なることが予想された。欠点としては映像の動きから手振れを予測するため、画面内

を大面積の被写体が動いた時に、手振れと誤って判断し補正し誤動作する場合があっ

た。そしてズーム時には映像が大きく変化するため画像から手振れを検出することが

困難であった。また、映像のサンプル周波数が最大６０Ｈｚであるため、高域の手振

れ成分が検出できなかった。そして画像メモリを使う方式では検出が１フィールド遅

れた。このためリアルタイム検出が要求される光学補正方式に用いることはできなか

った。 

 一方、振動ジャイロ検出方式は、カメラボディの動きを直接検出するため真の手振

れ成分が得られ、画像依存性が全くないためどんなに動き、明るさ、大きさの被写体

であっても誤動作することはない。また検出に時間遅れがなく、リアルタイム検出の

ため電子補正方式のみならず精度の要求される光学補正方式にも適用できた。ただし

当時は１９８７年に量産用振動ジャイロが実用化されたばかりで生産量が少なく、コ

ストが高いことが量産時において問題となった。またＰＡＬ用ＣＣＤも画素数が多い

ためコストが高かった。 

 １９９０年まで様々な議論が行われたが、初の電子補正方式ビデオカメラには、電子検

出方式が採用された〔４０〕。本研究による振動ジャイロ検出型の電子補正方式は採用され

なかったが、筆者による基本特許は権利化することができた。なお、その後、本研究の中
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で考案された振動ジャイロ検出方式を用いたジャイロ検出型電子補正方式手振れ補正技術

は誤動作がない等の理由で、１９９２年頃からビデオカメラに広く採用された〔２５、２

６〕。また本研究の中で考案されたＣＣＤ切り出し方式の電子補正方式は画質が劣化しない

ことから１９９３年に電子検出型電子補正方式のビデオカメラにも採用された〔３３、５

５〕。 

 

 

 
表７ 電子検出方式とジャイロ検出方式の比較〔２５、２６〕 

・真の手振れ成分のみ
を検出できる。

・被写体の動きや明るさ
の影響を受けない。

・検出に時間遅れがな
い。（リアルタイム）

・電子回路だけで構成
できる。

・将来コストダウンの可
能性がある。

・サイズが小さい（ＩＣの
み）

利

点

・高精度のセンサを必
要とする。

・センサのコストが高い。

・被写体の動きや明るさ
による 誤動作がある。

・検出に時間遅れがあ
る。

欠

点

ジャイロ検出方式

（振動ジャイロ）

電子検出方式

（動きベクトル）

・真の手振れ成分のみ
を検出できる。

・被写体の動きや明るさ
の影響を受けない。

・検出に時間遅れがな
い。（リアルタイム）

・電子回路だけで構成
できる。

・将来コストダウンの可
能性がある。

・サイズが小さい（ＩＣの
み）

利

点

・高精度のセンサを必
要とする。

・センサのコストが高い。

・被写体の動きや明るさ
による 誤動作がある。

・検出に時間遅れがあ
る。

欠

点

ジャイロ検出方式

（振動ジャイロ）

電子検出方式

（動きベクトル）

図８７ 振動ジャイロ検出型電子補正方式の試作機のブロック図

ＣＣＤ
撮像素子
（ＰＡＬ用）

時間軸
補正回路 映像信号

ズームエンコーダ

レンズ

振動ジャイロ（タテ方向）

振動ジャイロ（ヨコ方向）

手振れ検出部

転送クロック
発生部

手振れ補正
制御回路 ＣＣＤ制御信号（タテ方向）

時間軸補正信号（ヨコ方向）

手振れ補正部
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 ５．１２ むすび 

 

 鏡筒駆動方式の実用化方式を検討しミラー駆動方式に比べると大巾に小型軽量化す

ることができた。試作機を製作し被験者に撮影させることにより実用化上の問題点を

検討した。 

（１）手振れ補正を搭載したカメラで撮影した場合、撮影者がカメラの撮影方向を変

えようとするとこの意図的なカメラの動きと手振れによるカメラの動きを区別できな

い。従って意図的な動きを手振れと見なして補正しようと制御力が働く。この制御力

は意図的なカメラの動きと反対方向に働くためカメラ操作を妨害するだけでなく違和

感を撮影者に与える。 

 そこでカメラの撮影モード識別アルゴリズムを考案した。これはカメラのボディの

角速度とカメラの撮影方向の角度の時間的な変化を統計処理することにより、カメラ

のボディの動きが撮影者の意図に基づく動きか手振れによる動きかを判別する。カメ

ラの動きが撮影者の意図に基づく場合は手振れ補正制御の動作を弱めることにより操

作性と操作感を大巾に向上させることができた。 

（２）量産時の部品のバラツキや温度による特性のため性能が目標特性の１／１０し

か出ないという問題が発生したが、部品の特性変化を吸収するためオブザーバ制御を

導入し所定の手振れ補正の抑制特性を実現した。 

（３）角速度センサーには零点の不安定性の課題があった。しかし、２つの振動子を

結合し音叉構造とし、一方の振動子にモニタ電極を設け位相基準信号を取り出すこと

により同期検波時の位相誤差をなくすことができた。こうして零点の不安定性を大幅

に改善、振動ジャイロの世界初の量産を実現した。 
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第６章 本研究のその後の展開 

 

 ６．１ まえがき 

 

 ８年間に及ぶ本研究により１９８８年世界初の手振れ補正機能を搭載したビデオカ

メラＰＶ－４６０を実用化することができた。本研究では静止撮影だけではなく歩行

撮影における手振れを補正することを目標仕様とした。このため補正範囲の目標値を

±６度以上と設定したため補正範囲が大きくとれる鏡筒補正方式を採用した。 

 補正範囲の小さな方式も新たに考案したが実用化しなかった。しかし本研究による

世界初の実用化後の手振れ補正の普及に従い補正範囲を小さくし静止撮影した時に発

生する手振れを補正することに機能を限定する方向に進んだ。機能限定することによ

り補正範囲は±０．３度でよくなり補正範囲の小さな手振れ補正方式がその後実用化

された。以下、本研究の延長研究で実用化した内部レンズ駆動方式、本研究で提案し

たＣＣＤ切り出し方式と撮像板駆動方式の実用化状況について述べる。そして全手振

れ補正技術の実用化における本研究の位置付けを述べる。 

 

 ６．２ 本研究の延長研究の中で実用化された技術 

 

■内部レンズ駆動方式への展開 

 鏡筒駆動方式は補正範囲が±６度あったため歩行撮影時に発生する大きな振巾の手

振れも補正することができた。しかし、補正範囲が大きい反面、大きく重いことが民

生用に展開する際の課題となった。１９８８年に初めて実用化した数年後、様々な手

振れ補正方式が登場したが、補正範囲の大きさはまちまちであった。どの手振れ補正

方式を採用しても補正範囲を大きくとろうとすると大型化するか収差が大きくなる。

筆者にとって意外であったのは補正範囲の小さな補正方式でも市場に受け容れられた

ことである。このため、民生分野用途では補正範囲を狭くする方向に開発が進んだ。

そして撮影者が静止撮影した時の手振れを補正するという目標に収束した。静止撮影

時に発生する手振れは最大でもタテ、ヨコ各々±０．３度程度である。従って手振れ

の補正範囲も最大でタテ、ヨコ各々±０．３度でよい。１９９０年代前半には補正範

囲は±０．３度という現実的な目標が主流となってきた。±０．３度の補正範囲であ

れば内部レンズ駆動方式で実現可能であるため研究が進められた。１９９４年には内

部レンズ駆動方式の手振れ補正システムを搭載したフィルムカメラ〔８７〕が実用化

された。また１９９５年にはフィルムタイプの１眼レフカメラの交換レンズ〔９４〕

に搭載された。 

 民生用ビデオカメラの場合は一般的に図８８に示すようなズームレンズが装着され

ている。第２群と第４群はズーミングとフォーカシングに伴い前後に動くのに対し第
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１群と第３群は固定されている。そして第１群より第３群が小さいためモーターの大

きさと消費電力の面でレンズ駆動に適している。このため第３群を光軸に対して垂直

方向に駆動することにより手振れを補正する方式を採用した。特にズームレンズでは

一般的に各レンズ群毎に収差が最小になるように設計されている。このため１つのレ

ンズ群全体を駆動し手振れ補正を行っても収差も少ないという利点がある〔６８〕。 

 内部レンズ駆動補正は補正レンズを光軸に垂直方向に移動させるためレンズを偏心

させることになる。従って偏心により収差が発生するとともに解像度が劣化する。図

８９は手振れ補正に伴う偏心により発生する空間周波数の低下を示している。補正レ

ンズを上にシフトした場合、結像面上の光学像の下端の解像度が低下する。補正範囲

は±０．３度であるため空間周波数の低下は最大１／２の範囲内に収まっている。手

振れ抑制特性は７Ｈｚ付近で最大となる〔８６〕ように設定されている。これは手振

れが２～３Ｈｚ以下の低周波の振れが多いことと１０Ｈｚ付近の手振れがもっとも不

快に感じることからくる。 

 図９０は内部レンズ駆動方式の手振れ補正を搭載したビデオカメラの外観図を示す。

内部レンズの駆動巾は±０．２５ｍｍであり手振れ補正範囲は±０．３度である〔７

１〕。手振れ補正部を含むレンズユニットは体積６５ｃｃ重量５１ｇ（ＣＣＤ除く）と

いう大幅な小型化を実現した〔７８〕。また２００１年には３ＣＣＤ方式のビデオカメ

ラ〔６９、７２〕に、この手振れ補正部を搭載した。 

 図９１と図９２は１９８８年に実用化した鏡筒駆動方式の手振れ補正機構を含むレ

ンズユニットの外観と２００３年に実用化した内部レンズ駆動方式の手振れ補正機構

を含むレンズユニットの外観を示す。１５年の間にレンズと光学補正方式が大巾に小

型化されていることがわかる。 

 

■デジタルカメラへの展開 

 この内部レンズ駆動方式は図９３に示すデジタルカメラに２０００年に搭載され、

２００３年には図９４に示すようなコンパクト型デジタルカメラ（ＤＭＣ－ＦＸ５）

に搭載された。図９５の右端に示すさらに小型化した手振れ補正機構を搭載したデジ

タルカメラ（ＦＸ－７）は市場で高い評価を得て製品別国内シェアで１年間１位であ

った。 
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第１レンズ群
（固定）

第２レンズ群
（ズーム）

第３レンズ群
（防振）

第４レンズ群
（フォーカス）

絞り ＣＣＤ

図８８ 内部レンズ駆動方式のレンズ構成〔６８〕 

図８９ 手振れ補正時の偏心に伴う空間周波数特性〔６８〕 
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図９１ 鏡筒駆動方式（１９８８年）と内部レンズ駆動方式（２００２年）の 

手振れ補正機構内蔵レンズユニットの比較図 

図９０ 内部レンズ駆動方式を搭載したビデオカメラ 

（ＮＶ－ＤＳ９：１９９９年 松下電器） 
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図９５ 最新の手振れ補正搭載コンパクト型デジタルカメラ 
（ＤＭＣ－FZ２０、ＤＭＣ－ＦＺ５、ＤＭＣ－Ｌ３２、ＤＭＣ－ＦＸ８： 

２００５年 松下電器） 

図９２ 駆動モーターの比較：鏡筒駆動方式（１９８８年）と 

内部レンズ駆動方式（２００２年） 

図９４ 
世界初の手振れ補正搭載コンパクト型デジタルカメラ 

（ＤＭＣ－ＦＸ５：２００３年 松下電器） 

図９３ 
内部レンズ駆動方式を搭載したデジタルカメラ 
（ＤＭＣ－ＦＺ１：２００２年 松下電器） 
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 ６．３ 本研究で提案した技術のその後の実用化状況 

 

 ６．３．１ ２段階ＣＣＤ切り出し方式の実用化 

 

 本研究においてＣＣＤからタテ方向とヨコ方向の２段階で画像を切り出す２段階切

り出し方式を提案した。この提案の８年後の１９９１年に２段階ＣＣＤ切り出し方式

の手振れ補正機能搭載のビデオカメラ〔２５〕が実用化された。そして１９９３年に

図９６に示すように２段階ＣＣＤ切り出し方式に用いる手振れ補正専用のＣＣＤ撮像

素子〔５４、５５〕が実用化された。この実用化されたＣＣＤ撮像素子の総画素数は

９０８×６１６画素である。このＣＣＤ撮像素子は外部に時間軸補正回路を接続する

ことにより総画素の中から任意の６７０×４８５画素を切り出すことができる。この

ＣＣＤ撮像素子の場合、水平方向に切り出し画面の±１３．１％、垂直方向に切り出

し画面の±１３．５％の手振れ補正が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９６ 手振れ補正専用ＣＣＤの構成 
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 図９７にこのＣＣＤ撮像素子を用いたビデオカメラ〔３１、３３、３４〕の外観を

示す。このビデオカメラは「ＣＣＤ切り出し方式」を採用しているため解像度が劣化

しない。前述のように通常の照度の撮影条件で、かつ手振れ量が多くない撮影条件の

場合は解像度と画質が劣化することなく手振れを補正することが可能となった。この

ＣＣＤの実用化の背景には、まず、半導体加工密度が上がりＣＣＤの画素数が増加し

たことがある。次に１９９０年代初期に手振れの必要性が認識されたことがある。現

在の電子補正方式のほぼ全てに筆者が考案し提案した２段階ＣＣＤ切り出し方式１）が

採用され、この提案、考案が基本技術、基本特許となっている。 

 

 ６．３．２ 撮像板駆動方式の実用化 

 

筆者の提案から２０年後の２００３年に撮像板駆動方式はコニカミノルタ社により

デジカメ用として実用化された２）。当初はレンズ固定式カメラに搭載されたためメリ

ットが出なかった。しかし２００４年に交換レンズタイプの一眼レフデジタルカメラ

のボディ部に手振れ補正が搭載され撮像板駆動方式のメリットが認められるようにな

った。図９８に示すこのカメラはボディ部に手振れ補正を搭載している。このため手

振れ補正の搭載されていない一般の交換レンズを装着しても手振れが補正される。手

                                                 
１） 〔１７〕の第２５図参照 
２） ２００３年末に筆者の基本特許の一部が満了したため業界で実用化研究が始まる。 

図９７ ＣＣＤ切り出し方式手振れ補正機能搭載ビデオカメラ 

（ＮＶ－Ｓ５８） 
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振れ補正機構が搭載された特殊な交換レンズを入手する必要がなく、既存のレンズが

使用できるため市場で高い評価を得ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１００ 撮像板駆動部の外観（裏面） 

図９９ 撮像板駆動部の外観（正面） 

図９８ 撮像板駆動方式手振れ補正搭載１眼レフデジタルカメラ 

（α―７Digital コニカミノルタ社） 
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 撮像板駆動方式が実用化されなかったのは、搭載されるべき交換レンズ型デジタル

カメラがなかったという市場面の課題と、小型のＸＹ駆動装置がなかったという技術

面の課題があったからである。しかし、まず撮像素子の性能が向上し、２０００年に

登場したデジタル１眼レフカメラが大きく普及し、市場面の課題が解決された。次に

ピエゾ素子を駆動源として用いた超小型のＸＹ駆動装置が実用化され技術面の課題が

解決された。以上の２つの課題解決により撮像板駆動方式が実用化された。現在撮像

板駆動方式は筆者の提案した方式が全てに採用されており筆者の提案、考案した方式

が基本技術、基本特許１）となっている。 

 

 ６．３．３ 鏡筒補正方式のデジタルカメラの実用化 

 

 本研究の中で鏡筒補正方式の実用化を行った後、本研究の延長研究として内部レン

ズ駆動方式を実用化した。本研究による鏡筒補正方式の実用化は１９８８年であるが、

その１７年後の２００５年８月にコンパクト型デジタルカメラにこの方式を搭載した

モデルが実用化された。図１０１に示すように屈曲光学系を用いて薄型化をはかって

いる。ＣＣＤとレンズを含めた光学系を水平と垂直に回動可能なジンバルで支え手振

れに応じて水平方向と垂直方向に駆動する鏡筒補正方式を採用している。８００万画

素と画素数が多いＣＣＤが搭載されているが、鏡筒駆動方式では手振れ補正に伴う収

差や周辺部のレンズの空間周波数の低下が存在しないため良好な画像が得られる。本

研究当時はＣＣＤやレンズユニットが大きかったし、補正範囲も大きく設定されてい

たため鏡筒補正式は大きかった。しかし、最近では技術が進みＣＣＤとレンズユニッ

トが大幅に小型軽量化されたため、小型軽量のモーターでもレンズユニット部を駆動

できるようになった。また補正範囲も本研究当時の１／１０程度に小さくなった。こ

れにともない鏡筒補正式もコンパクトに収めることができるようになったと考えられ、

レンズユニットのサイズが小さくなればなる程有利になるため、カメラ付携帯電話の

カメラ部に装着されることも今後期待される。 

                                                 
１）〔１７〕の図２０、図２１参照 
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ヨコ方向の補正

タテ方向の補正

図１０１ 鏡筒補正方式手振れ補正搭載デジタルカメラの構造 

（DiMAGE X１：２００５年 コニカミノルタ社） 
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 ６．４ 本研究の中で検討のみ行った技術のその後の実用化状況 

 

 ６．４．１ 電子検出方式の実用化 

 

 本研究において電子検出方式の可能性を検討した。この時は動きベクトルの検出手法は

ＭＵＳＥ技術等により確立していたが、動きベクトル検出時に被写体の動きと手振れとを

識別するのが困難であると判断した。またデジタル映像処理回路が実現していないため千

点を超える代表点の動きの演算を処理する大規模な動きベクトル演算回路を１チップの民

生用半導体ＩＣに収めることが困難であると結論づけた。しかしこの検討の５年後の１９

８７年に放送用途で画面揺れの電子検出方式〔１３〕が実用化された。これは放送画面に

発生する画振れを動きベクトルで検出し動きを補正するものである。そして本研究の８年

後の１９９０年に電子検出方式の手振れ補正機能〔５１〕を搭載したビデオカメラが松下

電器により実用化されている。この電子検出方式のビデオカメラＮＶ－Ｓ１〔１９〕の写

真を図１０２に示す。電子検出方式が実用化した背景には、まず帯域抽出代表点（ＢＥＲ

Ｐ）マッチング法〔３２、３５－４２〕の開発により帯域制限〔４０〕を行うことにより

図１０３に示すように１／１００程度の大幅に少ない代表点数で正確な動きベクトルが得

られるようになったことがある。このため小規模の民生用ＬＳＩで手振れの動きベクトル

演算が可能になった。次にファジィ理論〔４５－５０〕により被写体の動きと手振れの識

別がある程度可能になったからである。このように２つの大きな技術課題が克服できたた

め実用化された〔５２〕。映像信号から画面の動きを検出する場合、入力映像に対し動きベ

クトルの検出は１フィールド期間遅延する。この遅延補償のためフィールドメモリが必要

であった。その後、予測フィルタにより過去の手振れの情報から１フィールド先の画像の

動きを予測し、動きベクトルを求めるメモリーレス方式〔５７、５８〕が開発されフィー

ルドメモリの削減が可能となった。この方式はコストが安くなるため、低価格帯のビデオ

カメラに搭載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１０２ 電子検出方式手振れ補正機能搭載ビデオカメラ 

（ＮＶ－Ｓ１：１９９０年 松下電器） 
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 ６．４．２ 可変プリズム駆動方式の実用化 

 

 本研究では可変プリズム駆動方式が補正範囲が広い場合、収差が発生するため実用

化には適していないと判断した。しかし、本研究の後の１９９２年可変プリズム駆動

方式手振れ補正機構〔２７〕が実用化され、図１０４に示すようにビデオカメラに搭

載された。本研究の時点では歩行撮影時に発生する手振れを抑圧するため補正範囲が

±６度以上必要であると考えた。しかし１９９０年代になり静止撮影時に発生する手

振れ補正だけに機能を限定する方向に仕様が縮小された。このため要求される補正範

囲が狭くなった。この補正方式の場合、プリズムの傾角は最大±３度なので補正範囲

は±１．５度〔７６、７７〕である。対象とする手振れの周波数は０．５～１５Ｈｚ

〔２７〕である。撮影モード判別アルゴリズム〔２６〕が導入されているため操作性

は良好である。補正範囲の両端側では、わずかの色収差が発生するが民生用として問

題のないレベルに収められている。 

 

 

図１０３ 動きベクトル検出時の正答率〔４０〕 
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図１０４ 可変プリズム駆動方式手振れ補正搭載ビデオカメラ 
（ＴＲ－９００ １９９２年 ソニー） 
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 ６．５ 手振れ補正技術の進展における本研究の位置づけ 

 

 本研究および本研究による実用化を端緒として手振れ補正技術の研究が本格的に始

まり、多くの方式が登場した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０５手振れ補正技術の進展における本研究の位置づけ 
注： 製造会社名のない分は松下電器製 
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 ６．６今後の展開 

 

 筆者が研究を始めて２３年経つが、現在の手振れの補正技術には解決すべき課題が

ある。図１０６に示すようにビデオカメラの場合、光学補正を行っても補正後の残渣

が残る。デジタルスチルカメラの場合でも図１０７（ａ）に示すように、手振れ抑制

率は１０～１５ｄＢである。手振れ量が大きくて例えば１４４画素あった場合でも図

１０７（ｂ）に示すように１０画素程度の補正残渣が残る。この手振れを除去するに

は後段にソフト補正を組み合わせた２段階手振れ補正方式により解決できる。 

 図１０８（ａ）は１０画素垂直方向に手振れが発生した時の画像である。この画像

をソフト補正することにより図１０８（ｂ）のように補正される。精細に見ると直線

部分に変換ノイズが残っているが、一般消費者用としては差し支えない範囲に収まっ

ている。 

 図１０７に示すように光学補正を前段に、ソフト補正を後段に配置した２段階手振

れ補正により、手振れを大巾に軽減できる可能性がある。この２段階補正方式はソフ

ト補正方式を実現した研究者である西澤眞人等と共同で検討する中で筆者により考案

された方式である〔１２３〕。 

 光学補正方式は１００画素以上の手振れでも補正できるが、１０画素以下の補正残

渣が残る場合があり、このためにデジタルカメラの画像がぼやけてしまう。一方ソフ

ト補正方式は１０画素以下の手振れ補正を行う場合は、補正歪によるノイズが目立た

ないが、１０画素以上の手振れ補正を行うと補正歪によるノイズが目立つ。そこで、

１０画素以上の手振れの補正を光学補正で行い、補正後に残った補正残渣をソフト補

正により除去することにより、ほぼ完全な手振れの補正が実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１０６ 光学補正後の残留手振れの発生状況〔１２４〕 
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ソフト補正光学補正

元の画像
2880

21
80

600万画素

手振れ量
144画素

手振れ残渣
10画素

手振れ残渣

10画素

手振れ残渣
1画素以下

手振れ残渣

1画素以下

光学補正後 ソフト補正後

ソフト補正

(a) (c)(b)

図１０７ ２段階手振れ補正の原理 

（ａ） ソフト補正前の画像＊（１０画素分の手振れ） 
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 手振れの補正は、ビデオカメラやデジタルカメラの民生用のみならず産業用や車載

用に応用されると思われる。特に自動車搭載用としての可能性が高い。近い将来、自

動車には多くの小型カメラが取り付けられるといわれ、自動車メーカーで研究が積極

的に行われている。このカメラで前方を撮影し、車線検出〔９０〕や前方の物体の検

出〔９１〕やナンバー検出〔９２〕を行う研究が進んでいる。カメラはＩＴＳ

（Intellignet Transport Systems）において最も重要なセンサである。車載用カメラ

においては自動車が走行するため、必ず振動が加わり、画振れが発生する。画振れが

発生した画像と画振れが発生しない画像の方が画像から対象の認識を行う場合、認識

率が高いことは当然である。 

 今後、車載カメラ用の画振れ補正技術の研究が必要になると思われる。車載用カメ

ラは手持ちカメラと異なり、車体に固定されるため、物体認識用途には画振れの補正

範囲は±１０度以上要求される。このため新たな補正手段が必要となると思われる。 

 また近年提唱されているウェアラブルコンピュータ〔９３〕においてはカメラが必

須のデバイスになり手振れ補正が必要となる。ウェアラブルコンピュータ用途におい

ては現在、研究が行われている携帯電話用カメラと同じ方式の手振れ補正技術が流用

（ｂ） ソフト補正後の画像＊ 

図１０８ ソフト補正方式手振れ補正の効果（シュミレーション：＊西澤眞人氏提供）
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できるものと思われる。 

 以上のように、今後手振れ（画振れ）補正技術が民生用カメラ用途以外に展開され

る可能性が高い。 

 

６．７ むすび 

 

 本研究では、固定撮影に加え歩行撮影や車上撮影で発生する手振れを補正すること

を目標仕様とした。この場合、補正範囲の目標値は±６度以上となる。このため補正

範囲の大きな鏡筒補正方式を実用化した。その後、静止撮影時の手振れ補正に機能を

絞った補正範囲の小さな補正方式が登場し主流となった。 

（１）本研究の延長研究として内部レンズ駆動方式が検討され１９９９年にビデオカ

メラに搭載した。補正範囲は±０．３度で内部レンズ駆動に伴い発生する色収差は色

補正レンズにより補正した。偏心に伴うＭＴＦは最大で５０％であり、実用化に問題

のない範囲に収められている。 

（２）本研究で提案したＣＣＤ切り出し方式は１９９１年に実用化された。この方式

では手振れ補正に伴う解像度低下がないため電子補正方式の主流技術となり電子補正

方式のほぼ全数に使われている。これらは全て筆者の考案、提案した基本技術、基本

特許を使用している。 

（３）本研究で提案した撮像板駆動方式は２００３年に実用化され、２００５年に１

眼レフデジタルカメラに搭載された。ボディ側に手振れ補正機構を搭載する方式のた

めレンズ交換タイプのカメラの場合、総合的な軽量化、低コスト化の利点がある。こ

の方式は筆者の提案した基本技術を用い、筆者の考案した基本特許を使用している。 
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 第７章  結論（第１部） 

 

 本研究の第一の目的は、カメラ内蔵可能な画像自動安定化装置つまり手振れ補正技

術の実用化を阻害していた諸課題を解決し、性能、すなわち、人間の視覚特性に対応

した手振れ抑圧特性、補正範囲、操作性を実現するとともに、サイズ、重量、コスト

の面で一般カメラに搭載可能な手振れ補正機能を実用化することである。第二の目的

は将来の技術革新に伴い実現可能となる新しい手振れ補正方式を提案することである。

本研究の中で以下の結果を得た。 

 

 

〔１〕手振れ検出手段の課題の解決 

課題： 

 従来の安定雲台装置は一般カメラに内蔵するには重量、サイズ、コストが著しく大

きいという課題が存在した。また回転ジャイロで手振れを検出する方法もあったが、

小型カメラの手振れ補正に用いる低コスト小型の回転ジャイロは高域特性が充分でな

いという課題があった。一方で従来方式の振動ジャイロは小型であったが零点ドリフ

ト、外乱ノイズ、高電圧駆動等の課題が残っており量産化されていなかった。 

 

解決策： 

 手振れ補正用途には良好な高域特性とサイズ、コストの面で振動ジャイロが適して

いることと、慣性航法用途で致命的な問題となった零点ドリフトや外乱によるノイズ

は手振れ補正用途では致命的ではなく改善により使用できる範囲にあることを明らか

にした。零点ドリフトや外乱ノイズ、高電圧駆動の原因が同期検波時の位相基準の誤

差を生じている点と２つの振動子の共振周波数が異なる点、Ｑの低い材料を用いてい

る点にあることを解明した。２つの振動子の機械的結合を強固にし１つの音叉構造に

することにより、単一の共振周波数で対称振動するようにした。こうして外部への振

動の放散を減らすことによりヨー方向とピッチ方向のジャイロ同士の相互干渉を低減

した。一方の振動子を駆動素子に他方の振動子をモニタ素子とし、モニタ素子からの

振巾情報をフィードバックすることにより、安定で外乱に強い発振を実現し外乱ノイ

ズを低減した。モニタ素子から位相基準信号を取り出すことにより基準信号と実際の

振動との位相誤差がなくなった。このため同期検波時に位相誤差により発生していた

零点ドリフトが大幅に減少した。 

 また単一の共振周波数しか存在しないためＱの高い材料の使用が可能となり、駆動

電圧を４０Ｖから２Ｖに大幅に下げた。こうして手振れ補正用途で許容される範囲内

に零点ドリフト、外乱ノイズ等を収めるとともに低電圧化により電池駆動が可能とな

った。手振れ補正用途の仕様の振動ジャイロの量産化技術を確立し、１９８７年世界
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初の振動ジャイロの量産を実現した。 

 

〔２〕手振れ補正技術の実用化 

 検知手段の課題を解決し、振動ジャイロに適した手振れ補正方式の提案と検討を行

った。 

 

補正方式の決定 

 手振れを抑制する場合の補正範囲の目標値を設定する際に筆者は静止撮影時の手振

れと歩行もしくは車上撮影時の手振れを補正することが必要であると考えた。実験を

行い歩行撮影時の手振れは最大で±６度であったので±６度以上の補正範囲を目標値

とした。補正方式の中で小型化の可能性があり６度以上の補正範囲を確保できる方式

としては鏡筒駆動方式が最も適しているため、この方式で実用化を行った。 

 

課題： 

１．手振れ補正制御を行うと民生用途で求められる操作性と操作感を損なう。 

２．実際の量産品では使用する部品の物理特性にバラツキがある。温度変化を含めた

部品バラツキの最悪の組み合わせ条件下では－１５ｄＢあった手振れ補正特性が－３

ｄＢと１／１０以下になり手振れの抑制特性が殆ど出ない。 

３．手振れ補正の抑制効果について人によって評価が分かれ最終仕様が定まらない。 

 

解決策： 

１．カメラボディの方向の時間的な変化を観察することによりカメラの動きが撮影者

の意図による動きか手振れかを判別する撮影モード判別アルゴリズムを考案した。撮

影者の意図による動きであるパンニング等の場合は手振れ補正を弱くして撮影者の意

図による動きを妨害しないことにより操作性と手振れ補正との両立を実現した。 

２．手振れ補正特性が部品のバラツキにより悪くなる理由が補正部の線材やジンバル

のバネ定数や摩擦損などの機械定数が異なることと温度により変化することを解明し

た。現代制御理論のオブザーバ制御を導入し、鏡筒に加わる負荷変動を推定し、制御

系にフィードフォワードすることにより負荷変動の影響をキャンセルするようにした。

こうして部品がバラついても１Ｈｚで－１８ｄＢ、１０Ｈｚで－３８ｄＢの抑制率の

目標値を実現した。 

３．様々な振巾と周波数の手振れを発生させて撮影した映像を複数の被験者に見せ、

特定の周波数の特定の振巾の揺動が検知できる限界値と許容できる限界値とを調べ、

この結果を統計処理することにより、人間の手振れに対する感度を定量化した。この

結果１Ｈｚで１５ｄＢの抑制率が好ましい等の特性目標値を数値化することができた。

この目標を満たす手振れ補正抑制特性を実現することにより、過剰な手振れ補正によ
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る操作性の悪化を防ぐことができた。 

 

〔３〕振動帰還音叉型振動ジャイロと鏡筒駆動型の手振れ補正手段と撮影モード判別

アルゴリズムを搭載した手振れ補正機構を搭載したビデオカメラを世界で初めて実用

化した。補正範囲は±１４０％（１０倍ズーム時）と広く手振れ抑制率も１Ｈｚで－

１８ｄＢ、１０Ｈｚで－３８ｄＢと大きいため、歩行撮影や車上撮影時に発生する大

きな手振れも補正できた。このモデルは市場で高い評価を受け、この実用化を端緒と

して手振れ補正搭載ビデオカメラの実用化が相次ぎ、手振れ補正に関する研究も大き

く進展した。 

 

〔４〕本研究の補正範囲の目標値は±６度であり、現実的なサイズでこの目標値を満

たすのは鏡筒駆動方式のみである。しかし本研究の中では補正範囲が狭い用途に適し

た補正方式を考案し提案した。 

１．ＣＣＤ２段階切り出し方式の考案と提案 

 ＣＣＤの垂直転送部を手振れ制御信号に応じて制御することにより画面の一部を切

り出すことによりタテ方向の手振れを補正し、外部に接続した時間軸補正部により画

面の一部を切り出すことによりヨコ方向の手振れを補正する併用方式を考案した。こ

の方式であると解像度の劣化がないため手振れ補正による画質低下を防止できる。こ

の方式は１９９１年に実用化され現在では電子手振れ補正技術のほぼ全数に採用され

ている。これの全てが筆者が考案、提案した基本技術、基本特許を使用している。 

２．撮像板駆動方式の考案と提案 

 ＸＹスライダーとモータを用いてＣＣＤやＭＯＳの撮像板全体を手振れ補正信号に

応じて機械的に移動させることにより手振れを補正する撮像板駆動方式を考案し、検

討を行った。この方式は、ボディ側に手振れ補正部を設ける。このためレンズ交換式

のカメラシステムに導入した場合、交換レンズ群を含めたトータルシステムの手振れ

補正部が１個で済み総重量、総コストが削減できる。この方式は２００３年に実用化

され現在では１眼レフデジタルカメラに搭載され市場で好評を得ている。この方式は

全て筆者の考案した基本技術、基本特許を使用している。 

 

 以上、カメラの手振れ補正方式の振動ジャイロ検出方式を考案し、提案と検討を行

った。手振れ補正の実現を阻んでいた検出方式として新しい構造の振動ジャイロを考

案し、世界初の量産化を実現し、検出方式の課題を克服した。現在、振動ジャイロ検

出方式は光学補正方式の全てと電子補正方式の一部に採用される基幹技術であり、全

て筆者の基本特許を使用している。また６度以上の手振れの補正範囲の大きな用途向

けに鏡筒駆動方式を実用化し、世界初の手振れ補正機能を実現した。実用化した撮影

モード検出アルゴリズムは現在でも手振れ補正技術に採用されている主流技術である。 
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 本研究当時は歩行撮影の手振れ補正を目標としていたため、１度以下の補正範囲の

小さな補正方式に関しては提案しただけで実用化の研究は行わなかった。しかし、そ

の後の手振れ補正の普及によりサイズとコストの面から補正範囲の小さな補正方式が

現実的であることがわかってきた。本研究はその後も研究が継続され補正範囲の小さ

な方式として内部レンズ駆動方式が実用化された。この方式はビデオカメラに搭載さ

れた後デジタルカメラに搭載され市場で大好評を得た。今後、デジタルカメラへの搭

載がさらに進むことが期待できる。 

 また本研究で考案され提案されたＣＣＤ切り出し方式は、現在電子補正方式の主流

技術となっている。また撮像板駆動方式は、ごく最近１眼レフ型デジタルカメラのボ

ディ部に搭載され始めたばかりであるが、内部レンズ駆動方式の搭載困難なカメラ付

携帯電話に今後搭載されることが考えられる。光学補正方式は機械的に駆動するため

手振れの残留成分が残ってしまう。しかし最近登場した演算処理補正方式により残留

成分を補正することができる。このためデジタルカメラの演算処理能力が高くなれば

演算処理処理補正方式との併用方式が登場し実質的な手振れ抑制率が高まることが期

待できる。 

 最後に手振れ補正機能搭載カメラを筆者が世界で初めて実用化してから１８年経つ。

この実用化を端緒としてビデオカメラのみならずフィルムカメラ、デジタルカメラに

手振れ補正機能が搭載され世に普及した。これらのほぼ全数が筆者が考案し提案した

基本技術、基本特許を採用していることは、本分野に携わる研究者として、また発明

家として望外の喜びである。 
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第２部 光ディスクの情報セキュリティ上の脆弱性改善の研究 
 

 第１章 序論 

 

１．１ 本研究のディスク型記録媒体の技術史上における位置づけ 

 

 紀元前３０００年に文字が発明され、その後パピルスが発明され、人類初の記録媒体が

実現した。その後４０００年間は文字を何らかの記録媒体に手書きで記録する必要があっ

たため、製作数が少なく書物は一部の学者もしくは宗教者のものであった。 

 書物が大衆化するのは印刷技術が発明されてからである。１４４０年ごろ、グーテンべ

ルグ１）が活版技術を発明した。この方式は金属活字からなる活版を１組製造し、活版にイ

ンキを塗り紙に転写するもので、出版物を大量に製造することが可能となった。この発明

により聖書が大衆のものとなり宗教改革運動にも大きな影響を及ぼしたとされている。 

 文字の書物の大衆化を実現したのはグーテンベルグであるが、音楽の大衆化を実現した

のはエジソンである。１８７７年にトーマス･エジソン２）がレコードを発明〔２０８〕し、

音楽をアナログレコードに記録できるようになった。エジソンが実用化した当初のレコー

ドは錫箔を巻いた円筒形であったが、彼は円盤式レコードも発明し特許明細書に記載して

いる〔２２８〕。この方式は音声の強弱を針の振動の強弱に変え錫箔に溝を記録するアナロ

グ振巾変調方式であった。１８８７年にエミール・ベルリナー３）が実用化した円盤式レコ

ードへと改良された。円盤型レコードは音楽信号の強さに応じて、円盤形状の原盤の記録

面に溝を刻むことにより原盤を作成する。この原盤をマスター型として樹脂を成形するこ

とにより数千枚から数万枚のレコードを大量生産することが可能となった。この発明はグ

ーテンベルクによる活版技術の発明と同様に大量の音楽の普及に貢献した。円盤形は収納

しやすく、複製が容易なことから円筒形レコードに変わって一般消費者へ普及した。これ

は SP レコード（毎分７８回転、材料：シュラック）に発展した。その後 SP レコードは

収録時間が短いことから１９４８年に合成樹脂からなり記録容量の大きな LP レコードが

登場し、本格的に普及する。アナログ方式では、S／N 比は６０ｄB、分離比は３０ｄB が

限界であった。 

 図２０１に示すように１９６０年にＨｅ－Ｎｅレーザー〔２０４〕が発明され１９６０

年１２月にジャバン４）が発振に成功した。レーザーは様々な技術に応用され新しい技術を

生み出したが、ディスク記録技術にも応用され記録容量が飛躍的に向上した。このＨｅ－

                                                 
１） グーテンベルグ（Johannes Gensfleixh zur Laden zum Gutenberg：１３９０年代－
１４６８年）ドイツ 
２） トーマス エジソン（Thomas Alva Edison：１８４７年－１９３１年）米国 
３） エミール ベルリナー（Emil Berliner：１８５１年－１９２９年）米国 
４） ジャバン（A. Javan） 
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Ｎｅレーザーを用いて円盤上に記録されたピットを光学的に読み取る方式のビデオディス

クがフィリップスにおいて発明され、１９７２年９月に提案〔２０６〕され１９７６年に

完成〔２０５〕し、１９７８年に発売〔２０７〕された。この方式は再生光の波長をλと

すると反射膜にλ／４の凹みのピットを形成し円周上に配置することにより、情報を記録

する革新的な技術であった。レーザーをレンズにより反射板上に収束し、反射膜からの反

射光を受光することにより、記録情報を再生する。その後、この記録技術を用いて音声を

ＰＣＭ変調したデジタル信号を記録するＣＤ〔２０３〕が１９７９年にフィリップス社か

ら発表され、１９８２年発売された。デジタル化に伴いＳＮ比９０ｄＢ、分離比９０ｄＢ

が実現した。 

 このＣＤは波長７８０ｎｍを用い直径１２０ｍｍのディスクに記録する方式で記録容量

は７８０ＭＢであった。１９９６年に発売されたＤＶＤは同じ直径のディスクを用いるが、

レーザー波長が７８９ｎｍから６５０ｎｍと０．８３倍になったためビームサイズが面積

比で０．３９倍になった。対物レンズのＮＡが０．４５から０．６に１．３３倍になった。

変調方式やエラー訂正方式を改良されたこともあり、記録容量がＣＤの７倍の４．７ＧＢ

に拡大された。その後波長が短い青色レーザーの実現に伴い、２００４年にはＢＤ

（Blu-ray Disc）規格が規格化され記録容量が２７ＧＢに拡大されＤＶＤの５倍の記録容

量が実現した。 

 アナログディスクにおいては、基板材料の改良により容量が拡大した。これに対して光

ディスクにおいては、レーザーの短波長化により容量が拡大した。再生専用のＲＯＭディ

スク型記録媒体１）の歴史は、記憶容量の拡大であるといえる。容量の拡大に注目されがち

であるがＣＤからＤＶＤへの進化に伴いそれまでにない新しい機能が追加されている。 

 論理構造的に見ると従来のＲＯＭディスクには情報セキュリティの面で脆弱性があった。

ＲＯＭディスク型記録媒体は低コストで大量生産が可能なため大量のソフトの流通をもた

らし映像・音楽文化の大衆への普及を可能とする一方で、複製の容易さから海賊盤の大量

生産も可能となった。１９７９年に発表されたＣＤにおいては情報セキュリティへの対策

が全くされていなかったため、１９８０年代から１９９０年代にかけ不法コピーや海賊版

が横行し、著作権が侵害された。このため著作権者側から１９９５年に登場する新しいメ

ディアであるＤＶＤ規格に対して情報セキュリティの脆弱性を改善させる要望が出された。

脆弱性を改善させる方法として、各々のディスクに識別情報を記録する方式が一つの有効

な方法であった。しかしＲＯＭディスクに記録できなかった。 

 物理構造的に見ると、レコードを含めたＲＯＭディスクは登場してから１００年以上、

再生専用であり、データを記録することができなかった。しかし１９９５年に筆者により

表面張力記録が発明されこの記録原理を用いてＲＯＭディスクに記録するＢＣＡ（Burst 

                                                 
１） ＲＯＭディスク：Read Only Memory の略で再生専用のため記録することはできない。
型をつくり樹脂を成形することにより量産。信頼性を上げるため反射率の高いアルミ等の
金属により反射膜を形成。 
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cutting Area）と呼ばれる記録フォーマットが１９９６年に規格化および実用化されてか

らＤＶＤ規格やＢＤ規格やＨＤ－ＤＶＤ規格のＲＯＭディスクにデータを記録し、通常の

光ヘッドで再生することが可能となった。 

 さて、著作権者側からの要望に応えるためＤＶＤ規格では２つの新しい技術が採用され

ている。一つは館林誠等によって発明されたＣＳＳ（Contents Scrambling System）であ

る。これはＲＯＭディスクの記録情報であるコンテンツに暗号をかけて、コンテンツを保

護するものである。このためＤＶＤのデータをそのままコピーしても映像を再生すること

はできない。 

 もう一つはＢＣＡである。これは筆者により１９９５年に発明〔２０６〕された表面張

力記録方式により記録される領域で主情報記録領域とは全く異なるピット形状、変調方式、

エラー訂正方式で記録された副記録領域である。ＢＣＡは１８８バイトと記録容量は小さ

いが、ＲＯＭディスクにも記録でき、記録されたデータが改ざんできないことに加えて一

般のディスクドライブでは記録できないため情報セキュリティが高いという特徴がある。

このため、コピー制限用の情報であるディスク毎に異なる個別識別情報の記録等に使われ

ている。ＢＣＡはＤＶＤの記録型のＲＡＭディスクと再生専用型のＲＯＭディスクの両方

に同一のフォーマットで定義されておりＲＡＭディスクでは著作権保護規格であるＣＰＲ

Ｍ(Content Protection for Recordable Media)規格とＢＣＡを用いて、デジタルコンテン

ツの「１回きりのコピー制限」が実現した。またＲＯＭディスクにおいては物理識別情報

をＢＣＡに記録することにより海賊版の防止が可能となった。ＢＣＡによりディスクメデ

ィアとしては世界で初めて情報セキュリティ機能が備わることになった。こうして情報セ

キュリティの脆弱性を大幅に改善することができた。本研究では、ＢＣＡの記録フォーマ

ット、記録方法、応用を述べるとともに、ＢＣＡの記録原理である表面張力記録について

考察する。 
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図２０１ 光ディスクの技術史における本研究の位置づけ 
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１．２ 本研究の背景 

 

１．２．１ セキュアーな記録領域の必要性 

 

 アナログの映像音響データを複製する場合は複製に伴い品質の劣化がある。従って複製

回数が増えると品質が劣化し複製品の価値が低下するため、自動的に複製に一定の歯止め

がかかる。これに対し、デジタルの映像データや音声データを複製する場合は複製を行っ

ても品質は全く劣化しない。このため元のコンテンツと全く品質の変わらない大量の複製

品が世に出回ることになり、著作権が侵害されてしまう。従って１９９５年当時、次世代

のディスクであったＤＶＤには複製を禁止するもしくは特定の回数だけに制限する新たな

仕組みを設けることが著作権団体１）から求められた。 

 まず複製を禁止する方法としては、ＲＯＭディスクに導入されたのはＣＳＳである。こ

れは図２０２に示すようにディスクに記録する映像情報に暗号をかける方法である。暗号

としては共通鍵方式を使っており、再生機のＩＣの中に入っている秘密鍵（共通鍵）を用

いて暗号を復号することにより映像信号を再生できる。ディスクの中のデータをそのまま

パソコンに複写しても暗号がかかっているため再生できない。またＤＶＤ－ＲＡＭ、ＤＶ

Ｄ－Ｒ等の記録型ディスクにコピーしても映像信号を再生することはできない。こうして

共通鍵が破られない限り不正コピーが防止される。しかしこの方式は一般消費者の持って

いる光ディスク記録装置を用いて複製される Casual Copy を防ぐ機能しかない。工場用の

原盤作成装置を用いて元のディスクと全く同じデジタル信号を原盤レベルで複製された場

合、海賊盤が製作されてしまう。このようなセキュリティ上の脆弱性があった。 

この脆弱性を克服するためＢＣＡを用いて海賊盤ディスクの作動を防止する方式を考案

した。この方式はまず２度と同じマークを作成できないような物理的なマークを無作為か

つ意図的につける。次にこの意図的なマークの物理的特徴を工場で測定する。そして主記

録領域とは位置や変調方式の異なる副記録領域であるＢＣＡにこの物理的特徴を暗号化し

て記録する。このディスクを再生装置で再生する時、意図的なマークの物理的位置等の物

理特徴情報を測定し、正規物理特徴情報と照合し、一致しているか確認することにより海

賊盤を排除する。この場合マークの物理的特徴は１枚毎に無作為に設けられるため、同じ

物理的特徴のマークを複製することはできない。この特異なマークの物理的特徴が副記録

領域であるＢＣＡに記録されている。正規ディスクの場合、両者が一致するため正常に再

生される。海賊版ディスクの場合、元のマークと全く同一のマークを生成することができ

ない。このため複製したマークの物理的特徴情報と照合用の物理特徴情報が一致しないた

め再生は防止される。このような物理マーク方式の海賊版防止方式が筆者等により提案さ

れ実用化されている。 

                                                 
１） 著作権団体：映像の場合は全米映画協会（ＭＰＡＡ：Motion Picture Association of America）。
音楽の場合は全米レコード工業会（ＲＩＡＡ：Recording Industry Association of America）。 
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 著作権保護機能としてＤＶＤ－ＲＡＭのような記録型ディスクに導入されたのは一世代

にコピーを制限する“Copy Once”（デジタル１Copy）機能である。これは映像情報であ

るデジタルコンテンツをＤＶＤ－Ｒ、ＤＶＤ－ＲＡＭ等の記録型ディスクに記録する場合、

事前に記録型ディスクに固有のＩＤを記録しておきこの固有ＩＤから生成される固有ＩＤ

独自の暗号鍵を用いて、デジタルコンテンツを暗号化した暗号を記録型ディスクに記録す

る。 

 再生機側では、この記録型ディスクの固有ＩＤを読み取り、この固有ＩＤから固有ＩＤ

独自の復号鍵を生成し、この復号鍵により記録ディスクの中の暗号化されたコンテンツを

復号することにより映像信号を再生する。もし記録型ディスクの固有ＩＤが例えば「００

１番」で、映像コンテンツが同じ固有ＩＤ「００１番」で暗号化されていた場合は、両者

の固有ＩＤが同じであるため正常に再生される。しかし、この一旦記録された第１のディ

スクの暗号化された映像データを他の媒体である第２の記録型ディスクにそのままコピー

することは技術的に可能である。この場合は、第１のディスクの固有ＩＤ「００１番」と

第２のディスクの固有ＩＤ例えば「００２番」が異なることになる。第２のディスクを再

生しようとすると、再生機側では第２のディスクの固有ＩＤである「００２番」から復号

鍵を生成し、この復号鍵で暗号化された映像コンテンツの暗号を解こうとするが、この暗

号は第１のディスクの固有ＩＤである「００１番」から生成された鍵で暗号化されている

ため、鍵が一致せず、復号することはできない。こうして第２のディスクに不正にコピー

された映像は再生できないため不正コピーが防止される。 

 コンテンツに“Copy Once”の識別子が入っている場合、１枚のディスクにしかコピー

されないため、著作権が保護される。この Copy Once が実現するには２つの条件がある。

１つは暗号生成用の暗号鍵が破られないこと。もう一つは各々のディスクの固有ＩＤが改

ざんされないことである。固有ＩＤがユーザー側で改ざん可能であると、第２のディスク

の固有ＩＤ「００２番」が「００１番」に変更されてしまう。すると２世代目のコピーを

された第２のディスクの暗号を複写し映像データを再生することができる。固有ＩＤ００

３番のディスクも同様にコピーできるため、事実上無限の２世代コピーが可能となり、大

規模の著作権侵害を許すことになる。 

 従って改ざんされないセキュリティの高い固有ＩＤの記録方法が記録ディスクに求めら

れた。この固有ＩＤのようなセキュリティの高い情報を記録するためのセキュアーな副情

報記録領域が求められた。 

 ROM 型ディスクにおいては工場設備でアルミ等の金属反射膜に記録可能な副記録領域

が求められており、記録型（ＲＡＭ）光ディスクにおいては改ざんされにくい副記録領域

が求められた。そしてこの２つの副記録領域はともにＤＶＤ規格であるため、ＲＯＭ規格

もＲＡＭ規格も全く同一の記録フォーマットである必要があった。 
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１．２．２ セキュアな記録領域に求められる条件と本研究による進展 

 

 この副情報記録領域がセキュアーであるには、 

（１）一般消費者向けのＤＶＤ－Ｒ、ＤＶＤ－ＲＡＭの記録装置で記録改ざんできないこ

と。 

（２）一般消費者向けの記録装置を簡単に改造した装置で記録又は改ざんできないこと。 

が重要である。 

ディスクの量産を実現するには、 

（３）記録容量は最低数十バイト。公開鍵暗号化を考えると１２８バイト以上あること。 

（４）安価に記録できること。 

（５）工場で高速（追加時間４秒／枚）に記録できること。 

（６）データの信頼性が高いこと。 

が重要である。 

 再生装置を低コストで実現するには、 

（７）通常の光ヘッドで再生できること。 

（８）記録ディスクとＲＯＭディスクとも同じ記録フォーマットであること。 

（９）新たな再生回路が不要なこと。 

が求められる。 

以上の要求を全て満たす副記録領域を実現する技術は従来なかった。 

 例えば内周部に磁気記録領域を設けて、副記録領域とする方式も提案されたが磁気記録

の場合、書き替えができるため改ざんが容易であり条件（２）を満たさなかった。また再

生には磁気ヘッドが余分に必要なため、条件（７）を満たさなかった。記録ディスクの内

周部に特別な記録領域を設けて、特殊な変調で副情報を記録する方法もあったが、ＲＯＭ

ディスクで同じフォーマットで実現できないため、条件（８）を満たさなかった。従来技

術で９つの条件全てを満たす方式は提案されていなかったため、光ディスクのセキュリテ

図２０２ ＣＳＳ（Contents Scrambling System）の動作原理 
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ィ面の脆弱性の改善は進んでいなかった。この脆弱性を改善する要素技術としてＢＣＡ

（Burst Cutting Area）を１９９４年に筆者が考案し、ＤＶＤフォーラムに１９９５年に

提案した。 

 この方式の最大の特徴は、筆者により考案された“表面張力記録”によりＲＯＭディス

クの記録再生領域にデータを記録することが可能になった。光ディスクの技術史において

ＲＯＭディスクにデータを記録するのは本方式が最初である。この方式の考案により条件

の（８）のＲＯＭディスクとＲＡＭディスクの共通フォーマットが実現した。 

 このＢＣＡは１９９６年１月にＤＶＤの規格作成団体である DVD Forum１）に提案され

１９９６年８月にＤＶＤ規格に認定され、ＤＶＤ規格書 Ver 1.0〔２１５〕に記載された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 その後ＤＶＤ－ＲＡＭ規格、ＤＶＤ－ＲＷ規格、ＤＶＤ－Ｒ規格に規格化され、光磁気

規格であるＡＳＭＯ規格、青色レーザー用光ディスク規格であるＢＤ（Blu-ray Disk）規

格、ＨＤ－ＤＶＤ規格にも採用された。つまりＢＣＡは１９９６年以降に規格化された主

要な光ディスク規格には全て採用されている。 

 ＢＣＡの発明と実用化により、まず記録型ＤＶＤを用いたデジタル映像データの記録時

における“Copy Once”つまり“１回コピー”が実現した。このＣＰＲＭと呼ばれる“Copy 

Once”機能は米国映画業界を含む著作権保持団体に効果を認められ、“１回のデジタルコ

ピー”が正式に承認された。これにより、デジタルＴＶ放送を記録型ディスクに１回だけ、

合法的に一般消費者が記録できるようになった。これにより日本において、２００３年１

２月より始まった地上波デジタル放送のデジタル録画が可能となり、図２０４に示すよう

にＤＶＤレコーダと記録型ＤＶＤディスクの普及に貢献した。この“１回コピー”した記

                                                 
１） １９９４年に設立されたＤＶＤの規格作成団体、オランダのフィリップス社とフラン
スのトムソン社、米国の Warner 社、日本の松下、ソニー、東芝、日立、パイオニア、ビ
クター、三菱電機の１０社から構成される。（１９９５年時点） 

図２０３ DVD プレーヤの生産台数 

（ＢＣＡ再生機能搭載） 
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録ＤＶＤを再生するためにＤＶＤプレーヤにもＢＣＡ再生機能が搭載された。ＤＶＤプレ

ーヤは図２０３に示すように急速に普及している。 

 またＲＯＭ型ＤＶＤディスクにおいて、ＹＡＧレーザーでランダムに不特定領域に微小

なマークを設けると再度同じ位置にサブミクロン精度で同じマークを形成つまり複製する

ことが困難になる。このことに着目し、このマークを海賊版マークとした海賊版防止方式

を考案した。この海賊版防止方式を採用したＤＶＤ－ＲＯＭディスクが出荷された。生産

開始から５年近く経ち１億枚以上のディスクがされているが、海賊盤ディスクはまだ登場

しておらず情報セキュリティは保たれている。 

 このようにＢＣＡによって記録型光ディスクとＲＯＭ型光ディスクの情報セキュリティ

の脆弱性を大幅に改善することができた。このＢＣＡは、青色レーザーを用いた記録再生

ディスク規格であるＢＤ規格とＨＤ－ＤＶＤ規格にも採用され、より広い範囲で著作権保

護に用いられようとしている。 



 
 

117

第２章 ＢＣＡのマーク形状と記録フォーマット 

 

２．１ はじめに 

 

 配置、形状、変調方式、エラー訂正方式等のＢＣＡの記録フォーマットはＲＯＭディス

クと記録型ディスクでは全く同じである。しかし両者の記録方式は全く異なる。ＲＯＭデ

ィスクの場合は、ＹＡＧレーザーもしくは高出力の半導体レーザーで反射層に欠落部を形

成する「表面張力記録」を用いて記録する。ＲＡＭディスクの場合はアモルファス状態の

相変化材料からなる記録層を結晶化つまり初期化する工程において、初期化しない領域に

比べると初期化した領域の反射率が高くなる。これを利用して、ＢＣＡマークの領域だけ

初期化しないことにより反射率を相対的に低くしＢＣＡマークを形成する。 

まず、この章ではＢＣＡの記録フォーマットについて述べる。 

 

２．２ ディスクへの BCA マークの記録方法とマークの形状 

 

 表面張力記録の記録時には記録時の光ビームは光ディスクに比べて格段に大きいため、

光ディスク上のトラッキング情報を読み取りながら記録することができない。 

 レーザービームが太いこともあり、記録時の位置精度は３０～５０μｍである。最盛時

にトラッキングできないこともあり、半径方向に数百μｍ程度の再生マージンが必要であ

る。そこで半径方向に長いストライプのマークを採用した。ストライプの半径方向の巾を

大きくすると反射膜の残渣が残ることから最も細く記録できる巾である５μｍ～１５μｍ

としたため、マークはバーコード状のストライプとなった。 

 ＢＣＡでは、２枚の基板を貼り合わせたＤＶＤディスクの内側に形成されているアルミ

等の反射膜を半径方向に細長く除去したストライプを、記録情報に応じて最内周の円周に

沿って配列し、図２０６と図２０７に示すようにバーコード状に記録する。アルミ反射膜

を除去したストライプは、２枚の基板を貼り合わせて完成したＤＶＤディスクに収束され

たＹＡＧ等の高出力レーザを照射することによって形成される。ＢＣＡ領域のストライプ

記録部では入射光が透過する。このため光ヘッドを用いてＢＣＡ領域を再生すると、図２

０８のようにストライプ部でゼロレベル近くまで反射光量が落ち、通常のピットを再生し

た信号に比べて振幅が大きく周期が長い信号波形が再生される。この信号をローパスフィ

ルタに通すことによって、ＢＣＡ信号をＤＶＤのピット信号から容易に弁別することがで

きる。 
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AW0Burst Cutting AreaAW0Burst Cutting Area

図２０６ ＢＣＡの外観図（１８８バイトの場合） 

レーザー 

図２０５ ＢＣＡの記録方法 

図２０７ ＢＣＡストライプの形状（顕微鏡写真：５０倍） 
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図２０８ ＢＣＡの再生波形 
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２．３ ＢＣＡの記録フォーマット 

 

２．３．１ ＢＣＡの記録位置 

 

 ＤＶＤ規格では最も内周で光ディスクの半径２２．３ｍｍの記録領域上を光ピックアッ

プからのレーザー光がアクセスできるため半径２２．３mm 以上の記録領域上のデータの

再生が可能である。図２０９に示すように半径２３．９ｍｍより外周部にはデータが記録

されているデータ領域がある。従って２２．３mm から２３．９ｍｍの領域には有意のデ

ータが記録されていないため、この領域にＢＣＡの記録領域を設けた。この領域に記録す

れば、通常の光ヘッドで再生できるため、１．２．２節の要望の（５）を満たす。 

 ＢＣＡは、図２０９に示すように半径２２．３ｍｍから２３．５ｍｍの間にダミーデー

タを記録したピットに重ねて記録される。これは、ＢＣＡ領域をアクセスした時にピット

信号がないと再生装置が誤動作するおそれがあるからである。この配置により、ＢＣＡに

許容範囲内の位置誤差があっても、半径２３．９ｍｍから外周側に記録されているコント

ロールデータ１）領域から最悪条件においても１５０μｍ以上の距離が保たれることになる。

これによって、コントロールデータの信号がＢＣＡ記録によって劣化することが防止され

る。また、ＢＣＡ領域では、アドレスが読めないので、コントロールデータをアクセスし

ようとしたときに、オーバランしてＢＣＡ領域に突入し、位置がわからなくなるという事

態も考えられる。しかしＢＣＡとデータ領域の間にガードバンドが１５０μｍ以上ある。

このガードバンド領域内に光ヘッドがオーバーランしアクセスしてもガードバンド領域に

はアドレスが記録されているため、光ヘッドの位置がわからなくなるという事態を避ける

ことができる。 

 図２１０に示すように、ＢＣＡの各々のストライプは、半径方向の長さが最小１．１５

ｍｍから最大１．６５ｍｍで、円周方向の幅が５μｍから１５μｍの長方形の反射膜が除

去された部分で、信号再生時は低反射部に対応する。このストライプが最大で約２０００

本、円周方向にバーコード状に記録されている。前述の図２０６に示したように、１８８

バイトの場合は、バーコードが円周方向に最大３００度の角度分記録される。 

 ＢＣＡの記録領域にピットのない鏡面部が存在すると反射率が大きくなりＢＣＡの再生

レベルが変動する。これを避けるため、ＢＣＡを記録するように設計されているディスク

の原盤は、ピットの記録を直径４４．５ｍｍの位置より開始することがＤＶＤ規格で定め

られている。こうしてＢＣＡ領域内の半径２２．３ｍｍから２３．４５ｍｍの１．１５ｍ

ｍの範囲には、原盤ピットとＢＣＡの双方が必ず存在することになるため、光ヘッドのフ

ォーカシングが安定する。 

                                                 
１） コントロールデータ：半径２３．９ｍｍから半径２４．０ｍｍまでに記録される。そ
の光ディスクに関する物理属性データ、例えばディスクサイズやディスクの移動等 
のディスクを再生する際に必要な情報が記録されている。 
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図２０９ ＢＣＡのディスク上の配置 

図２１０ ＢＣＡストライプの形状 
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２．３．２ ＢＣＡの変調方式 

 

ＤＶＤの光復調回路は８／１６変調を復調することしかできない。一方セキュアーな副情

報記録領域に対する１番目の要望である通常の記録装置でＢＣＡを記録できないようにす

るには８／１６変調以外の変調方式で記録すればよい。変調を変えた場合、少なくともＰ

ＬＬ機能は使えない。そこでＰＬＬを用いることなく読みとれるように、変調はフェーズ

エンコーディング（ＰＥ）を用い、これをＲＺ記録する方法を考案した。すなわち図２１

１に示すようにデータビット“０”はチャンネルビット“１０”に、データビット“１”

はチャンネルビット“０１”に変換し、このチャンネルビットの“１”に対応してストラ

イプが形成される。ＲＺ記録のパルスデューティ比、すなわちチャンネルビット幅に対す

るストライプの幅の比は５０％以下にしている。データビットの０と１の比率は５０％ず

つであるので、ＢＣＡを読み取るときの反射光量の時間平均の低下は４分の１以下となり、

フォーカス制御は安定に動作する。 

 第２１１図に、記録形態の１例を示す。なお１Ｔのディスク上の長さは３０μｍである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２１１ ＢＣＡのＰＥ変調のＲＺ記録信号 

チャンネルビット

データビット
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1 10 0 0 01 1

1T 3T 2T
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123 

２．３．３ ＢＣＡのデータ構造 
 

 ＢＣＡのデータ構造はプリアンブルフィールドとデータフィールドとポストアンブルフ

ィールドの３つから構成される。このプリアンブルとポストアンブルをデータの前後に設

けることによりデータの再生がより確実になった。 

 

■ＢＣＡのプリアンブルフィールド 

 

 ＢＣＡのプリアンブルフィールドは、ＢＣＡ－Ｓｙｎｋバイト（ＳＢＢＣＡ）に続く４バ

イトの（００ｈ）で構成されている。 

 

■ＢＣＡデータ・フィールド 

 

 ＢＣＡデータ・フィールドにはｎを１２以下の正の整数とすると１６ｎ－４バイトの情報

データ（ｌ０．ｌ１．．．．ｌ１６ｎ－５）、４バイトのエラー検出符号（Ｄ０．Ｄ１．Ｄ２．Ｄ

３）及び１６バイトのエラー訂正符号（Ｃ００．．．Ｃ０３．．Ｃ１０．．．Ｃ１３．．．．Ｃ３０．．．Ｃ

３３）が、この順に記述されている。このフィールドの最初から終わりまで、各４バイトの

前にＢＣＡ－Ｒｅｓｙｎｃ（ＲＳＢＣＡ）が挿入される。ＢＣＡデータ・フィールドの１列

目の４バイト（ｌ０．ｌ１．ｌ２．ｌ３）は将来的な使用のために予約されている。 

 

■ＢＣＡポストアンブル・フィールド 

 

 ＢＣＡポストアンブル・フィールドは BCA-Resync（ＲＳＢＣＡ）に前後をはさまれた４

バイトの（５５ｈ）で構成されている。 
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1byte 4byte 

SBBCA BCA-Preamble (All 00h) 

RSBCA1 
RSBCA1 

RSBCA1 
RSBCA1 
RSBCA2 

: 
: 

RSBCAi-1 

RSBCAi 
RSBCAi 
RSBCAi 

RSBCAi 
RSBCAi+1 

: 

: 
RSBCAn-1 
RSBCAn 

RSBCAn 
RSBCAn 
RSBCAn 

I 0    I 1     I 2     I 3  
I 4    I 5       I 6      I 7  

 
 
 

Information 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 I16n-8    I16n-7       I16n-6    I16n-5 

EDCBCA (4 bytes) 

RSBCA13 
RSBCA13 
RSBCA13 

RSBCA13 

 C 0, 0   C 1, 0   C 2, 0   C 3, 0                
ECCBCA 

 

 C 0, 3   C 1, 3   C 2, 3   C 3, 3 

RSBCA14 BCA-Postamble (All 55h) 

RSBCA15  

 
 
 

5bytes 

1 row 

4n rows 

(1≦n≦12) 

4 rows 

1 row 

1 row 

4 bytes (reserved) 

図２１２ ＢＣＡのデータ構造 
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２．３．４ ＢＣＡのエラー訂正方式 

 

 条件の（１）を満たすにはエラー訂正方式を主記録領域の信号のエラー訂正方式とは異

なるエラー訂正方式を採用する必要がある。また条件の（９）を満たすには光ディスクド

ライブの再生部の１チップマイコンのソフトウェアで処理できる処理量のエラー訂正方式

である必要がある。 

 ＢＣＡのエラー訂正符号は、インタリーブ長４のリードソロモン符号ＲＳ（５２、４８）

とした。ただし、データ量が少ない場合には、残りのデータをすべて“０”とみなして、

記録を省略することができるようにした。したがって、実データ量が少ないときには、演

算の符号長は５２シンボルであるが、実際に記録する長さは短くすることができる。 

 ＢＣＡの再生信号は、再生装置に用いられている１チップマイコンのソフトウェアで、

ＰＥ復調とエラー訂正の２つの処理が可能である。 

 

■ＢＣＡエラー検出符号（ＥＤＣＢＣＡ） 

 

 情報データ（ｌ０．ｌ１．．．ｌ１６ｎ－５）には、４バイトのエラー訂正符号（Ｄ０．Ｄ１．

Ｄ２．Ｄ３）を添付しなければならない。多項式ＥＤＣＢＣＡ（Ｘ）及びＩＢＣＡ（Ｘ）は、次

のように定義する。 

 
 

 EDCBCA(x) = Σ bi･xi  ,  
 
 
 
 IBCA(x) = Σ bi･xi   , 

 

 ここで“ｉ”は、最初を０とし、情報データの最後のバイトのＬＳＢから最初のバイト

のＭＳＢに向かって数えたビット番号で、ｂｉはｉ番目のビットの値を表す。 

 多項式ＥＤＣＢＣＡ（Ｘ）は次のように計算を行う。 
 
 EDCBCA(x) = IBCA(x) mod G(x) , 
 
 ここで、 G(x) = x32 + x31 + x4 + 1 . 

 

■ＢＣＡエラー訂正符号（ＥＣＣＢＣＡ） 

 

 情報データ及びＢＣＡエラー検出符号については、４-way インターリーブを用いたリー

ド・ソロモン型式のＥＣＣを採用する。多項式ＲＢＣＡＪ（Ｘ）及びｌＢＣＡＪ（Ｘ）を次のよ

うに定義する。 

31 

 i=0 

 i=32 

128n-1 
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 RBCAj(X)= Σ Cj, i･X3-i   , 
 
 

 IBCAj(X)= Σ Ij+4i･X51-i +Dj･X52-4n  , 
 
 ここで“ｉｍ”はｍ番目の情報データ・バイトの値を表し、Ｄｋはｋ番目のＥＤＣＢＣＡバ

イトの値を表す。 
 多項式ＲＢＣＡｉ（Ｘ）は、次のように計算を行う。 
 
 RBCAj(X) = IBCAj(X) mod GpBCA(X)  , 
 
 GpBCA(X) = Π ( X + αk )   , 

 

 ここでαは多項式の原ゼロ根を表し、 
 

 Gp (x) = x8 + x4 + x3 + x2 + 1 . 
 
である。 

 i=0 

 i=0 

4n-2 

3 

k = 0 

3 
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２．３．５ ＢＣＡの同期方式 

 

BCA-Sync-Byte（ＳＢＢＣＡ）と BCA-Resync（ＲＳＢＣＡ） 
 BCA-Sync バイト（ＳＢＢＣＡ）は、ＢＣＡプリアンブルの前に置かれる。BCA-Resync
（ＲＳＢＣＡ）は、情報バイトの各４バイトの前、ＥＤＣＢＣＡの前、ＥＣＣＢＣＡの前、及び
ＢＣＡポストアンブルの前後に挿入しなければならない。 
 BCA-Sync バイト及び BCA-Resync は、図２１３に示すようなパターンをもつこととす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SB 
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Recorded in RZ mod. Recorded in PE-RZ mod. 

図２１３ ＢＣＡの同期パターン 
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２．３．６ ＢＣＡの信号規程（ＤＶＤ規格） 

 

 図２１４に示すようにＤＶＤ規格の信号規程を DVD Forum に提案し、ＤＶＤ規格Ｖｅ

ｒ．１．０〔２１５〕に採用された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．４ まとめ 

 

 ＢＣＡのマーク形状として円周方向に比べて半径方向の長さが１００倍長いストライプ

を採用した。ＢＣＡストライプの半径方向の位置はリードイン領域の開始位置より始まり

１２００μｍ外周のデータが実質的に記録されていない位置で終わる。この配置により既

存の光ヘッドでトラッキング制御することなしに安定してアクセスできデータを再生可能

となった。新たなＰＥ－ＲＺ変調方式によりデータ記録効率を高めた。またコンパクトな

エラー訂正方式により、光ディスク再生装置内のマイクロコンピュータで信号を処理可能

となった。このため光ディスク再生装置のコストは殆ど増加しなかった。コストが増えな

いことからドライブメーカーの賛同を得られた。また半径２２．３ｍｍから半径２３．５

ｍｍの領域にＢＣＡを記録しても既存のデータ記録領域に影響を与えないことが確認でき

たためディスク製造会社からも賛同を得られた。この結果１９９６年８月にＢＣＡはＤＶ

Ｄ規格Ｖｅｒ．１．０〔２１５〕に正式に採用された。 

 

 

 

図２１４ ＤＶＤ規格におけるＢＣＡの信号規定 

8.89n±2（μs）

8.89n±1.5（μs）

at 1440rpm（24Hz）
I 14H

I14L

IS

Ground
3.00±1.5（μs）

n=1,2, 3 or 4

(I    +I    )214H

Specification of Signal Level; IS / l 14H ≦0.2 

14L
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第３章 ＹＡＧレーザーを用いたＲＯＭディスクへのＢＣＡの記録方法の検討 

 

３．１ はじめに 

 

 ＲＯＭディスクは Read Only Memory の略で文字通り再生専用で記録できない。１８８

７年に発明されたアナログディスクも１９７９年に発表されたＣＤもＲＯＭディスクであ

る。版を作成し、この版を用いて樹脂等の材料を成形してディスクを製造するため１日に

数十万枚の大量生産が可能である。しかし、記録する機能はなかった。円盤形ディスクは

登場して以来１００年以上経つが、記録できないことが常識であった。しかし、この常識

は１９９５年に筆者によりＢＣＡが考案され、その後、実用化されたことにより覆された。 

 ＤＶＤディスクの副記録領域の記録技術であるＢＣＡが規格化されるに伴い、量産工場

で安定かつ高速にＢＣＡのマークを記録できるＢＣＡ記録装置への要望が強くなった。Ｒ

ＯＭディスク用のＢＣＡ記録装置としては高出力レーザーとしてＹＡＧレーザーを用いる

大量生産に適した方式と高出力の半導体レーザーを使う少量生産に適した方式が考えられ

る。本章ではまずＹＡＧレーザーを用いる記録装置を検討する。 

 

３．２ 円形ビームのＹＡＧレーザーを用いた記録 

 

３．２．１ ＹＡＧレーザーの円形ビームを用いたドット記録方式の検討 

 

 まず、既存の円形ビームの光学系とＹＡＧレーザーを用いてドット状のマークを記録す

る試作１号機を製作した。図２１５に示すようにＹＡＧレーザーをパルス発振させ円形の

ビームをディスク上に照射すると円形の半径１０μｍの穴（ドット）が一定の間隔をおい

てディスクの反射膜上に形成される。レーザーのパルス照射を継続させながら、まず回転

モーターを止めて、ミラーモーターを回転させレーザービームを半径方向に走査させると

ディスク上には半径方向に長い１本のストライプが図２１６のように形成される。 

 １本のストライプの記録が終わるとミラーモーターの回転を止め、回転モーターを矢印

方向に回す。１Ｔ、２Ｔ又は３Ｔの分だけ回転すると、回転モーターを止め、ミラーモー

ターを回転させてレーザービームを半径方向に走査してストライプを記録する。こうして

図２１６に示すようにジグザグ形状のＢＣＡマークが光ディスク上に形成される。 

 図２１７はＤＶＤ規格のＢＣＡストライプを記録した場合のＢＣＡの透過光で観察した

拡大図である。このドット記録方式の問題は記録時間がかかることである。１つのドット

形状の穴を記録することにより、ストライプを形成するため１本のＢＣＡストライプの記

録に数百個のドットが必要となる。１秒間に数百個のパルス発振をさせると１本のストラ

イプの記録に１秒必要となり全てのストライプの記録に２０００秒つまり３０分以上かか

る。従って量産性の面でドット記録方式は適していない。 
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図２１５ ドット記録方式ＢＣＡ記録装置（試作１号機）の構成 

図２１７ ドット記録方式のＢＣＡパターン（透過光照明時） 

図２１６ ドット記録方式のＢＣＡ形状 
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３．２．２ ドット記録方式の信頼性の検討 

 

 また、信頼性を確認するため、記録したディスクに９６時間、湿度９５％、温度７０％

のライフテストの環境で信頼性試験を行ったところ、図２１８のように反射膜の小規模な

剥離が見られた。また別のディスクでは図２１９に示すように反射膜の大規模の剥離も見

られた。 

 以上、工程時間が長いことに加え信頼性が悪いことからドット記録方式は量産工程用Ｂ

ＣＡ記録装置には適してないことが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２１８ ライフテスト後に発生した小規模の剥離 

図２１９ ライフテスト後に発生した大規模の剥離 
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３．３ 線状ビームのＹＡＧレーザーを用いた記録 

 

３．３．１ 線状ビームを用いたライン記録方式の検討 

 

 ディスク工場の生産ラインではディスク１枚あたりの生産時間（タクト）はディスクの

搬送時間を含めて通常４秒である。長さ１．２ｍｍの１本のＢＣＡストライプを記録する

のに円形ビーム方式では図２２０に示すようにレーザーパルスを６００回照射する必要が

あり、１本の記録に０．３秒必要である。これに対し線状ビーム方式は１本のストライプ

を記録するのに１回のパルスを照射するだけであるため、０．５ｍｓでよい。従って１パ

ルスで１ストライプを記録する方法が好ましい。 

 表１１に示すようにＹＡＧレーザーのパルス周波数を２ｋＨｚとすると円形ビーム方式

の場合、全てのＢＣＡを記録するのに２０分かかる。これに対して線状ビーム方式の場合、

１．５秒間で約２０００本のＢＣＡストライプを記録することができる。１．５秒間でＢ

ＣＡを記録できれば、ディスク交換時間を含めても目標の４秒間の工程時間内に収まる可

能性がある。 

 この方式を実現するには、円形のビームをシリンドリカル形（かまぼこ形）レンズによ

り１方向に収束させて、線状のビームに整形させる必要がある。この線状のストライプは

巾が１０μｍ、長さは最低でも１１５０μｍ必要であるため、アスペクト比は約１２０：

１となる。図２２１と図２２２が示すようなビームエクスパンダーとシリンドリカルレン

ズを用いることにより、このアスペクト比を実現することができる。実際の記録マークは

ＢＣＡの端部が矢じりの形状をしているが、巾はほぼ均一に記録されているため規格内に

収まっている。ＢＣＡ記録部のＴＥＭ観察時の巾方向の断面図（２万倍）を図２２４に示

す。図に示すようにＢＣＡストライプ領域のアルミ反射膜は除去され、表面張力により両

側に凝縮されていることがわかる。 

 図２２５は試作したＢＣＡ記録装置の線状ビーム方式の試作２号機の外観写真を示す。

図２２６は光ディスクへの記録部を示す。図２２７は光学ヘッドでディスク面を拡大する

顕微鏡カメラが付加されている。試作２号機により記録したＢＣＡストライプをライフテ

ストにかけたところ記録による記録層と保護層の剥離もなく信頼性面での問題がないこと

が明らかになった。 
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図２２０ 円形ビーム方式と線状ビーム方式の記録パターン 

円形ビーム方式
（マルチパルス）

1.
2m

m

線状ビーム方式
（ワンパルス）

1.
2m
m

10μm10μm

表１１ 円形ビーム方式と線状ビーム方式の比較 

スポット形状

パルス数

加工時間
（2kHzﾚｰｻﾞｰ）

ジッター

円形ビーム方式

φ10μm

線状ビーム方式

600パルス／本

20分（効率50％）

10～15％

10μm×1200μm

1パルス／本

1.5秒

1～3％

（Duty=20％時）
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図２２１ 線状ビーム方式の光学系（斜視図） 

図２２２ 線状ビーム方式の光学系（横断面図） 
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図２２５ 線状ビーム方式ＢＣＡ記録装置（試作２号機） 

図２２３ 線状ビーム方式 BCA 記録装置（試作２号機）の構成 
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図２２４ BCA 記録部の横断面のＴＥＭ観察図（２万倍） 

0.2μm
0.05μm0.2μm

Substrate

Al
Al

After Laser Marking

Before Laser Marking

Non Reflective Area 
( 11μm）

Substrate

Marking

0.05μm

0.2μm
0.05μm0.2μm

Substrate

Al
Al

After Laser Marking

Before Laser Marking

Non Reflective Area 
( 11μm）

Substrate

Marking

0.05μm



 
 

136 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２２６ 光ディスクの記録部 

図２２７ ＢＣＡ記録装置の光ヘッド部 
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３．３．２ ＹＡＧレーザーのビームプロファイルと焦点深度 

 

 ＢＣＡストライプを規格値通りに記録するにはＹＡＧレーザーのビームプロファイルを

整える必要がある。ＢＣＡストライプの大きさは１０μｍ×１２００μｍの長方形である。

図２２８に光ディスクの記録層に結像したレーザービームのＢＣＡストライプの長手方向

の強度分布を示す。図に示すように両端の強度がやや強いが１．２ｍｍの長さにビームが

ほぼ均一に分布している。ＢＣＡストライプの外側に不要なビームが存在するが、このビ

ームをスリットにより除去することができるため、記録されることはない。図２２９（ａ）

～（ｋ）はレーザービームのストライプの幅方向の強度分布を示す。図２２９（ｆ）に示

すように幅方向の強度分布の半値巾をみるとビームの幅は５μｍである。実際の工程では

記録パワー不足による、かすれを防ぐため強度を強くした条件で記録するため、記録され

るストライプの幅は５μｍ以上になる。ＢＣＡの幅に関するＤＶＤの規格値は、約５μｍ

～１５μｍであるためＢＣＡの幅は余裕をもって規格値内に収めることができる。図２２

９（ｆ）は光ビームの焦点が合った状態を示す。図２２９（ａ）～（ｅ）は光ヘッド側に

各々－６０μｍ、－５０μｍ、－４０μｍ、－３０μｍ、－２０μｍ焦点をずらした場合

のビームの強度分布を示し、図２２９（ｇ）～（ｋ）は各々＋１０μｍ、＋２０μｍ、＋

３０μｍ、＋４０μｍ、＋５０μｍ光ヘッド側に焦点をずらした場合の記録層上に結像す

るレーザーの強度分布を示す。この図から－４０μｍ～＋４０μｍの範囲内であれば、レ

ーザービームの記録膜上の強度分布が乱れないため安定して記録できることがわかる。焦

点調節のマージンつまり焦点深度は－４０～＋４０μｍの８０μｍあることがわかる。デ

ィスクの１周分の面ブレが±４０μｍ以内であれば自動焦点機能なしでもＢＣＡを記録で

きる。このため、実験記録装置（試作２号機）では自動焦点機能を省略することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２２８ 楕円ビームの長手方向の強度分布 
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 図２２９ 楕円ビームの幅方向の強度分布 

（ａ）ｄ＝－60μｍ （ｂ）ｄ＝－50μｍ 

（ｃ）ｄ＝－40μｍ （ｄ）ｄ＝－30μｍ 

（ｅ）ｄ＝－20μｍ （ｆ）ｄ＝0μｍ 

（ｇ）ｄ＝＋10μｍ （ｈ）ｄ＝＋20μｍ 

（ｉ）ｄ＝＋30μｍ （ｊ）ｄ＝＋40μｍ 

（ｋ）ｄ＝＋50μｍ 
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３．３．３ ＹＡＧレーザーのパワーとＢＣＡストライプ巾の検討 

 

 図２３０に示すようにレーザーパワーを下げるとＢＣＡストライプの線幅がレーザービ

ームの幅である５μｍに近づき、レーザーパワーを上げるとＢＣＡストライプの線巾が増

える。ＤＶＤ規格ではＢＣＡの線幅はおよそ５μｍから１５μｍの範囲に入るように規定

されている。図２３０に示すように一層ディスクにＢＣＡを記録する場合、レーザー電流

を１６Ａから２１．５Ａの間に設定することによりＢＣＡの幅がＤＶＤの規格値内に収め

ることができる。２層ディスクに記録する場合は１層目の記録層によりレーザー光が吸収

されるため一層ディスクに比べると１Ａ～２Ａ大きいレーザーを投入する必要がある。２

層ディスクにＢＣＡを記録する場合はレーザー電流を１８Ａから２３Ａの範囲に設定する

ことによりＢＣＡの幅をＤＶＤの規格値内に収めることができる。以上から、ＢＣＡを記

録する場合のレーザーのパワーマージンが大きいといえ、生産時の幅寸法の不良率が低い

ことが予想される。 
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図２３０ レーザー電流とＢＣＡストライプの幅の関係 
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３．４ 高出力レーザーを用いたＲＯＭディスクへのＢＣＡ記録の原理 

 

 短い工程時間が要求される場合はＹＡＧレーザーを用いて高速記録する方が費用効率が

よい。一方長い工程時間でよい場合は高出力の半導体レーザーを用いて低速記録する方が

費用効率がよい。まず高速記録の場合を説明すると、完成したＤＶＤディスクの読み取り

側の面からＹＡＧレーザ（波長１０６４ｎｍ）をアルミ反射膜に収束すると、反射膜を部

分的に除去することができる。これは、波長１０６４ｎｍのＹＡＧレーザ光に対して、基

板はほとんど透明であるために、投入エネルギーのほとんどが反射膜上に集中し、アルミ

反射膜がこれを吸収して溶融するからである。 

 電子顕微鏡を用いて、ＢＣＡ記録部の状況を観察した。図２３１（ａ）、（ｂ）、（ｃ）は、

ＢＣＡストライプの凝集部の円周方向の断面の透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）観察像である。

図２３２は、図２３１（ｂ）に対応して各部を模式的に示したものである。点線枠内が図

２３１（ａ）と同じ領域を示す。 

 約５００Åの膜厚の反射膜が、１０μｍの幅でほぼ完全に除去されている。ストライプ

部の周辺部には１５００～２０００Åの厚さで数μｍ幅にわたって、アルミニウムが凝集

している。ＴＥＭ観察結果より、各部の体積を計算したところ、ストライプ形成部分から

除去されたアルミニウムの体積とこの凝集部で増加したアルミニウムの体積はほぼ同じで

あることがわかった。 

 この結果から、アルミ反射膜の除去部生成される原理を述べる。図２３３の（ａ）のよ

うに、まずレーザを照射し、次に（ｂ）に示すように照射した部分の金属反射膜が融点ま

で温度上昇し溶融する。（ｃ）に示すように液相状態になった金属が表面張力で両側に移動

して盛り上がる。（ｄ）に示すように照射が終わると溶融部分が冷却され両側が土手のよう

に盛り上がったまま金属が固まる。こうして中央部の金属反射膜が除去され反射膜がスト

ライプ状に除去され、マークの記録が行われると考えられる。図２３５（ａ）に示すよう

にＤＶＤのような２枚貼りあわせディスクにＢＣＡを記録した場合、反射膜が完全に除去

され、ＢＣＡのストライプが形成される。しかしＣＤのような単板ディスクでは反射膜が

分散するだけで、形状の良いＢＣＡストライプは形成されない。従ってＢＣＡは２枚貼り

合わせたディスクでのみ起こる現象であることがわかる。ＤＶＤが登場するまでは単板デ

ィスクであったため表面張力記録の現象が発見されなかったと思われる。その結果１９９

５年に筆者により世界で初めて表面張力記録が発見された。２枚貼り合わせディスクの場

合は上下２枚の基板で記録部が囲まれるため実質的に密閉容器が形成される。この密閉容

器の中で金属が融解するため移動が制限され周囲に飛び散らないで液相状態で残ると考え

られる。このため境界がはっきりした表面張力記録が起こると考えられる。金属もしくは

接着層の溶融時もしくは昇華時に発声する内圧により、上下の基板もしくは接着層が変形

し密閉容器の体積が増える。体積が増えるため、両側の土手のような盛り上り部が形成さ

れると考えられる。記録後も密閉容器の中にＢＣＡは残るため、外部環境から隔離される。
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外部の湿度等の影響を受けないためライフテストを行っても高い信頼性が得られると思わ

れる。 

 レーザー光で、この領域を読みとるとこの欠落部は反射率が低いために図２３４に示す

ようにマークの箇所のみ間欠的に反射光が落ち込んだ波形が観測できる。波形図から明ら

かなように、このマークを通常の光ヘッドと再生回路でデジタル信号に変換することは容

易である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２３１ ＢＣＡ記録部の断面の透過電子顕微鏡写真（２万倍） 

（ａ）ＢＣＡの凝集部 

（ｂ）通常記録時 

（ｃ）パワーを弱くした場合 
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図２３２ ＢＣＡの円周方向の断面の概略図 

B C Aストライプ部（10μm ） 2μm

TE M 写真部（図231(a)）

凝集部
反射膜

凝集部（1500Å厚）

反射膜（500Å厚）

図２３３ 表面張力記録の記録原理 

Step1:

反射膜の除去

反射膜の融解

BCAストライプの形成

レーザー照射

透明基板

反射層

接着層

基板

0.6mm
0.05µm
50µm

0.6mm

（ａ）ステップ 1

（ｃ）ステップ 3

（ｂ）ステップ 2

（ｄ）ステップ 4

表面張力
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図２３４ ＢＣＡの再生波形 

×750
12μm

×750
18μm

図２３５ ＤＶＤとＣＤにＢＣＡを記録した場合のＢＣＡストライプ 

（ａ）２枚張り合わせディスク 

（ＤＶＤ） 

（ｂ）単板ディスク 

（ＣＤ） 
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３．５ ＢＣＡ記録ディスクの信頼性の検討 

 

３．５．１ ＢＣＡ記録による基板への影響 

 

 ＢＣＡの表面張力記録では金属の融点まで温度が上がる。このため基板と保護接着層へ

の熱の影響がないことを確認しておく必要がある。 

 ＴＥＭによりＢＣＡ記録部を観察したところ、ポリカーボネート基板部のＢＣＡ記録に

よる変形もしくは損傷はほとんどみられない。これは反射膜の記録時の熱により、ＰＣ基

板が変形や損傷することを避けるため、記録光源としてＣＷ－Ｑスイッチ型ＹＡＧレーザ

を用いて、短時間の出力の高いパルスレーザ光を照射しているからである。１００ｎｓ以

下の短いパルス幅のＹＡＧレーザの照射では、熱が基板を破壊する前に表面張力記録が完

了するものと思われる。また、アルミ反射膜の保護層となる接着層への損傷の発生は、図

２３６にみられるように、光学顕微鏡で見る限りほとんどみられない。しかしながら、Ｃ

Ｄ－ＲＯＭ等の単板型のＲＯＭディスクに同様にＢＣＡ記録を試みたところ、記録に伴い

反射層の外側に形成された保護層が記録により部分的に損傷を受けた。ＤＶＤにおいては、

２枚の基板を貼り合わせたサンドイッチ構造の中に保護接着層が形成されている。つまり、

ポリカーボネート製の密閉容器の中でアルミニウム等の反射膜の溶融が起こり、熱記録に

伴う機械的変形が２枚の基板により制限されるため、大きな損傷が発生しないと考えられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２３６ ＢＣＡ記録部の断面 

基
板

基
板

保
護
層

反射膜

BCA BCA BCA
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３．５．２ ＢＣＡ記録ディスクの信頼性テスト 

 

 信頼性を確認するため、ＢＣＡ記録後のディスクの９６時間のライフテストの環境試験

を行った。９６時間の環境試験の前に、ＢＣＡ記録ディスクと未記録ディスクの、ディス

クのそり、ディスクの複屈折等のディスクの基板特性と、再生信号品質（ジッタ）を測定

した。これらのディスクを７０℃、９５％、９６時間の環境試験を施した後、再び同じ項

目のデータを測定した。その後、このディスクを破壊し、錆等の変質を調べるため、ＢＣ

Ａ断面部を走査型電子顕微鏡と透過型電子顕微鏡による観察と電子線回折の測定を行った。 

 ９６時間環境テストの結果を表１２に示す。図２３７にライフテスト後のＢＣＡ記録デ

ィスク通常ディスクの半径方向のチルト角の変化を測定したが、ＢＣＡの記録による影響

はなかった。またＢＣＡに伴うディスクのそりや複屈折の増加といった、ディスクの基板

に対する影響はほとんどみられなかった。また、図２３８と図２３９に示すようにＢＣＡ

記録部より１００μｍ離れた位置のジッタ増加分は、環境試験の前も後もＢＣＡ非記録部

と比べて０．０５％多いだけであった。ＢＣＡ記録部のアルミ反射膜の錆の発生を調べる

ため、環境テストの後、破壊テストを行った。ＴＥＭ観察や電子線回折の測定をを行い、

ＢＣＡ記録端面部のアルミの酸化物がないことを確認した。図２４０の原理図に示すよう

に、２０万Ｖの電子ビームを試料に照射すると金属結晶の格子と干渉して回折電子が反射

され写真上に回折パターンが記録される。電子回折パターンの半径ｒはカメラ長をＬ、結

晶面の間隔をｄ、電子線の波長をλとすると、Ｌλ=ｒｄとなる。図２４１は、９６時間

ライフテスト後の光ディスクの反射膜から採取した金属アルミの電子線回折パターンを示

す。図２４１（ａ）ではアルミの（１１１）面と（２００）面と（２２０）面の回折像が

得られている。図２４１（ｂ）ではアルミの（１１１）面と（２００）面の回折像が得ら

れているが、格子の角度が異なるため（２２０）面の回折像は現れていない。図２４１（ｃ）

では（１１１）面と（２２０）面、図２４１（ｄ）では（２００）面と（２２０）面の回

折像が得られている。これらはアルミ金属そのものの回折像であり、アルミの酸化物の回

折パターンは現れなかったためアルミ酸化物は存在していないと考えられる。このことに

よりアルミ反射膜にＢＣＡを記録したディスクに９６時間加速ライフ試験を行っても、Ｂ

ＣＡ記録部のアルミ反射膜は酸化されないことが明らかになりＢＣＡ記録部の信頼性が高

いことが明らかになった。また、走査型電子顕微鏡による観察の結果、ＢＣＡ記録部の保

護層の変化も認められなかった。 

 以上の結果、ＤＶＤ規格の完成ディスクへの、今回開発したＢＣＡ記録方式の適用は、

ＤＶＤディスクの信頼性を満たすものであることが実証された。これは、ＤＶＤ規格ディ

スクが２枚の基盤を貼り合わせた密閉構造の中にＢＣＡが記録されることと、ＢＣＡ記録

が短いパルス幅のＹＡＧレーザによる反射膜の溶融記録であるためダメージが少ないこと

によると考えられる。 
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表１２ 信頼性試験の結果の比較 

９６時間、９５％、７０℃環境条件

な しな し反射層の変化

－６．６５ｎｍ－４．２３ｎｍリターデーション変化

＋０．０７８度＋０．０８５度チルト角の変化

ＢＣＡ未記録ディスクＢＣＡ記録ディスク

９６時間、９５％、７０℃環境条件

な しな し反射層の変化

－６．６５ｎｍ－４．２３ｎｍリターデーション変化

＋０．０７８度＋０．０８５度チルト角の変化

ＢＣＡ未記録ディスクＢＣＡ記録ディスク
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図２３９ ライフテスト後のジッター増加分 

100 µm 150 µm 200µm R=24mm100 µm 150 µm 200µm R=24mm

BCAからの距離（µm）
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図２３８ ＢＣＡ非記録領域のＢＣＡ記録によるジッター増加分（ライフテスト前） 
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電子線
（２０万Ｖ）

写真（フィルム）

電子回折パターン

透過電子
回折電子

試料

カメラ長
（L）

面間隔（d）

ｒ

電子線（波長λ）

原子

結晶面の間隔（d）に対応した条件のみ
反射が起こる（＝電子回折）

Lλ＝ r d 

関係式

回折電子 結晶面

アルミ金属

図２４０ 電子回折写真の原理 

図２４１ ライフテスト後の反射膜の電子回折パターン 

（ａ） （ｂ） 

（ｃ） （ｄ） 
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３．５．３ 傷と指紋のＢＣＡ再生信号の影響 

 

 図２４２（ａ）に示す大きな傷をつけた場合、図２４２（ｂ）に示すように２本のＢＣ

Ａストライプの再生信号に影響が出た。しかし、このような欠落はエラー訂正により修正

される。 

 次に図２４３（ａ）の再生信号波形に示すような指紋がないディスクに指紋をつけた。

指紋部のＢＣＡ再生信号は図２４３（ｂ）に示すように低域通過フィルタを通したような

波形になり、指紋の影響は全くないことがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.8 mm 
（ａ）ディスク基板上の傷の大きさ （ｂ）傷部を再生した時の信号 

図２４２ 傷によるＢＣＡ再生信号への影響 

（ａ）指紋がない時の再生波形 （ｂ）指紋がある時の再生波形 

図２４３ 指紋をつけた場合のＢＣＡ再生信号 
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３．６ まとめ 

 

 まず円形ビームのＹＡＧレーザーを搭載した実験機（試作１号機）を用いてＢＣＡデー

タをＲＯＭ型光ディスクに書き込むことに成功した。本研究により世界で始めて、ＲＯＭ

ディスクにデータを記録することが確認された。次に円形ビームを線状ビームに変えるこ

とによりＢＣＡの記録時間が２０分から１．５秒へと大幅に短縮された。透過電子顕微鏡

の観察により、記録原理を明らかにするとともに基板の損傷がないことを確認した。各社

のディスクにＢＣＡを記録したテストディスクにライフテストを行いディスクの信頼性が

低下しないことを確認した。次の実験機（試作２号機）により焦点深度や記録パワーにマ

ージンがあることが明らかになり、量産生産用の基礎技術が確立できた。 
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 第４章 量産用ＲＯＭ－ＢＣＡ記録装置の検討 

 

４．１ はじめに 

 

 ＤＶＤディスクの個別情報記録技術であるＢＣＡの規格化に合わせて、安定かつ高速に

バーコードを追記できる高速記録装置の実用化研究を行なう。 

 ＢＣＡ記録装置には、次の機能を満たすことが求められている。 

（１）ＤＶＤ規格のＢＣＡフォーマットを安定して記録できること。 

（２）ＤＶＤディスク製造工場の製造タクト時間（４秒）以内の高速処理ができること。 

（３）シリアル番号を記録したときに失敗によるシリアル番号の欠番を最小限にすること。 

（４）誤ったディスクにＢＣＡを記録することを回避できること。 

 

 以上の要求を満たす量産用ＢＣＡ高速記録装置の実用化を検討する。光源としてはＹＡ

Ｇレーザーと高出力半導体レーザーを用いた２つの方式を検討する。 

 

４．２ ＹＡＧレーザーを用いた量産用ＢＣＡ記録装置の検討 

 

 まず光源としてＹＡＧレーザーを用いた方式を検討する。ＹＡＧレーザーは光源の出力

が大きいため１台で総工程時間４秒以下を実現する可能性がある。 

 

４．２．１ 量産用ＢＣＡ記録装置の仕様 

 

 線状ビームのＹＡＧレーザーを用いてＢＣＡを高速に記録する実験用記録装置（試作２

号機）は、表１３の左項に示すように１枚のディスクにＢＣＡを記録するのに５～１０秒

要する。総工程時間であるタクト４秒を実現するには記録時間を１枚２秒以下に短縮する

必要があるため要求仕様を満たしていない。ＤＶＤのディスク工程の１枚あたりの工程時

間すなわちタクトは図２４４に示すように４秒である。 

 また、試作２号機にはオートフォーカス機能が付いていなかった。実験段階では、ディ

スクを変える毎に毎回焦点調整を行なうことと、面ブレの少ないディスクを選んで記録す

ることで対応していた。しかし量産段階で登場する面ブレの大きいディスクに記録するこ

とができなかった。またディスクの交換を手で行なうため速いタクトでＢＣＡを記録する

ことができなかった。 

 以上の点を改善するため、まず光学系を改善して光の利用効率を向上させるとともにＹ

ＡＧレーザーの出力を上げた。この改善により２ｋＨｚの発振を行ない表１３の右項に示

すように２秒以下でＢＣＡを記録することが可能となった。次に焦点検出光学系を新たに

設けるとともに、ターンテーブル台の昇降装置を追加することにより、自動的に焦点調節
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が可能となった。そして、ロボットハンドをつけることにより自動的にディスクの搬入、

搬出が可能となり１枚あたりの生産時間を４秒以下に短縮することができた。表１４に詳

しい最終仕様を示す。最終仕様では記録されたＢＣＡデータを検査する光検出ヘッドと、

検査して不良ディスクと判明したディスクを排出する排出機構を追加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１３ 実験用記録装置と量産用記録装置の仕様の比較 

Ｄ900×Ｗ1200×Ｈ1200Ｄ900×Ｗ1200×Ｈ1200サイズ

通信又はフロッピーディスクフロッピーディスクＢＣＡデータの入力方法

ありなし自動焦点

±３０～４０μｍ±３０～４０μｍ焦点深度

２３．５±５０μｍ２３．５±５０μｍＢＣＡの位置（外周側）

自動手動ディスク枚数

４秒以下（搬送を含む）総工程時間／枚

１．５秒～２秒５～１０秒ＢＣＡ記録時間

ＣＷ－ＱスイッチＹＡＧ

（λ＝１．０６μｍ）
ＣＷ－ＱスイッチＹＡＧ

（λ＝１．０６μｍ）
レーザー

量産用記録装置

（試作３号機）
実験用記録装置

（試作２号機）

Ｄ900×Ｗ1200×Ｈ1200Ｄ900×Ｗ1200×Ｈ1200サイズ

通信又はフロッピーディスクフロッピーディスクＢＣＡデータの入力方法

ありなし自動焦点

±３０～４０μｍ±３０～４０μｍ焦点深度

２３．５±５０μｍ２３．５±５０μｍＢＣＡの位置（外周側）

自動手動ディスク枚数

４秒以下（搬送を含む）総工程時間／枚

１．５秒～２秒５～１０秒ＢＣＡ記録時間

ＣＷ－ＱスイッチＹＡＧ

（λ＝１．０６μｍ）
ＣＷ－ＱスイッチＹＡＧ

（λ＝１．０６μｍ）
レーザー

量産用記録装置

（試作３号機）
実験用記録装置

（試作２号機）

図２４４ ＤＶＤのディスク製造工程におけるＢＣＡ記録工程 

タクト＝４秒
成形成形

スパッタリング

スパッタリング貼り合わせ

貼り合わせ検査検査

印刷印刷
ケース

入れ

ケース
入れ

ＢＣＡの記録

ＢＣＡの記録
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４．２．２ 量産用高速記録方式の検討 

 

 ＢＣＡの量産記録用装置（試作３号機）では、表１４に示したようにＣＷ－Ｑスイッチ

型ＹＡＧレーザを用いて短時間に出力の高いパルスレーザ光を照射することにより記録す

る。半径方向の長さ１．３ｍｍ、円周方向の線幅役１０μｍのＢＣＡストライプを、規格

に定められたパターン（間隔：１Ｔ、２Ｔ、３Ｔ、４Ｔの組み合わせ）に従って記録する。

図２４５に示すように、レーザ発振器から出たレーザ光をラインビーム成形光学系でライ

ン状に成形し、１パルスのレーザ照射で１本のＢＣＡストライプを形成する。バーコード

のパターンは、ロータリエンコーダで検出されるディスクの回転角度信号と、ＢＣＡパタ

ーンジェネレータで作成したパターンデータを基に、レーザパルスコントローラでレーザ

発振器のパルス（Ｑスイッチ）を外部変調することにより作成する。図２４６に量産用記

録装置（試作３号機）の外観を、図２４７に実際に記録したＢＣＡの拡大写真を示す。 

 レーザ光源には松下電器製のランプ励起式ＣＷ－Ｑスイッチ型ＹＡＧレーザを用いた。 

 記録方式は前述のとおりで、装置内のディスク搬送は回転板式搬送機構を用い、タクト

時間４秒（記録２秒＋搬送２秒）／枚を実現した。 記録精度はＢＣＡの規格を満足する

表１４ 量産用記録装置の最終仕様 

ＢＣＡ記録前 ：原盤番号読取り照合
ＢＣＡ記録後 ：ＢＣＡデータ読取照合

不良ディスク取出機能付

検査機能

本体 ：Ｗ１２００×Ｄ９００×Ｈ１２００ｍｍ
電源 ：Ｗ３５０×Ｄ７５０×Ｈ１４５０ｍｍ

サイズ（ｍｍ）

ピッチ：線幅中心間 ３０×ｎ±５μｍ
エッジ間 ３０×ｎ±６．７μｍ

（ｎ＝１、２、３、４）

線幅 ：１０±５μｍ

半径方向 ：外周側２３．５±０．０５ｍｍ
：内周側２２．１±０．２ｍｍ

加工精度

４秒／枚 （搬送２秒＋記録２秒）タクト時間

ＣＷ－ＱスイッチＹＡＧ （λ＝１．０６μｍ）レーザ光源

片面式ＤＶＤ－ＲＯＭディスク （１層、２層）対象ディスク

仕 様項 目

ＢＣＡ記録前 ：原盤番号読取り照合
ＢＣＡ記録後 ：ＢＣＡデータ読取照合

不良ディスク取出機能付

検査機能

本体 ：Ｗ１２００×Ｄ９００×Ｈ１２００ｍｍ
電源 ：Ｗ３５０×Ｄ７５０×Ｈ１４５０ｍｍ

サイズ（ｍｍ）

ピッチ：線幅中心間 ３０×ｎ±５μｍ
エッジ間 ３０×ｎ±６．７μｍ

（ｎ＝１、２、３、４）

線幅 ：１０±５μｍ

半径方向 ：外周側２３．５±０．０５ｍｍ
：内周側２２．１±０．２ｍｍ

加工精度

４秒／枚 （搬送２秒＋記録２秒）タクト時間

ＣＷ－ＱスイッチＹＡＧ （λ＝１．０６μｍ）レーザ光源

片面式ＤＶＤ－ＲＯＭディスク （１層、２層）対象ディスク

仕 様項 目
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もので、ディスクの厚みやばらつきやそり、うねりの影響を抑え、記録精度を確保するた

め、レーザフォーカス式変位計の信号を基に昇降モータによりディスクターンテーブルと

モータを上下させるリアルタイムオートフォーカス機能を搭載した。 

 ディスクの製造工程におけるＢＣＡ記録は、ディスクが完成した後、つまり印刷工程の

後の工程になる。ＢＣＡはＤＶＤ規格のオプション規格であるため、ＢＣＡ記録装置はス

タンドアロン型とし、前後の工程とはスタックポール単位で作業者がディスクをやりとり

する形態とした。 

 すでに述べたように、ＢＣＡはＤＶＤディスクへの個別情報記録であり、データの誤り、

例えばシリアル番号の重複等は致命的である。このため記録装置には検査機能を設け記録

位置と同一半径上に光検出ヘッドを配し、記録したＢＣＡデータに誤りがないかをリアル

タイムで照合する機能をもたせている。ＢＣＡデータが誤っている場合は排除し、同じデ

ータを次のディスクに記録するので、シリアル番号の欠番は避けられる。また、間違った

ロットをセットしたときに全数不良になることをさけるため、ＢＣＡ記録の前段階で、デ

ィスク中央部にあらかじめマーキングされた原盤番号を画像認識により読み取り、照合す

る機能も備えている。これらの検査機能により不良と判別されたディスクは不良専用のス

タックポールに蓄えられる。 

 この量産用ＢＣＡ記録装置はディスク製造会社に応じて仕様を変えて量産工場に納入さ

れ、国内外の工場でディスクの量産に用いられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２４５ 量産用記録実装装置の構成 
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図２４７ ＢＣＡストライプ部の拡大写真 ５０倍 

図２４６ 量産用ＢＣＡ記録装置（試作３号機）の外観 
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４．２．３ 記録マークの位置精度 

 

 ＤＶＤ規格ではディスクの互換性を保つためＢＣＡの位置精度が規定されている。この

規定の許容範囲を超えると不良ディスクとなり工程の歩留まりを低下させるため、ＢＣＡ

記録装置には厳しい記録位置の精度が求められる。 

 ＢＣＡ記録装置の記録精度に関して、半径方向の位置精度、円周方向のピッチ精度の２

項目に分けて評価を行った。 

 図２４８は半径方向の位置精度の測定結果で、光学顕微鏡を用い、バーコード外側のエ

ッジをディスク１枚について１０ヶ所、１０枚分測定した。半径の基準となる点はディス

クの中心穴の周上３点の座標を測定し計算で求めた。測定結果はＤＶＤ規格で規定されて

いる仕様値２３．５±０．０５ｍｍを満足している。 

 ＢＣＡの円周方向の位置精度であるジッタの測定結果は、最大間隔４Ｔで３％以下であ

った。図２４９に示すようにこの値はピッチ１２０μｍで３．６μｍ以下の誤差に相当し、

エッジ間のピッチ誤差のＤＶＤ規格の仕様値±６．７μｍ以下を満足している。なお、Ｄ

ＶＤ－ＲＯＭドライブの各メーカーにおいて、ＳＦＦ－８０９０１）で定義されたＢＣＡ再

生コマンドを用いて、この装置で記録したＢＣＡ評価ディスクの再生互換試験を行い、問

題なく再生できることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
１） ＳＦＦ－８０９０ 光ディスクドライブのコンピュータのＣＰＵの間のインターフェ
ースを決めた規格でＡＴＡＰＩコマンド等が定義される。 

図２４８ ＢＣＡストライプ外端部の半径方向の位置精度 
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４．２．４ 量産時のＢＣＡの記録時間 

 

 ＢＣＡの容量は最小値が１２バイトで最大値は１８８バイトである。容量が大きいほど

ＢＣＡストライプの本数が多くなるため記録時間が長くなる。またＹＡG レーザーのパル

ス周波数が高い程、単位時間あたりに記録できるＢＣＡストライプの記録本数が増えるた

め記録時間が短くなる。図２５０にパルス周波数毎のＢＣＡ容量と記録時間の関係を示す。

図からパルス周波数が２ｋＨｚの場合、１８８バイトのＢＣＡストライプを２秒で記録で

きることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２５０ ＢＣＡ記録に要する時間 
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図２４９ ＢＣＡの円周方向の記録精度（ジッター）の測定結果 
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４．３ 高出力半導体レーザーを用いた記録方式の検討 

 

 ＹＡＧレーザー方式ＢＣＡ記録装置は１９９７年に量産用として実用化され、大量生産

用に用いられた。ＢＣＡの用途の拡大に伴い高出力半導体レーザー方式ＢＣＡ記録装置が

登場し、少量から中規模の生産に用いられる。 

 

４．３．１ 高出力半導体レーザー方式の必要性 

 

 ＹＡＧレーザーを用いてＤＶＤ等のＲＯＭディスクに記録する方式は１枚あたり２秒間

で記録できディスク工場の工程時間４秒で記録できるとともに、ディスクのロットＮｏが

識別できるため誤ったタイトルのディスクへのＢＣＡの記録を防止できる。またＢＣＡを

再生して正しい値をチェックする検査もリアルタイムでできるため、不良品は外部に搬出

されない。このように完成された装置であったが、ＹＡＧレーザーのコストが高い上に付

加機能が含まれていたため１台のコストが４０～５０万ドルであり、大量生産には適して

いたが初期投資が大きいため、少量生産用には適していなかった。 

 ＲＯＭ用のＢＣＡはＨＤ－ＤＶＤ規格では必須規格であったが、ＤＶＤ規格、ＢＤ

（Blu-ray Disc）規格ではオプション規格であった。オプション規格のため生産の立ち上

がり時の生産枚数は多くなく、ＹＡＧレーザー方式ＢＣＡ記録装置では移動率が低いため、

１枚あたりの記録コストが高かった。そこで少量生産に適した高出力の半導体レーザー方

式記録装置への要望が強くなった。 

 

４．３．２ 高出力半導体レーザー方式記録装置の構成 

 

 ＤＶＤ－ＲＡＭディスクではＤＶＤ－ＲＡＭディスクの初期化（イニシャライズ）を行

うため出力５Ｗの波長６８０ｎｍのラインビームの赤色半導体レーザーが用いられている。

この装置のレーザーを収束させ、ディスク面上で長手方向の長さが４０μｍ程度のライン

ビームをアルミ反射膜上に照射しながらディスクを回転すると、ＲＯＭ用ＢＣＡの小スト

ライプを間欠的に記録することができる。同じ半径角度上にこの小ストライプを記録しな

がら光ヘッドを外周方向に移動させると図２５６（ｂ）に示すように小片が順次連結され

ていき、最終的に長さ１２００μｍ、幅１０μｍのＢＣＡストライプが記録される。図２

５１に光学系の構成を示す。 

 

 図２５２の（ａ）、（ｂ）が各々ＹＡＧレーザー方式と半導体レーザー方式の記録装置の

外観であり、（ｃ）、（ｄ）はＹＡＧレーザーと半導体レーザーの外観図を示す。図から明ら

かなように、半導体レーザーに変更することにより１枚あたりの記録時間は長くなるが大

幅に小型化することができる。 
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図２５１ 半導体レーザー方式記録装置の光学部の構成 
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図２５２ ＹＡＧレーザー方式と半導体レーザー方式の記録装置の比較 

（ｂ）高出力半導体レーザー（5000 ドル）

（ａ）ＹＡＧレーザー方式記録装置 （ｂ）半導体レーザー方式記録装置 

（ｃ）ＹＡＧレーザー（８万ドル） 
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４．３．３ 半導体レーザー方式で記録したＢＣＡの再生波形 

 

 図２５３はＹＡＧレーザー、半導体レーザーを用いてＢＤ規格のＲＯＭディスクにＢＣ

Ａの記録した時のＢＣＡの再生波形を示し、（ａ）と（ｂ）が生の再生波形、（ｃ）と（ｄ）

が５００ｋＨｚのＬＰＦを通過した後の再生波形を示す。図２５３（ａ）をみるように再

生波形の底部の波形の中で最大のピーク値をＩＳとする。そして再生波形の最大値をＩＳＨ

とすると、 

 

 
5

ISH ＞ＩＳ -------------------（１） 

 

が、ＤＶＤ規格の信号規定である。（ａ）のＹＡＧレーザーで記録した場合の再生波形はＤ

ＶＤ規格の信号規定を満足する。しかし（ｂ）の半導体レーザーで記録した場合の再生波

形は図で見るように２本のスパイク信号が発生するためＩＳは大きくなり波形は、 

 
5

ISH ＜ＩＳ 

となり、ＤＶＤ規格の信号規定を満たさない。この理由はＹＡＧレーザーに比べて半導体

レーザーの方が単位時間に投入されるレーザーパワーが圧倒的に小さく、照射時間が長い。

このためＢＣＡの表面張力記録時に、部分的に溶融しない部分ができるためスパイク信号

が発生すると思われる。ＢＤ規格のＲＯＭディスクにおいてはＤＶＤディスクにおいては

見られなかった小さなスパイク信号が発生する。この背景にはＤＶＤ規格では６８０ｎｍ

の赤色のレーザーを用いて再生するのに対しＢＤ規格では青色の４１０ｎｍの青色のレー

ザーを用いて再生することがあると考えられる。赤色レーザーで再生した場合に再生でき

なかったような細いマークが、青色レーザーで再生すると再生の分解能が高いため再生さ

れるものと考えられる。当初のＢＤ規格のＢＣＡの信号規定はＤＶＤ規格のＢＣＡの信号

規定をそのまま流用した。しかしＢＤ規格のＲＯＭディスクに半導体レーザー方式でＢＣ

Ａを記録したところスパイク信号が発生し、当初のＢＤ規格のＢＣＡの信号規定を満たさ

ないことが明らかになった。 

 

４．３．４ ＢＤ（Blu-ray Disk）規格のＢＣＡ信号規定の新規提案の検討 

 

半導体レーザーで記録したＢＣＡが当初のＢＤ規格のＢＣＡ信号規定を満たさない事が

明らかになったため、ＲＯＭディスクにＹＡＧレーザーと半導体レーザーのいずれのレー

ザーでＢＣＡを記録しても、同一の再生回路で再生できるようにＢＤ規格の信号規定を新

たに規定する必要があった。そこで新しい信号規定を検討した。スパイク信号を除去する
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には低域通過フィルタ（ＬＰＦ）が有効である。そこで２５０ｋＨｚ、５００ｋＨｚ、１

ＭＨｚ、１．５ＭＨｚのカットオフ周波数をもつ２次フィルタを準備した、各社のＢＤ規

格のＲＯＭディスクのＢＣＡ部の再生信号を、このＬＰＦを通過させ、どのフィルタが最

も適しているかを実験した。実験の結果、５００ｋＨｚの２次 Bessel ローパスフィルター

が適していることが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＬＰＦ通過後の波形で、Ｉ８Ｌ－ＬＰＦを非ＢＣＡ領域の最小値とし、ＩＳ－ＬＰＦをＢＣＡ領

域の最大値とすると、 

 

 ＩＳ－ＬＰＦ＜
2

I LPF-8L ----------（２） 

 

を満足させる再生信号なら容易に二値信号に復元することができるため、これをＢＤのＲ

ＯＭディスクのＢＤ規格のＢＣＡの信号規定案とした。 

 

図２５３ ＹＡＧレーザーと半導体レーザーの再生波形の違い 

Iｓ

Iｓ
Zero

I8H

I8H/5

Iｓ

I8L-LPF

I8L-LPF

2
I8L-LPF

2

Iｓ-LPF
Zero

Iｓ-LPF

ＹＡＧレーザーで記録 半導体レーザーで記録

（ａ） （ｂ）

（ｃ） （ｄ）

再生波形

ＬＰＦ通過後の
再生波形
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 ＩＲ比＝
LPF-8L

LPF-S

I

I
＜０．５----（３） 

 

 実際のＢＤ規格のＲＯＭディスクがＢＣＡの新しい信号規定案を満たすかを確認するた

め各社からＢＤ－ＲＯＭディスクの提供を受け実際に高出力レーザーを用いてＢＣＡを記

録した。そして記録したＢＣＡの再生信号を再生し、ＩＲ比を測定した。図２５４に示す

ようにＹＡＧレーザーで記録した場合はスパイク信号が発生しないためＩＲ比は０．５以

下であり新規定案を満たす。また半導体レーザーでアルミの反射膜のディスクにＢＣＡを

記録する場合もスパイク信号は発生するが発生頻度が少ないためＩＲ比は０．５以下であ

り新規定案を満たした。しかし半導体レーザーで銀の反射膜にＢＣＡを記録する場合は反

射膜を充分除去できないためスパイク信号の発生頻度が多い。このためＢＣＡ再生の１０

００回の軌跡をとった信号波形は図２５５のようになった。この図からＩＲ値は０．７５

程度となり新規定案を満たさないことが明らかになった。図２５５に示す信号波形ではウ

ィンドウが充分開かないため２値信号に変換することができないため、ＢＣＡ信号のデー

タは再生できなくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２５４ ＢＣＡ再生信号のＩＲ比 
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４．３．５ 銀反射膜のＢＤ－ＲＯＭディスクへのＢＣＡ記録方式の検討 

 

 図２５６（ｂ）に示すように半導体レーザー方式の場合は巾１～２μｍで、長さ３０μ

ｍのディスクの半径方向に長いストライプ形ビームを１回転につき２０μｍのピッチで半

径方向に送りながら走査することにより、ＢＣＡを分割して記録する。 

 銀反射膜に記録した場合のＢＣＡストライプの顕微鏡拡大図を図２５６（ａ）に示す。

図２５８に示すようにｎ回目の記録で膜厚増大部に残渣が残り、この残渣は膜厚が厚いた

めｎ＋１回目の記録時のレーザー照射のエネルギーでは溶融せず残渣が消えないで残る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２５５ 通常の半導体レーザーでＢＣＡ記録時の再生信号（1000 回再生時の軌跡） 

表１５ アルミと銀の物理定数の違い 

mN/m・ＫmN/m℃℃

γ0=９３０

（ｔ=ｔ0）

γ0=９１４

（ｔ=ｔ0）

表面張力(γ）

２２００

２５００

沸点

０．３５１０９60.7銀

０．１６２．７６６０.0アルミ

ｄγ/ｄｔ比重融点（ｔ0）

mN/m・ＫmN/m℃℃

γ0=９３０

（ｔ=ｔ0）

γ0=９１４

（ｔ=ｔ0）

表面張力(γ）

２２００

２５００

沸点

０．３５１０９60.7銀

０．１６２．７６６０.0アルミ

ｄγ/ｄｔ比重融点（ｔ0）

注：γ=γ0 +（ｔ-ｔ0）（ｄγ/ｄｔ）
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このためｎ＋１回の記録では図２５８の中央部に示すように２つの反射膜除去部の間の連

結部残渣部に残渣が残る。再生した場合、この残渣により再生光が反射するためスパイク

信号が局所的に発生し、図２５５のような波形が再生されると考えられる。ＹＡＧレーザ

ー方式の場合は１本のストライプを一発のパルスで記録するためこの連結部残渣部が原理

的に発生しない。半導体レーザー方式でもアルミ反射膜ではこの残渣が現れないが銀反射

膜の場合は残渣が残る。青色レーザーを使うＨＤ－ＤＶＤ規格ＲＯＭディスクは反射膜に

アルミを使うため問題ないが、ＢＤ規格の場合、反射膜に銀を使う場合が多いため、大き

な問題となった。 

そこで半導体レーザを用いて銀反射膜に記録した場合に表面張力記録により、反射膜が

充分除去できない原因を察する。表１５に示すように銀の融点が９５０℃とアルミより３

００℃近く高く、銀の方が比重が３倍以上重い。しかし両者の表面張力があまり変わらな

い。銀の方が融点が３００℃高いため銀が融解しにくく、融けても短時間で固まる。そし

て銀の方が重量が３倍重いため同じ表面張力でも一旦融けた銀を実質的に引張る加速度が

アルミに比べて１／３になり小さい。このことから表面張力で除去する作業が完了する前

に銀が固まってしまい残渣が残り易くなると考えられる。 

残渣を残さないためには、図２５８の（ａ）に示す膜厚増大部のうち斜線で示す連結部

の膜厚増大部を減らすような新しい記録方式が必要である。このような記録方式を実現す

るため、ビームプロファイルを変えて記録実験を行った。光ヘッドの構成を変え、半径方

向に異方性をもつビームプロファイルのレーザーを照射することにより、連結部の残渣部

を消すことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ） 半導体レーザーで記録した場合の連結部の残渣 
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 こうして図２５９の波形写真に示すように銀反射膜におけるＩＲ比を０．５以下に下げ

ることができる半導体レーザー方式ＢＣＡ記録方式が、筆者とパルステック工業との共同

研究の中で考案された〔２２１〕。その後、この技術を用いたＢＣＡ記録装置が実用化され

た。この装置の外観を図２６０に、仕様を表１６に示す。この記録装置のパルステック工

業による実用化によりＢＤ規格のアルミ反射膜と銀反射膜のＲＯＭディスクにＢＤ規格用

の新しい信号規定値の範囲内でＢＣＡ記録ができるようになった。この筆者らによる実験

図２５８ 半導体レーザー方式において連結部に残渣が発生する原理 

膜厚増大部

反射膜除去部

ｎ回目の記録

連結部の残渣部連結部の膜厚増大部 （ｎ＋１回目の記録）

（ａ）ｎ回目の記録 （ｂ）ｎ＋１回目の記録

ｎ回目の記録

ｎ＋１回目の記録

連結部の膜厚増大部

光ビームの長さ
３０μｍ

ピッチ：２０μｍ

（ｂ） 半導体レーザー方式の分割記録方法 

図２５６ 半導体レーザー方式の記録方法と記録パターン 

10μｍ

（光ビームの形状：幅１μｍ 長さ３０μｍ）光ビームの走査方向

２０μｍ（ピッチ）
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結果と規格変更案を２００５年春、ＢＤ規格策定会議に提案した。その後、ＢＤ策定会議

の中で実験を行い確認した後、筆者の提案したＢＤ規格の変更案は了承されＢＤ規格書に

記載された。筆者の考案した新記録方式により全ての反射膜のＢＤ－ＲＯＭディスクにＢ

ＣＡが安定して記録可能となり、ＢＤディスクの情報セキュリティの脆弱性を大きく改善

することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２５９ 新しい記録方式で記録した時のＢＣＡ再生信号（1000 回再生時の軌跡） 

30kg重さ

W：300 H：600 D：
500mm

大きさ

100±30ms（0-600rpm回転起動時間

±0.0003％回転ジッター

300～3000rpm回転速度

1.56mmレンズとディスクとの
距離

40μm×1μmレーザーの形

4800mW出力レーザーパワー

0.62ＮＡ

805nm±10nmレーザー波長

仕様項目

30kg重さ

W：300 H：600 D：
500mm

大きさ

100±30ms（0-600rpm回転起動時間

±0.0003％回転ジッター

300～3000rpm回転速度

1.56mmレンズとディスクとの
距離

40μm×1μmレーザーの形

4800mW出力レーザーパワー

0.62ＮＡ

805nm±10nmレーザー波長

仕様項目

表１６ BCA 記録装置の仕様（暫定） 
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４．４ ＲＯＭ用ＢＣＡの応用 

 

４．４．１ ＤＶＤの電子流通方式への応用 

 

 ＢＣＡのＤＶＤ規格の採用とＢＣＡの量産用記録装置の実用化によりＲＯＭ型ＤＶＤデ

ィスクにＢＣＡを記録した応用ビジネスの検討が開始された。最初にＢＣＡが応用された

のは米国のＤｉｖｘ社による映画用ＤＶＤ〔２０２〕である。 

 これは図２６１に示すように映画ソフトに暗号をかけてＲＯＭ型ＤＶＤディスクに記録

して安価に消費者に配布する。消費者が映画を観たいと思った時は専用ＤＶＤプレーヤー

にディスクをセットし要求ボタンと押す。ＤＶＤディスクのＢＣＡのシリアル番号（図の

場合はディスクＩＤは２番）が読み出され暗号鍵センターに送られる。暗号鍵センターは

２番のディスク専用の一定期間、例えば３日間有効な暗号鍵を再生プレーヤーに送るとと

もに料金（３ドル程度）を消費者に課金する。再生プレーヤーでは暗号鍵とディスクＩＤ

を照合し一致していれば、映画ソフトの暗号を解除する。この暗号鍵は一定期間、例えば

３日間有効であるため、消費者は３日間映画ソフトを楽しむことができる。この消費者Ａ

がこの暗号鍵を同じソフトのディスクを持つ別の消費者Ｂに渡した場合は、その消費者Ｂ

の持つディスクのＢＣＡのディスクＩＤが例えば１番であり、元のディスクのディスクＩ

Ｄの２番とは異なる。従って暗号鍵とディスクＩＤが一致しないため暗号は復号されない。

従って、正規に暗号鍵を買った消費者のディスク１枚のみにおいて映画ソフトを再生する

ことができる。このシステムは米国で実用化され、数億枚のディスクが出荷され、一時期

普及したが、その後ＤＶＤのＲＯＭディスクのレンタル価格が下がったため商業的にに成

り立たなくなり、現在では終息しつつある。このシステムも現在のようにＤＶＤのＲＯＭ

図２６０ ＢＤ規格用半導体レーザー方式ＢＣＡ記録装置（パルステック工業製） 

（ａ）正面図 （ｂ）背面図 
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ディスクの製造コストが１枚、５０セント以下の時代にビジネスを始めていれば大きなビ

ジネスに育った可能性がある。なお、この電子流通方式の基本特許は筆者により考案され

ている。 

 

４．４．２ ＢＣＡの海賊版防止方式への応用 

 

 筆者によりＢＣＡを用いた海賊版防止技術が考案され、筆者によりソフトメーカーに提

案された。そのソフトメーカーから依頼を受け、図２６２（ａ）に示す海賊版防止ディス

クと図２６１（ｂ）に示す海賊版防止再生装置を２０００年に実用化した。発売から５年

経過し、数億枚の海賊版防止ディスクを全世界に出荷したが、現在のところ海賊版ディス

クはどの国においても発生していない。このことはＢＣＡの海賊版防止技術によりＲＯＭ

型光ディスクの情報セキュリティの脆弱性が顕著に改善されたことを実証している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

How  to use Serial Number in BCA

A single password enables the description of  
encrypted contents of DVD-ROM disc of a Serial Number

Software Company

Decrypt

１

Decrypt Decrypt

Open

２ ３

A password valid for Disc 2
Encripted software

図２６１ ＢＣＡを応用した電子流通方式 
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４．５ まとめ 

 

 ＤＶＤ規格においてＢＣＡ規格が正式に採用されたことを受けて、ＢＣＡの量産記録装

置（試作３号機）を検討した。まずＹＡＧレーザーを用いる方式として記録時間２秒以下、

ロボットハンドによる搬送時間２秒を実現したため、ディスク工場の工程時間４秒以下の

要望に応えることができた。半径方向の加工精度は規格値±５０μｍ、円周方向の加工精

度であるジッターは３％以下になり、ともに規格の許容範囲内に収めることができた。 

 次に半導体レーザー方式を検討した。ＤＶＤ－ＲＡＭの初期化装置に用いられている５

Ｗの半導体レーザーを用いて記録装置を検討した。１枚あたり１０秒の工程時間となった。

このため実際のディスク工場の４秒の工程時間内に記録するには３台必要となる。この記

録装置を用いてＢＤ規格のＲＯＭディスクにＢＣＡを記録する場合に、スパイク信号が発

生する。ＢＤ規格の各社のディスクを用いてＢＣＡの記録実験を行った場合、５００ｋＨｚ

の２次のローパスフィルタを通過させることにより、スパイク信号を取り除くことができ

ることが明らかになった。そこでＢＤ規格のＢＣＡの信号規定に５００ｋＨｚのローパス

フィルタを追加する提案を行い、２００５年春にＢＤ規格が変更された。 

 また銀の反射膜を用いたＲＯＭディスクにＢＣＡを記録すると、マークの連結部に反射

膜の残渣が残るため再生信号が劣化しデータが再生できなくなるという深刻な問題が発生

した。しかし新しい記録方法を筆者が考案したため、連結部に残渣が残らなくなり、ＢＤ

規格のＲＯＭディスクに用いられる銀の反射膜にもＢＣＡの記録が可能となった。 

 ＢＣＡの応用としてＲＯＭ型ＤＶＤディスクを用いた情報セキュリティの高い暗号鍵電

子流通システムが実用化された。またＢＣＡを用いた海賊版防止ディスクが実用化された。

（ａ）ディスク （ｂ）再生装置 

図２６２ ＢＣＡを応用した海賊版防止方式 
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実用化後、５年経っても海賊版ディスクは登場していない。ＲＯＭ型ディスクのもつ情報

セキュリティの脆弱性がＢＣＡにより確実に改善されたといえる。 
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 第５章 記録型ディスクへのＢＣＡの記録 

 

５．１ はじめに 

 

 ＢＣＡは本研究により実用化されたが、当初はＲＯＭディスク用に検討され実用化され

た。その後、策定された記録型ＤＶＤのディスク規格であるＤＶＤ－ＲＡＭ規格には、改

ざん困難なシリアル番号の記録が求められ、その記録方式としてＢＣＡが採用された。こ

の章ではシリアル番号の必要性と要求仕様を述べ、ＹＡＧレーザーによるＢＣＡ記録と初

期化装置（イニシャライザ）によるＢＣＡ記録方式の検討を行う。 

 

５．２ 記録型ディスクの固有ＩＤに対する要求 

 

 ＢＣＡは１９９６年にＤＶＤのＲＯＭディスクの規格〔２１５〕に採用された。その後、

策定されたＤＶＤ－ＲＡＭ規格ではデジタルＴＶ放送のデジタルコンテンツを記録する時

にコピー回数を制限する機能が著作権側から求められた。コピー制限を実現するには各々

のディスクに１枚ごとに異なるシリアル番号を記録することが必須である。しかも、この

シリアル番号は、 

（１）一般消費者向け光記録装置で記憶、消去および改ざんされないことが著作権側から

求められた。そして、その記録容量は１６バイト以上が求められた。 

（２）ディスク製造業者からは低コストで短時間で記録できることが求められた。またラ

イフテストにかけても記録データの品質が劣化しないことも求められた。 

（３）ドライブ製造者側からは既存の再生回路に追加する回路と追加コストが少ないこと

が求められた。データを高い信頼性で、短時間で安定して再生できることが求められた。 

 

５．３ 要求を満たす記録方式の検討 

 

 以上の要求を満たす記録方式としていくつかの方式が提案され、筆者も１９９８年にＢ

ＣＡ方式を DVD Forum に提案した。各方式が検討されたが最終的にＤＶＤのＲＯＭ規格

で既に規格化されていたＢＣＡ方式が採用された、ＢＣＡ方式が採用された理由は、 

（１）工場の生産設備のみで記録可能で、一般消費者用光記録装置では記録や改ざんがで

きない。記録できない理由はＢＣＡが通常のデータ記録領域とは異なる変調方式とエラー

訂正方式と異なる記録マーク形状を採用しており、消費者用の光ディスク記録装置がこれ

らの機能を持っていないからである。 

（２）工場設備を用いて低コスト、短時間で記録できる。特に初期化（イニシャライズ）

装置を用いて記録する場合、追加コストが殆ど不要で追加工程時間も必要ないという優れ

た特長を持っている。ＢＣＡ記録データは実績もあり信頼性が高い。 
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（３）ＢＣＡはＤＶＤのＲＯＭディスク規格の中に１９９６年に規格化されている。この

ため光ディスクドライブの再生回路のＩＣにはＢＣＡの再生回路は既に入っている。従っ

てＢＣＡをＲＡＭ規格に追加してもドライブのコストは増えない。ＢＣＡデータの再生時

間が短く、実用上問題がなかった。またＢＣＡ再生時の信頼性もＲＯＭドライブで既に確

立されていた。 

 以上の点からＢＣＡが最適であると判断され、正式にシリアル番号を記録するための副

記録領域として１９９９年ＤＶＤ－ＲＡＭ規格に採用されＤＶＤ－ＲＡＭ規格書〔２１３〕

に記載された。ＢＣＡはその後ＤＶＤ－ＲＷ規格、ＤＶＤ－Ｒ規格、ＭＯディスクのＡＳ

ＭＯ規格、ＢＤ（Blu-ray Disc）－ＲＡＭ規格、ＨＤ－ＤＶＤ－ＲＡＭ規格に次々と採用

された。 

 

５．３．１ ＹＡＧレーザーを用いた記録型ディスクへのＢＣＡの記録 

 

 ＤＶＤ－ＲＡＭやＤＶＤ－ＲＷのような記録型ディスクにＹＡＧレーザーを用いてＢＣ

Ａを記録したところ図２６３のような大きなスパイク電圧が発生した。この理由はＹＡＧ

レーザーの照射部において、領域Ａでは記録層が除去されても深部にある反射層が残るた

め反射層によりレーザー光が７０％近く反射されるため、大きなスパイク電圧が発生する。

領域Ｃでは記録層と反射層の両方が除去されるため反射光は殆ど戻ってこない（反射率：

５～１０％）。領域Ｂでは記録膜も反射膜も残っているため通常の反射が起こる（反射率：

２０～３０％）。スパイク電圧を除去するためＢＣＡの再生信号をＬＰＦ（低域通過フィル

タ）を通過させた出力信号を用いたが、充分除去することはできなかった。またＹＡＧレ

ーザーのパワーを上げて記録してみたが、一定以上に上げると記録膜が破壊されるため、

それ以上、パワーを上げることはできなかった。そして、この投入可能なパワーの範囲内

ではＢＣＡストライプ部の反射膜を全て除去することはできなかった。反射膜を全て除去

できなかったのは反射膜の金属の融点が高いため表面張力による除去ができなかったため

と考えられる。次に信号レベルより高いスパイク信号が出ない範囲にパワーを下げて記録

したところ、図２６４に示すようにＢＣＡのマークの中に小振幅のスパイクが発生した。

５００ｋＨｚのフィルタを通して図２６５に示すように小振幅のスパイク信号の存在によ

りＢＣＡの底部が充分下がらないため、規格の信号規定を満たすことはできなかった。ス

パイクが少なくなるパワーの範囲も見つかったが、その範囲は極めて狭く殆ど記録マージ

ンをとれなかった。このためＹＡＧレーザーによる記録型ディスクへのＢＣＡ記録は量産

工程には導入できないと考えられる。 
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図２６３ ＹＡＧレーザーで記録した時にスパイク信号が発生する原理 

基板
記録層
反射層

領域Ａ：
記録層が除去されて残っている
反射層による反射（７０％）

領域Ｂ：
記録膜の反射状態（２０％）

領域Ｃ：
記録膜と反射層が除去された領域の
低反射状態（５～１０％）

（ａ）

（ｂ）

信号波形

記録状況

Ｂ Ａ Ａ Ｂ
Ｃ Ｃ Ｃ

図２６４ ＹＡＧレーザーでＤＶＤ－ＲＡＭディスクに記録した場合の信号波形 
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５．３．２ イニシャライズ装置を用いたＢＣＡの記録 

 

 ＤＶＤやＢＤ規格の記録型ディスクは記録材料としてアモルファス材料を用いているた

め、工場で最終成膜工程においてはアモルファス状態であり反射率が低い。工場ではレー

ザーを照射することにより記録膜をアモルファス状態から結晶状態に変えるイニシャライ

ズ工程を行う。結晶状態では高い反射率（２０～３０％）で、アモルファス状態では低い

反射率（０～５％）であることを利用してイニシャライズ工程において BCA マークを記

録する方式が筆者らにより考案された〔２１１〕。 

 図２６７（ａ）（ｃ）に示すようにＢＤ－ＲＡＭディスクのイニシャライズ前の記録層の

反射率は低い。図２６７の（ｂ）（ｄ）に示すように BCA マークの領域のみイニシャライ

ズをしなければ、BCA マーク部はアモルファス状態のまま、つまり反射率が低い状態とな

る。BCA のマーク以外はイニシャライズされるため反射率は高くなる。従って図２６８

（ａ）に示すようにＢＣＡマーク部の反射率は低くなり、ＢＣＡマーク部以外の反射率は

高くなる。この領域を光ヘッドで再生すると図２６８（ｂ）のような信号波形が得られる。

この方形波は容易にデジタル信号に変換できる。イニシャライズ工程は記録ディスク製造

において必須工程である。このイニシャライズ記録方式はイニシャライズ工程の中で処理

できる。このため BCA の記録工程による工程時間と工程コストの増加は零である。 

 またイニシャライズ装置の追加も不要であるため、BCA 記録による設備コストの追加と

ディスクの工程時間の増加が殆どない。このため、ほぼ全てのディスク工場に急速に採用

された。 

図２６５ フィルタ通過後のＢＣＡ再生信号の波形 
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図２６７ イニシャライズ方式のＢＣＡの記録原理 

（ｃ）初期化前の拡大写真 （ｄ）初期化後の拡大写真 

（ｅ）再生信号の波形 

イニシャライズ

アモルファス状態
アモルファス状態（低反射率）非イニシャライズ領域

結晶状態（高反射率）イニシャライズ領域

（ａ）初期化の記録層 （ｂ）初期化後の記録層
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５．４ ＢＣＡのディスクＩＤを用いたコピー制限方式 

 

 ＢＣＡに記録されたディスクＩＤを用いてデジタルコンテンツのコピーを１回に制限す

ることが筆者らにより考案され〔２１４〕、ＣＰＲＭ１）規格に採用され１９９９年実用化

され、ＤＶＤレコーダーに搭載された。 

 図２６９にＣＰＲＭの概略を示す。ＣＰＲＭでは記録型ディスクのＢＣＡにディスク固

有のディスク ID が工場で予め記録されている。記録する場合はＢＣＡからディスク ID、

例えば№１を再生し、このディスク ID から暗号タイトル鍵を生成しこの鍵から暗号鍵を

生成し、この暗号鍵を用いてデジタル放送で受信したデジタル映像信号を暗号化する。こ

                                                 
１） ＣＰＲＭ（Content protection for Recordable Media）ＤＶＤ規格で採用されている
著作権保護技術。メディアに記録されたＩＤ番号（ディスクの場合はＢＣＡに記録）を仕
様し様々なコピー制御を実現できる。 

図２６８ 初期化方式で記録したＢＣＡの再生信号の波形 

（ａ）ＢＣＡの拡大写真 

（ｂ）ＢＣＡの再生信号波形 
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の暗号化データを№１のディスクに記録する。 

 これは１回目のコピーであるから正規コピーといえ、コピー制限はかからない。このデ

ィスクを再生する場合、まず BCA 領域からディスク ID を再生し、記録時と同様の手続き

でディスク ID を用いて暗号鍵を生成する。ディスクＩD は№１であるから№１に関連づ

けられた暗号鍵となっている。この場合、データ領域の暗号データの暗号鍵も№１に関連

づけられたものであるため２つの暗号鍵が一致するため復号され元の映像信号が出力され

る。 

 しかし、２枚目のディスク（ディスク ID＝№２）を用いて１枚目のディスク（ディスク

ID＝№１）のデジタルデータを Bit by bit コピーすることは物理的に可能である。この２

枚目ディスクを再生した場合、ＢＣＡ領域を再生するとディスク ID＝№２が再生される。

しかしデータ領域から再生された暗号化データはディスク ID（№１）に関連づけられた暗

号鍵によって暗号化されている。このデータを復号しようとしても二つの暗号鍵は№１と

№２であり一致しない。このため暗号化データは復号されない。こうして違法のコピーで

ある２回目のコピーを行ったディスク№２から映像信号が再生されないため、著作権は保

護され、１回目のコピーを行ったディスクのみが実質的に出回ることになる。 

 「１回コピー」機能がＢＣＡとＣＰＲＭの筆者らによる発明により実現した。このため

著作権側からＤＶＤレコーダのデジタル録画機能の情報セキュリティが高いことが認めら

れ、ＤＶＤレコーダの出荷が可能となり１９９９年に出荷された。この記録装置側の「１

回コピー」の実現は２０００年から始まるデジタルＴＶ放送に対応したものである。２０

００年１２月と２００３年１２月に本放送が放送開始されたＢＳデジタル放送とデジタル

地上波放送では放送番組毎に「コピーフリー」の識別子もしくは、「１回コピー」の識別子

もしくは「コピー禁止」の識別子が付与されている。実際には殆ど全ての番組に「１回コ

ピー」識別子が付与されており、番組内容には「デジタル１Copy」と表示されている。デ

ジタル放送を１回しかＤＶＤディスクやＢＤディスクに記録できないため消費者にとって

は利便性が悪くなる。しかし「１回しか記録できない」という情報セキュリティ面の安全

性が保たれている。このため著作権側から映画等の画質の優れたデジタルコンテンツの提

供が可能となるとともに安全性の高い分デジタルコンテンツのコストが下がる。従って総

合的に見た場合消費者にとってメリットがあると考えられる。 

“１回コピー”という名称で呼ばれているが、技術的には“N 回コピー”を可能とする

技術で、著作権側から N=１の場合しか許可されていないため N=１となっている。２００

５年夏には総務省によりＮの値を２以上に増やす提案がなされており、時代に応じてＮの

値は変わっていくものと思われる。Ｎがいずれの値になるにせよ、デジタルコンテンツの

時代においてはコピーしても映像音響品質が全く劣化しないため、デジタルコピーには一

定に歯止めをかける必要があると考えられる。筆者が考案、実用化したＢＣＡや筆者らに

より考案されたＣＰＲＭのような情報セキュリティを強化する技術の重要性は今後も高ま

ると思われる。 



 
 

178 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル地上波放送

デジタル
ＴＶチューナ

映像信号

記録装置

暗号鍵
№１

Disk ID（№１）

暗号部 １回目のコピー
（正規）

再生装置

暗号鍵
（№１）

復号部

Disk ID（№１）再生 再生

再生記録

暗号化データ

№１のディスク

映像信号

№１

（№１の暗号鍵）

再生

再生記録

暗号化データ

再生装置

暗号鍵
（№２）

復号部

Disk ID（№２）

（№１の暗号鍵）２回目のコピー
（違法）

№２のディスク

２回コピー：２つの鍵が一致しない

復号
されない

デジタルコピー

№１

№２

（コピーワンス信号）

１回コピー：２つの鍵が一致する

復号される

Bit by bit Copy

図２６９ ＢＣＡを用いたＣＰＲＭ方式（１回コピー）の動作原理 

図２７０ ＣＰＲＭ機能を搭載したＤＶＤレコーダ（松下電器製） 
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５．５ まとめ 

 

 ＢＣＡは１９９６年ＤＶＤのＲＯＭ規格〔２１５〕に導入された。その後、規格化され

たＤＶＤ－ＲＡＭディスクに固有ＩＤの記録方式が求められたため、１９９８年にＤＶＤ

－ＲＡＭ規格〔２１３〕への提案を筆者が行った。当初はＲＯＭディスクのＢＣＡ記録で

用いられているＹＡＧレーザー方式の記録装置で記録を行ったが、ＢＣＡ再生信号に大き

なスパイク信号が発生するため量産工程に導入できないことが明らかになった。そこでＤ

ＶＤ－ＲＡＭの記録膜が初期化前の反射率が低く、初期化後に高くなることに着目し、Ｂ

ＣＡストライプの領域のみ初期化しないことによりＢＣＡを記録する方式を考案した。こ

の方式によりディスクの追加コスト、追加工程時間が殆どなくなり、ＤＶＤ－ＲＡＭディ

スクの全ディスクにＢＣＡが採用されることになった。ＢＣＡによる固有ＩＤの全数付与

によりＣＰＲＭ規格を用いた「１回コピー」制限が実現し一般消費者がデジタルＴＶ放送

を１回コピーすることが可能となった。ＢＣＡが改ざんできないため不正コピーが防止さ

れ、記録型ディスクの情報セキュリティの脆弱性がＢＣＡにより大きく改善された。 
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第６章 結論（第２部） 

 

 エジソンおよびベルリナーによりレコードつまりＲＯＭディスク型記録メディアが発明

されて１００年間「ＲＯＭディスクにはデータを記録することができない」というのが技

術の常識であった。 

 しかし１９９５年、ＲＯＭ型ディスクにデータを記録する“表面張力記録”が筆者によ

り発見・発明され記録できるようになった。“表面張力記録”によってＲＯＭディスクに記

録するフォーマットを考案しＢＣＡ（Burst Cutting Area）と名づけた。１９９６年１月、

DVD の標準化組織である DVD Forum に提案し、同年１０月、ＲＯＭディスクのＤＶＤ

規格〔２１５〕に採用された。 

 記録型ディスク用のＢＣＡとしてはＢＣＡマークの低反射領域をアモルファス状態にし

て記録する方式を筆者らが考案・提案し、ＤＶＤ－ＲＡＭ〔２１３〕、ＤＶＤ－ＲＷ、ＤＶ

Ｄ－Ｒ、ＢＤ－ＲＡＭ、ＢＤ－ＲＯＭ、ＨＤ－ＤＶＤ－ＲＯＭ規格に採用された。筆者の

ＢＣＡの発明により、改ざんできない副記録領域が実現し、従来の光ディスクの持ってい

た情報セキュリティの脆弱性が大きく改善された。達成された主な項目を以下に述べる。 

 

（１）ＢＣＡの記録フォーマットの考案、提案、規格化 

 

 表面張力記録に用いるレーザービームの大きさは、光ディスクの記録ピットと比べると

５０倍から１万倍大きいため、トラッキング情報を読み取りながら記録することができな

い。このためマークの位置精度が良くない。そこで円周方向に比べて半径方向の長さが１

００倍長いストライプをバーコード状に円周方向に配列する方式を考案した。この配列に

より既存の光ヘッドでトラッキング制御することなしに、またＰＬＬをかけることもなく

安定してＢＣＡを再生できるようになった。新たなＰＥ－ＲＺ変調方式の考案によりデー

タ記録効率を高めるとともに、コンパクトなエラー訂正方式の採用により装置内のマイク

ロコンピュータで再生信号を処理できるようになった。光ディスク再生装置側のコストが

増えないことからドライブメーカーの賛同を得られた。またＢＣＡを記録しても既存のデ

ータ記録領域に影響を与えないことが確認されたため、ディスク製造会社からも賛同を得

られた。標準化活動を行った結果１９９６年夏にＢＣＡはＤＶＤ規格 Ver.1.0〔２１５〕に

正式に採用された。 

 

（２）ＢＣＡの記録方式の検討 

 

 まず円形ビームのＹＡＧレーザーを搭載した実験機（試作１号機）を用いて世界で始め
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てＲＯＭディスクにデータを記録することに成功した１）。円形ビームを楕円ビームに変え

た実験記録装置（試作２号機）を用いてＢＣＡの記録時間を２０分から１．５秒へと大幅

に短縮した。透過電子顕微鏡観察により、記録原理を明らかにするとともに基板に損傷を

与えないことを確認した。各社のディスクにＢＣＡを記録したテストディスクをライフテ

ストにかけ、ディスクの信頼性が保たれることを実証した。シリンドリカルレンズを用い

た場合に焦点深度や記録パワーに余裕が充分あることを明らかにし、量産記録用の基礎技

術を確立した。 

 

（３）ＲＯＭ型ディスクへの量産用記録方式の確立 

 

 ＤＶＤ規格においてＢＣＡ規格が採用されたことを受けて、ＢＣＡの量産記録装置（試

作３号機）を検討した。 

 まずＹＡＧレーザーを用いる方式として記録時間２秒以下、ロボットハンドによる搬送

時間２秒を実現したため、ディスク工場の工程時間４秒以下の要望に応えることができた。

半径方向の加工精度は規格値±２５μｍ以内、円周方向の加工精度であるジッターは３％

以下になり、ともに規格の許容範囲に余裕をもって収めることができた。 

 次に半導体レーザー記録方式を検討した。出力５Ｗの半導体レーザーを用いて記録装置

を検討した結果、１枚あたり１０秒の工程時間となった。実際のディスク工場の４秒の工

程時間内に記録する場合には３台必要となる。この記録装置を用いてＢＤ２）規格のＲＯＭ

ディスクにＢＣＡを記録するとスパイク信号が発生する。各社のディスクを用いてＢＣＡ

の記録実験を行い、再生信号を５００ｋＨｚの２次のローパスフィルタを通すことにより

スパイク信号を取り除くことができることを確認した。ＢＤ規格のＢＣＡの信号規定に５

００ｋＨｚのローパスフィルタを追加する提案を行い、２００５年春にＢＤ規格が変更さ

れた。 

 またＢＤ規格のディスクでは主流となっている銀の反射膜のＲＯＭディスクに半導体レ

ーザーでＢＣＡを記録した場合、マークの連結部に反射膜の残渣が残り再生信号が劣化し

データが再生できなくなるという深刻な問題が発生した。しかしビームプロファイルを変

更した新しい記録方法を筆者が考案した。この記録方法により連結部に残渣が残らなくな

りＢＤ規格のディスクに用いられる銀の反射膜にもＢＣＡが記録できるようになった。 

 ＢＣＡの応用としてＲＯＭ型ＤＶＤディスクを用いた情報セキュリティの高い暗号鍵電

子流通システムが米国で実用化された。またＢＣＡを用いた海賊版防止ディスクを筆者が

考案しソフト会社に提案し２０００年に実用化した。数億枚のディスクを全世界に出荷し

たが、５年経っても海賊版ディスクは登場していない。ＲＯＭ型ディスクのもつ情報セキ

                                                 
１） 既存の光ヘッドで再生可能なデータをＲＯＭディスクに記録したのは本研究が世界初
である。 
２） ＢＤ（Blu-ray Disc）：青色レーザー（λ＝４１０ｎｍ）を用いた光ディスク規格。 
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ュリティの脆弱性をＢＣＡにより顕著に改善できることが実証された。 

 

（４）記録型ディスクへの量産用記録方式の確立 

 

 ＢＣＡは１９９６年ＤＶＤのＲＯＭ規格に導入されたがＤＶＤ－ＲＡＭディスクには固

有ＩＤの記録方式が求められた。そこで１９９８年にＤＶＤ－ＲＡＭ規格〔２１３〕へ筆

者がＢＣＡを提案した。当初はＹＡＧレーザーを用いて記録を試みたが、ＢＣＡ再生信号

に大きなスパイク信号が発生するため量産工程に導入できないことが明らかになった。 

 そこでＤＶＤ－ＲＡＭディスクの記録膜が初期化工程前の反射率が低く初期化工程後に

高くなることに着目した。ＢＣＡストライプの領域だけを初期化しないことにより低反射

率のストライプを形成し、ＢＣＡを記録する方式を筆者らが考案した。この方式によりＢ

ＣＡ記録時の追加コスト、追加工程時間が殆ど必要なくなり、記録型ＤＶＤディスクのほ

ぼ全ディスクにＢＣＡが採用されることになった。 

 ＢＣＡによる固有ＩＤの全数付与によりＣＰＲＭ１）規格を用いた「１回コピー」制限が

実現し一般消費者がデジタルＴＶ放送を１回コピーすることが可能となった。ＢＣＡのデ

ータが改ざんできないため不正コピーが防止され、記録型ディスクの情報セキュリティの

脆弱性がＢＣＡにより大きく改善された。 

 

 以上、“表面張力記録”を発見・発明した。そして表面張力記録に適した記録フォーマッ

トであるＢＣＡを考案し、光ディスク規格に提案した。図２７１に示すように１９９６年

以降にＤＶＤ、ＤＶＤ－ＲＡＭ、ＤＶＤ－ＲＷ、ＤＶＤ－Ｒ、ＡＳＭＯ等の規格に、２０

０４年以降にＨＤ－ＤＶＤ、ＢＤ（Blu-ray Disc）等の青色レーザーを用いる光ディスク

規格にＢＣＡは採用された。 

 現在の記録型ディスクにおいては、ほぼ全数にＢＣＡが記録されている。ＲＯＭ型

ディスクにおいてはＢＣＡがオプション規格であるため、一部のディスクに記録され

ているだけである。一部のクローズドな世界において、ディスクを用いた電子流通や

海賊版防止に用いられている。狭い世界で用いた方がセキュリティを保ち易いためセ

キュリティが破られにくいともいえる。しかし、ＢＤやＨＤ－ＤＶＤのような次世代

のディスクでは情報セキュリティがより高いことと、インターネット接続機器が増え

たため、ＢＣＡの活用の場が拡がっている。ＢＣＡを用いた電子流通方式や海賊版防

止方式の採用が今後増えていくものと予想される。 

 最後に表面張力記録とその記録フォーマットであるＢＣＡを筆者が発見・発明し、

世界で初めてＲＯＭディスクへの記録を実用化してから１０年経つ。この実用化を端

                                                 
１） ＣＰＲＭ：Copy Protection for Recordable Media ＢＣＡに記録されたディスク１枚
毎に異なる「ディスクＩＤ」と Media Key Brock の「メディア鍵」を用いて暗号鍵を生成
し、コンテンツを暗号化して記録型ディスクに記録する。筆者は発明者の一人である。 
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緒として、１９９６年以降登場した光ディスク規格のほぼ全てにＢＣＡが採用された。

現在ＢＣＡを記録したディスクが年間に数億枚生産され、光ディスクの情報セキュリ

ティの脆弱性を大幅に改善した。これらの全数が筆者が考案し標準化・実用化した基

本技術と基本特許を採用していることは、本分野に携わる研究者として、また発明家

として望外の喜びである。 
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図２７１ 光ディスクの規格化における本研究の位置づけ 
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表１７ 副記録領域に対する要望とＢＣＡの性能 

○○読みとり時のデータ誤りが少ない

１秒以下○○読みとりに時間を要しない

ファームウェアで
再生可○○新規の再生回路のコストが低い

○○通常の光ヘッドで再生できる

ドライブメーカー

○◎記録データの信頼性が高く、再生による劣化がない

◎○工場で高速に記録できる

◎
追加時間なし

○
２秒以下

工場で安価に記録できる

ディスクメーカー

１８８バイト○
コスト＝０

○
１円以下

１６バイト以上の記録容量

○
（ＣＰＲＭ規格）

２回以上のコピーを
禁止できる

△
（オプション）

海賊版ディスクを防止でき
る

○
製造装置では
改ざん可能

◎
製造装置でも
改ざん不可

市販の光ディスク記録装置もしくは消費者が簡単に改造
した記録装置で記録もしくは改ざんできない。

著作権側

備考
ＲＡＭ用
ＢＣＡ

ＲＯＭ用
ＢＣＡ

記録型ディスクＲＯＭ型ディスク

ＢＣＡの性能要望

要望者

○○読みとり時のデータ誤りが少ない

１秒以下○○読みとりに時間を要しない

ファームウェアで
再生可○○新規の再生回路のコストが低い

○○通常の光ヘッドで再生できる

ドライブメーカー

○◎記録データの信頼性が高く、再生による劣化がない

◎○工場で高速に記録できる

◎
追加時間なし

○
２秒以下

工場で安価に記録できる

ディスクメーカー

１８８バイト○
コスト＝０

○
１円以下

１６バイト以上の記録容量

○
（ＣＰＲＭ規格）

２回以上のコピーを
禁止できる

△
（オプション）

海賊版ディスクを防止でき
る

○
製造装置では
改ざん可能

◎
製造装置でも
改ざん不可

市販の光ディスク記録装置もしくは消費者が簡単に改造
した記録装置で記録もしくは改ざんできない。

著作権側

備考
ＲＡＭ用
ＢＣＡ

ＲＯＭ用
ＢＣＡ

記録型ディスクＲＯＭ型ディスク

ＢＣＡの性能要望

要望者
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第３部 デジタル通信の悪条件下における脆弱性改善の研究 

 

第１章 序論 

 

１．１ 無線通信技術の技術史における本研究の位置づけ 

 

 １８８８年ヘルツが電磁波を発見し実証した。１８９５年に、この実用的な利用方

法を発明し実験に成功したのがマルコーニ１）である。彼は今日的な接地アンテナを発

明し１８９６年に３ｋｍの通信に成功した。当時の無線通信は電信であり広義のデジ

タル無線通信であったといえる。１９０６年にド・フォレスト２）により三極管が発明

され無線通信技術が飛躍的に発展し、同年にはニューヨークでラジオ放送の実験が成

功する。アームストロングは１９２０年にスーパーヘテロダイン回路を発明し、１９

３５年には周波数変調方式（ＦＭ）を発明した。１９３７年にはリーヴィス３）がパル

ス変調方式（ＰＣＭ）を発明しデジタル通信の時代へ突入していく。１９４８年には

シャノン４）が情報理論を発表する。１９５４年にはアメリカのＮＢＣがＮＴＳＣ方式

のカラーＴＶ放送を開始した。この後アナログＴＶ放送が急速に全世界に普及した。

１９６５年にはベル電話研究所でＯＦＤＭ５）が発明された。 

 １９９１年にはデジタルＴＶ放送の検討が米国で始まり、１９９４年、米国方式デ

ジタルＴＶ規格（ＡＴＳＣ）６）が規格化された。最終的に８ＶＳＢ７）トレリス方式が

規格に採用された。８ＶＳＢ方式と８ＶＳＢトレリス方式は本研究の中で１９９１年

と１９９２年に考案されたもので、筆者の基本特許〔３１３〕〔３１４〕が権利化され

ている。 

 欧州では１９９５年、ＯＦＤＭ方式の欧州規格であるＤＶＢ-Ｔ８）規格が規格化され

た。ＤＶＢ-Ｔ規格には階層型変調方式であるＮＵ-ＱＡＭ（Non Uniform QAM）    

〔３２０〕と階層型ＯＦＤＭ方式〔３２１〕と階層型復調情報伝送方式であるＴＰＳ９）

〔３１９〕の筆者が考案した３つの方式が採用されている。１９９９年より英国を最

初として、欧州各国でＤＶＢ－Ｔ規格の放送が開始されている。欧州方式では階層伝

                                                 
１） マルコーニ(Gugliemo Marconi：1874-1937)イタリア。「無線の父」と呼ばれている。 
２） ド・フォレスト（Lee de Forest：1873-1961）米国。 
３） リーヴィス（A.H. Reeves）英国。 
４） シャノン（Claude Elwood Shannon：1916-2001）米国。「情報理論の父」と呼ばれて
いる。 
５） OFDM:Orthogonal Frequency Division Multiplexing 
６） ＡＴＳＣ：Advanced Television System Committee デジタルＴＶ規格制定のための
国際的組織 
７） ＶＳＢ：Vestigial Side Band 
８） ＤＶＢ-Ｔ：Digital Video Broadcasting Terrestrial 
９） ＴＰＳ：Transmission Parameter Signaling data system 



 
 

186 

送方式が部分的に採用されているが、欧州方式の後に検討が開始された日本方式（Ｉ

ＳＤＢ－Ｔ）においては全面的に階層伝送方式が採用されており、日本方式の最大の

特徴となっている。このうち、階層型ＯＦＤＭと階層型復調情報伝送方式であるＴＭ

ＣＣ〔３２２〕と階層型ガードタイム〔３２３〕と階層型放送方式〔３２４〕の筆者

が考案した４つの方式が採用され、日本方式の階層伝送の基本的な部分を構成してい

る。日本では２００４年１２月に都市圏から放送が開始されている。 

 このように３つのデジタル放送規格の基本的な変復調方式（チャンネルコーディン

グ）に本研究で筆者により考案された技術が採用されるとともに、その後筆者の特許

が米国方式と欧州方式の規格必須特許に認定されている。 

 

１．２ デジタルＴＶ放送の技術史における本研究の位置づけ 

 

 全世界で規格化されている地上波デジタルＴＶ放送規格は図３０１に示すように米

国方式、欧州方式、日本方式の３方式である。この３方式における本研究の位置づけ

を詳しく述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．２．１ 米国方式（ＡＴＳＣ）における本研究の位置づけ 

 

 １９９０年にはＭＰＥＧ等のデジタル映像圧縮技術が姿を現した。映像圧縮技術を

用いるとデジタル映像データを数十分の１に圧縮できるため、地上波ＴＶ放送の１チ

ャンネルの周波数帯域でハイビジョン放送が可能となった。そこで１９９１年にアメ

図３０１ 世界の地上波デジタルＴＶ放送規格 

（日本方式） 
（米国方式） 

（欧州方式） 



 
 

187 

リカでＡＴＳＣが設立されデジタル地上波ＴＶ放送の検討が開始された。ＡＴＳＣで

はＱＡＭ変調と４値ＶＳＢの２つの変調方式が１９９１年春から検討された。この２

つの変調方式を用いた４つの方式が提案され、検討が開始された。検討が開始される

前の１９９１年３月に本研究の中で筆者が８値のＶＳＢ方式を考案〔３０３〕したが、

同時期に Zenith 社の Citta１）が４値のＶＳＢを発明しＡＴＳＣに提案している。１９

９２年春には８ＶＳＢを発展させた図３０３、図３０４に示すような８ＶＳＢトレリ

ス変調方式を筆者が考案〔３１４〕している。４つの提案の中でＱＡＭ方式が当初は

優勢であった。しかしＱＡＭ方式よりも４値ＶＳＢ方式の方が構成が簡単であるため、

より現実的であると判断され４ＶＳＢ方式が一時期優位に立った。しかし詳細な検討

の結果、４ＶＳＢ方式は伝送容量が低く符号化したＨＤＴＶデータを送ることが困難

であることが明らかになった。そこで１９９５年９月、筆者の考案した８ＶＳＢトレ

リス方式〔３１４〕が米国のデジタル地上波放送規格〔３０５〕の最終方式として採

用〔３０７〕され、１９９８年１１月に米国で本放送が開始された。ＦＣＣ２）による

と、２００５年にはＡＴＳＣ受信可能世帯は９９．８％に達し、図３０２に示すよう

に全米の９５％の世帯でＨＤ放送を無料視聴できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
１） Richard Citta：Zenith 社の技術者、米国では８VSB トレリス方式の発明者とされて
いる。しかし筆者が２年早く特許出願しているため彼は真の発明者ではない。 
２） ＦＣＣ：Federal Communication Committee 

図３０２ 米国における地上波デジタル放送受信可能エリア 
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図３０３ ８ＶＳＢトレリス方式の送信機のブロック図 

図３０４ トレリスエンコーダーとマッパー 

図３０５ ８ＶＳＢトレリス方式の周波数帯 
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１．２．２ 欧州方式（ＤＶＢ－Ｔ）における本研究の位置づけ 

 

 欧州でも地上波デジタルＴＶ放送規格（ＤＶＢ－Ｔ）の検討が１９９３年頃より始

まった。欧州では多くの国が隣接しているため、相互干渉対策が重要であった。また

欧州では音声放送規格であるＤＡＢ（Digital Audio Broadcasting）規格でＯＦＤＭ１）

方式が採用され既に実績があった。これらのことからＯＦＤＭ方式が採用された。 

 欧州方式では２種類の階層化方式が採用されている。１つ目の階層化方式はＮＵ

（Non Uniform）－ＱＡＭである。１９９１年に筆者が、その後ＭＩＴの Schreiber 教

授がＱＡＭを階層化したＮＵ－ＱＡＭを考案した。この方式は筆者と Schreiber 教授

が提案している〔３１２〕。このＮＵ－ＱＡＭは欧州ＴＶ放送方式であるＤＶＢ－Ｔ２）

規格〔３１８〕〔３２４〕の基本変調方式に採用された。 

 ２つ目の階層化方式は階層型ＯＦＤＭである。ＯＦＤＭではシンボル長や、変調方

式等の数多くの伝送パラメータがあり数百の組み合わせが考えられる。このパラメー

タがわからないと全く復調できないため、この復調パラメータの確実な送信方法が必

要となった。そこでＯＦＤＭに階層伝送方式が導入された。この方式はＯＦＤＭの伝

送路を複数のサブチャンネルに分割して、変調方式やエラーコードゲイン等を変える

ことにより各々のサブチャンネルの耐性の強さを変える。そして最も耐性の強いサブ

チャンネルで復調パラメータ等の復調情報を送る手法である。この復調情報送信方式

は欧州方式ではＴＰＳ（Transmission Parameter Signaling data system）、日本方式

ではＴＭＣＣ（Transmission Multiplexing Configuration Control）と呼ばれている。

ＴＰＳやＴＭＣＣの採用により安定した受信が可能となった。このＴＰＳやＴＭＣＣ

の手法は筆者により１９９１年に考案〔３１９〕されたもので、１９９４年に欧州規

格、１９９６年に日本規格に採用された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
１） ＯＦＤＭ：Orthogonal Frequency Division Multiplexing 
２） ＤＶＢ-Ｔ：Digital Video Broadcasting Terrestrial 
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１．２．３ 日本方式（ＩＳＤＢ－Ｔ）における本研究の位置づけ 

 

 日本方式においては欧州規格で採用されたＯＦＤＭ方式が検討された。日本方式で

は基本的な部分は欧州方式のＯＦＤＭ方式を踏襲しているが、階層伝送が最大の特長

になっている。筆者が考案した復調情報送信方式であるＴＰＳはＴＭＣＣ１）という名

称で採用されている。しかし欧州方式のもう一つの階層化方式であるＮＵ-ＱＡＭは採

用されていない。日本独自の方式として周波数分割方式の階層型伝送が加わっている。

この方式は日本におけるＴＶ放送の１チャンネル枠の帯域である６ＭＨｚを４２９ｋ

Ｈｚ幅で１３分割して１３セグメントとする。これを最大３階層に分割し階層毎に変

調方式を変え、耐性や伝送量を変えることができる。 

 実際のサービスとしては「１セグ放送」と一般的に呼ばれている階層型放送が２０

０６年より開始された。これは図３０７（ａ）に示すように通常の耐性を持つ１２セ

グメントのサブチャンネルを用いて解像度の高いＨＤＴＶの１番組もしくはＳＤＴＶ

                                                 
１） ＴＭＣＣ：Transmission and Multiplexing Configuration Control 変調方式のパラ
メータ 

図３０６ 地上波デジタルＴＶ放送規格化における本研究の位置づけ 
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の３番組を送り、耐性を強めた１セグメントのサブチャンネルでＱＶＧＡ等の低解像

度のＴＶ信号を送る。従って映像信号も含めて階層化した階層型放送が始めて実現す

るといえる。この階層型放送の概念は１９９１年に筆者により考案され提案された方

法で基本特許が権利化〔３１１〕されている。また３セグメントのサブチャンネルを

用いてデジタルラジオ放送を行う規格も盛り込まれている。図３０７（ｂ）は携帯電

話で１セグ放送を受信している状態を示す。図３０７（ｃ）に示すように日本方式の

地上波デジタル放送方式であるＩＳＤＢ－Ｔ１）は２００３年１２月に日本の３大都市

圏から放送が開始され、２０１１年にはアナログ放送は完全に廃止される計画となっ

ている。 

 一方、２０００年１２月に放送開始された衛星デジタル放送においても筆者の発明

したＴＭＣＣを用いている。ＴＣ８－ＰＳＫとＱＰＳＫ／ＢＰＳＫを時間分割多重し

て伝送することにより階調変調方式を実現しており、降雨減衰時においては耐性の強

いＱＰＳＫ又はＢＰＳＫのサブチャンネルが受信できる。このサブチャンネルを用い

て低解像度の映像信号が送られている。このため降雨減衰時に高解像度の映像信号は

受信できなくなるが、低解像度の映像信号を受信できるので番組が完全に途切れるこ

とが防止される。本研究では１９９２年にこのＰＳＫ方式の階層化方式を筆者が考案

し、基本特許〔３１２〕を権利化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                 
１） ＩＳＤＢ－Ｔ：Integrated Services Digital Broadcasting-Terrestrial の略で日本のＡ
ＲＩＢが作成。 

図３０７（ａ） 日本方式地上波デジタルＴＶ放送の階層伝送および部分受信 

Ａ階層 Ａ階層 Ｂ階層 Ｃ階層

１３セグメント受信機 １セグメント受信機

ＯＦＤＭフレーム構造変調

部分受信＝１セグ放送

データセグメント

データ多重（階層合成）

伝送スペクトル

QVGA×１HDTV×１又は SDTV×３

１セグ放送
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開始済み 

‘05 年内までに開始 

‘06 年 6 月までに開始 

‘06 年 10 月までに開始

‘06 年内までに開始 

図３０７（ｃ） 日本方式地上波デジタルＴＶ放送の放送開始時期 

図３０７（ｂ） 携帯電話で１セグ放送を受信した場合の画面 
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表２１ 地上波デジタルＴＶ放送規格の３方式の比較表 

・帯域を１３セグメントに分割
セグメント毎に変調方式選択化
（階層化）

・ＴＭＣＣを最下位の階層で送る

時間インターリーブ３．６～２３．２Ｍｂｐｓ６ＭＨｚ
ＲＳ
＋

conv.code

ＱＰＳＫ／１６ＱＡＭ／
６４ＱＡＭ
ＯＦＤＭ

（２ｋ、４ｋ、８ｋ）

日本方式

・階層変調（オプション）
・ＴＰＳを最下位の階層で送る

マルチパスに強い移動受信
ＳＦＮ

５～３２Ｍｂｐｓ６～８ＭＨｚ
ＲＳ
＋

conv.code

階層（ＮＬ）-ＱＡＭ／
１６ＱＡＭ／６４ＱＡＭ

ＯＦＤＭ
（２ｋ、８ｋ）

欧州方式

なし
ＮＴＳＣ局からの

干渉除去
１９．３９Ｍｂｐｓ６ＭＨｚ

トレリス符号

＋
ＲＳ

（２０７、１８７）
８ＶＳＢ米国方式

階層化方式特長伝送容量伝送帯域エラー訂正変調方式方式

・帯域を１３セグメントに分割
セグメント毎に変調方式選択化
（階層化）

・ＴＭＣＣを最下位の階層で送る

時間インターリーブ３．６～２３．２Ｍｂｐｓ６ＭＨｚ
ＲＳ
＋

conv.code

ＱＰＳＫ／１６ＱＡＭ／
６４ＱＡＭ
ＯＦＤＭ

（２ｋ、４ｋ、８ｋ）

日本方式

・階層変調（オプション）
・ＴＰＳを最下位の階層で送る

マルチパスに強い移動受信
ＳＦＮ

５～３２Ｍｂｐｓ６～８ＭＨｚ
ＲＳ
＋

conv.code

階層（ＮＬ）-ＱＡＭ／
１６ＱＡＭ／６４ＱＡＭ

ＯＦＤＭ
（２ｋ、８ｋ）

欧州方式

なし
ＮＴＳＣ局からの

干渉除去
１９．３９Ｍｂｐｓ６ＭＨｚ

トレリス符号

＋
ＲＳ

（２０７、１８７）
８ＶＳＢ米国方式

階層化方式特長伝送容量伝送帯域エラー訂正変調方式方式



 
 

194 

第２章 階層型デジタル伝送と階層型放送の検討 

 

２．１ はじめに 

 

 従来のデジタル通信用途においては階層型伝送の必要度は高くなかった。しかしデ

ジタルＴＶ放送用途においては多数の受信機に最適の受信条件で受信させるために階

層型伝送が必要となった。このためデジタルＴＶ放送規格に階層型伝送が積極的に採

用されている。最初に提案された階層化方式はＮＵ-ＱＡＭである。第２章では階層伝

送の必要性と概要を述べ、ＮＵ-ＱＡＭの技術史における本研究の位置づけを述べる。 

 

 

２．２ 階層型デジタル伝送の必要性 

 

 通信と放送の融合が進んでおり政策面からみると両者間の垣根は取り払われつつあ

る。技術面から見ると１９９０年が通信技術が放送技術と融合する一つの転機になっ

ている。１９９０年にはＭＰＥＧ等の映像圧縮技術の実用化によりデジタル映像デー

タが数十分の１に圧縮できるようになりＴＶ放送の１チャンネルの枠内でデジタルＨ

ＤＴＶ放送が放送可能となった。そこで従来、通信分野で用いられていたデジタル通

信技術を放送分野に用いることが検討された。当時は米国でＭＵＳＥと呼ばれるアナ

ログ放送方式が検討されていたが、１９９０年に方向が急転回し、デジタルＴＶ放送

の本格的な検討が始まった。 

 前述のように４つの方式の提案があったが、変調方式からみるとＱＡＭ方式と４値

のＶＳＢつまり４値のＡＳＫの２つに集約できる。これらは基本的に既存のデジタル

通信分野で用いられ確立している技術をそのまま用いた。従って従来のデジタル変調

方式の長所と同時に短所も引き継ぐことになった。短所の最たるものは“Cliff 

effect”というものである。これは信号レベルがある閾値を下回ると急激に信号品質

が劣化し、信号を全く受信できなくなる現象のことである。 

 １９３７年のデジタル通信の発明以来、デジタル通信技術は主に通信分野に使われ

てきた。通信用途の場合、通信者は Point to Point つまり１対１であり両者間の伝送

路は１つの条件しか存在しない。このため、１つの伝送路の特性に最適な通信条件を

１つ設計すればよい。伝送品質が悪くなった場合は送受信の信号レベルの閾値より高

い送信電力で送るか、変調方式を変えて閾値自体を下げることにより容易に対応でき

る。双方向通信であるから受信側での受信レベルが低ければ送信側に通知することに

より送信側は閾値を下げるか、送信電力を上げれば通信状態を回復することも可能で

ある。このように一般的な通信は Point to Point の双方向の通信が主流であったが、

放送は Point to Multi の一方向の通信である。都市圏での放送は１ヶ所の送信局から
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百万台以上の受信機に向けて電波が発せられる。この時は受信局の数と同じ百万個以

上の伝送路が存在する。地上波ＴＶ放送の場合は、大きな屋外アンテナで受信する固

定受信局から、小型の室内アンテナで受信する半固定受局、携帯ＴＶの超小型アンテ

ナで受信する移動受信局に至るまで様々な受信条件が存在する。 

 アナログＴＶ放送の場合は、アンテナの大きさが小さくなるに従い信号レベルが劣

化しても、それなりの画質で見ることができた。しかし、デジタルＴＶ放送の場合に

は閾値以上の信号レベルでないと全く受信できない。小型の室内アンテナもしくは携

帯ＴＶの超小型アンテナでの受信レベルが閾値以下の場合は、これらのアンテナでは

全く受信できないケースも存在する。階層型伝送が実現すればこのような事態は回避

される。この点に鑑み１９９０年に筆者やＭＩＴの Schreiber 教授により階層型伝送

の本格的な研究が始まった。 

 

２．３ 階層型デジタル伝送とは 

 

 通常型のデジタル伝送では伝送時の閾値は一つしか存在しない。しかし階層型デジ

タル伝送では伝送チャンネルが複数個存在し、各々のチャンネル毎に異なる閾値を設

定できる。閾値を低くすればするほど信号劣化に対する耐性は強くなるが、伝送効率

が下がるため伝送容量は小さくなる。階層型デジタル伝送を用いて耐性の強いチャン

ネルで低解像度、例えばＱＶＧＡ１）（３２０×２４０画素）を送り、耐性の弱いチャ

ンネルでＳＤＴＶ（７２０×４８０画素）やＨＤＴＶ（１９２０×１０８０画素）を

送れば階層型放送が実現する。階層型放送を屋外の大型アンテナで受信するとＨＤＴ

Ｖが受信でき、携帯ＴＶの超小型アンテナで受信するとＱＶＧＡの映像が受信できる。

日本では“１セグ放送”といわれ２００６年に本放送が始まった。 

 屋外アンテナのような固定受信の場合は、アンテナの指向性を送信局の方向と一致

させることができるため受信条件が良い。しかし携帯ＴＶの場合は屋内や電車の中で

受信されるため元々受信条件が悪い。利用者の移動に伴い携帯ＴＶの方向も変わるた

め送信局の方向に受信アンテナの指向性を変えることは難しい。従って屋外固定アン

テナでの受信時に比べると携帯ＴＶ受信時は圧倒的に受信信号レベルが低く不安定で

ある。階層型伝送では最も耐性の強いチャンネルの閾値が携帯ＴＶの受信信号レベル

以下になるように設計することにより様々な大きさのアンテナで安定した放送受信が

可能となる。 

                                                 
１） ＱＶＧＡ：Quarter VGA の略。ＶＧＡ（６４０×４８０）の１／４の画素数（３２０
×２４０） 
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２．４ 階層型伝送の技術史における本研究のＮＵ-ＱＡＭ方式の位置づけ 

 

 デジタルＨＤＴＶを実現する場合、様々な要求条件があるが、それらを大まかに分

類すると、既存の放送システムとの共存、ソースコーディングと様々な解像度で表示

を行う受信機との互換性、ならびに将来的な要求に応じられる拡張性ということにな

る。既存の放送システムとの共存に関しては、デジタルＨＤＴＶ放送と既存のＴＶ放

送との混信を、できる限り少なくすることが重要である。そのためには第一に、送信

電力をできる限り低くしなくてはならない。第二に、混信を避けるために、放送信号

の周波数スペクトルを変えなくてはならない。その結果どうしても受信エリアが狭く

なってしまう［３０１］。また周辺エリアでは、ＨＤＴＶの番組を受信できない地域が

出てくる可能性がある。これは閾値効果、つまりデジタル画像送信システムにおいて

ＣＮＲが一定の閾値以下となったときに、急激に信号劣化が起きることによる［３０

２］。互換性に関しては、様々な解像度の表示装置に対するソースコーディングの互換

性を実現する方法は、数多くの論文に記述されている［３０３］。これらの方法によれ

ば、ソースコーディングによって様々な解像度の信号に分けられたＨＤＴＶ信号は、

時分割多重（ＴＤＭ）によりＩＳＤＮを介して送信される。この場合、このソースコ

ーディングの階層化はＴＶ放送にも使用できるがチャンネルコーディングはそのまま

では階層化にならない。 

 閾値効果を緩和するための、いくつかの方法が提案されている。その中に Schreiber

教授が提案したＳＳ-ＱＡＭと呼ばれる方式があるが、この方式では３２-ＱＡＭの信

号が、周波数分割多重（ＦＤＭ）によって２つのサブチャンネルに分割される。低画

質のＴＶ信号は、既存のＴＶ放送と混信する可能性が低い方の周波数のサブチャンネ

ルにより高出力で送信され、他の信号は他方のサブチャンネルによって低出力で送信

される［３０４］。このようにして、このシステムでは２つの閾値と、解像度の異なる

２種類のＴＶ受像器との互換性を実現している。しかし、周波数範囲が限られている

ため、ＦＤＭを使用するのでは、このシステムには拡張性がない。 

 以上の点に鑑み、信号点のコードワードをサブチャンネルに分割して、チャンネル

コーディングの拡張可能な多重化方式を実現する方法を示す。各サブチャンネルの誤

り率は信号点、即ちコードワードの間隔を変更することによって変えることができる。

このようにして、各サブチャンネルは異なる閾値を有する。この方式をノンユニフォ

ーム（ＮＵ）方式と呼び、ＮＵ階層化方式によって階層化されたＱＡＭをＮＵ-ＱＡＭ

と呼ぶ。ＮＵ階層化方式は１９９１年３月に筆者が考案した方式で基本特許〔３２０〕

を権利化している。ＮＵ階層化方式は独立に時間分割多重（ＴＤＭ）または周波数分

割多重（ＦＤＭ）と組み合わせることが可能である。そうすることで、閾値の数を更

に増やすことができる。そのようなシステムを“ハイブリッドＮＵ-ＱＡＭ”と本論文

では呼ぶ。最初に述べた３つの要求条件を満たすデジタルＨＤＴＶは、ＮＵ階層化方



 
 

197 

式によるチャンネルコーディングを、複数解像度のソースコーディングと組み合わせ

ることによって実現できる。 

ＮＵ-ＱＡＭについて述べている文献を以下に示す。Schreiber はレベルが一定でな

いＱＡＭを１９９１年１０月に提案し［３０５］、筆者が１９９１年３月に考案した２

５６-ＮＵ-ＱＡＭと同じコンステレーションを持つ４つのサブチャンネルの２５６-

ＱＡＭについて記述している。Uzは、２種類の解像度のソース符号化と、２つのサブ

チャンネルを用いる６４-ＳＲＱＡＭと同じ方法を用いた伝送路符号化［３０６］との

組合せを応用することにより、地上波ＨＤＴＶ放送の２階層の受信エリアを大まかに

算出している。これらの論文を変調の観点から見ると、ＮＵ-ＱＡＭのコンステレーシ

ョン、あるいは大まかに算出された受信エリアが部分的に示されているが、多重符号

化の原理、結果を導くプロセス、実際の受信エリアのシミュレーション、更には我々

が実際のＮＵシステムの実現の際に学んだ、搬送波復元の問題などの、その他の重要

な問題については述べられていない。 

 本研究では、原理、多重化の観点からの符号化の方法、ならびにプロセスを明らか

にし、ハイブリッドＮＵ-ＱＡＭの受信エリアと、提案されている標準ＱＡＭシステム

の受信エリアを比較し、それらの問題点を指摘する。ＮＵ方式におけるサブチャンネ

ルのチャンネルコーディングの原理を、まず最初にＮＵ-ＱＡＭのモデルを用いて説明

する。サブチャンネル-ｉのコンステレーション・コードワード間の間隔は、シフト係

数 Si～Si-１によって一律に定義される。次に１６-ＮＵ-ＱＡＭと３６-ＮＵ-ＱＡＭ

のサブチャンネル-１及び－２の誤り確率を算出し、実際の計算結果を示す。ハイブリ

ッドＮＵ-ＱＡＭを用いた階層型放送システムのブロック図も示す。最後に、ハイブリ

ッド３６-ＮＵ-ＱＡＭ（ＮＵ方式とＴＤＭとの組合せ）を用いた地上波放送の受信エ

リアを算出し、１６-ＱＡＭ及び３２-ＱＡＭの受信エリアと比較を行う。 

 

２．５ 階層型ＯＦＤＭの技術史における本研究の位置づけ 

 

 階層型ＯＦＤＭ方式には２つの方式がある。１つはＮＵ-ＱＡＭ等の階層変調方式を

組み合わせるものである。この方式ではＯＦＤＭ自体は階層化されていないため、本

稿では階層型ＯＦＤＭには加えないこととする。本来の階層型ＯＦＤＭとしては周波

数帯域別に変調方式を変える手法が日本方式デジタルＴＶ放送規格（ＩＳＤＢ－Ｔ）

において１９９５年代に採用されている。前述のように６ＭＨｚの帯域を１３セグメ

ントに分けて、１セグメントで耐性の強い変調方式例えばＱＰＳＫで伝送する階層型

ＯＦＤＭが規格化されている。耐性の弱い伝送方式と耐性の強い伝送方式で階層ＯＦ

ＤＭを実現する方式は復調情報伝送方式と組み合わされて本研究の中で筆者が１９９

３年に考案している。また、日本方式ではエラー訂正のコードゲインを変えることに

より、第１階層チャンネルと、第２階層チャンネルを形成する階層ＯＦＤＭが含まれ
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ているが、この方式は復調情報伝送方式と組み合わされて１９９３年に筆者により考

案されている。 

 

２．６ まとめ 

 

 デジタルＴＶ放送において閾値効果を緩和するために階層型デジタル伝送が必要と

なることを明らかにし、階層型デジタル伝送の概要を述べた。提案されている階層型

デジタル伝送であるＳＳ-ＱＡＭの問題点を明らかにした。本研究の中で考案されたＮ

Ｕ-ＱＡＭに関して、他の研究者により既に提案されている内容を述べ、本研究の中で

検討すべき課題を明らかにした。 
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第３章 ＮＵ階層化方式の検討 

 

３．１ はじめに 

 

 階層化伝送方式の中で最も早く発明されたのがＮＵ-ＱＡＭである。ＮＵ-ＱＡＭは

１９９１年３月に筆者によって考案〔３２０〕され、その後ＭＩＴの Schreiber 教授

により世に提案された方式である。ＮＵ-ＱＡＭは欧州方式の地上波デジタルＴＶ放送

方式であるＤＶＢ-Ｔ規格に採用され標準化された。本章ではＮＵ-ＱＡＭの原理を述

べ、階層化した場合の各サブチャンネルの誤り確率を計算する。 

 

３．２ ＮＵ階層化方式の原理 

 

 ＮＵ階層化方式はＱＡＭ、ＰＳＫ、ＡＳＫまたはＦＳＫに応用が可能である。この

項では、ＱＡＭのモデルを用いて、ＮＵ-ＱＡＭの原理とサブチャンネルの符号化の方

法を順を追って述べる。図３０８はＮＵ-ＱＡＭ方式の概念を示している。２５６-Ｑ

ＡＭのコンステレーションが４層に分割され、第１、２、３及び４層はそれぞれ４、

１６、６４及び２５６のセグメントを持つ。そして２５６-ＱＡＭの８ビットのコード

ワードは２ビットのコードワードで４つの層に分割されている。第１、２、３及び４

層では、これら２ビットのコードワードが、それぞれ４、１６、６４及び２５６のセ

グメントに割り当てられる。このようにして、４つの２ビット・サブチャンネルを持

つ２５６-ＮＵ-ＱＡＭが、実現されている。次にＮＵ方式によって多重化された１６-

ＮＵ-ＱＡＭのモデルを用いて、サブチャンネルの符号化を詳細に説明する。図３０９

は、ＮＵ-ＱＡＭのコンステレーションを示している。この図では、点線の円で標準の

１６-ＮＵ-ＱＡＭの信号点を表し、実線の円で１６-ＮＵ-ＱＡＭの信号点を表してい

る。このように、１６-ＮＵ-ＱＡＭでは２ビットのサブチャンネル－１及びサブチャ

ンネル-２を介して、２つのサブチャンネルの４ビットのコードワードを送信する。図

３１０（ａ）に示すように、１６の信号点が、各象限に配置された四角の信号グルー

プに分類され、サブチャンネル－１の２ビットのコードワードが、その４つの四角を

形成する各グループに割り当てられている。このとき、図３１０（ｂ）に示すように、

サブチャンネル－２の２ビットのコードワードは、信号グループ内の４つの信号点に

割り当てられている。以上のステップを繰り返すことにより、図３１０（ｃ）（ｄ）の

ように、サブチャンネル－３及び－４も符号化することができる。これらの符号化さ

れた信号点または信号点グループを、“コンステレーション・コードワード”と呼ぶ。 
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３．３ ＮＵ階層化方式の誤り確率の変更方法 

 

 ＮＵ階層化方式の誤り確率は、サブチャンネル-ｉの符号化された信号点または信号

点グループであるコンステレーション・コードワード間の距離が、シフト係数Ｓｉ-１に

よって決定される。図３０９に示すように、標準の１６-ＱＡＭでは等距離２δにある

信号点が、点線で示された矩形を形成する領域にシフトされ、信号点グループ間の距

離が拡大される。この場合、シフト係数Ｓ１を用いることにより、シフト後の信号点グ

ループ間の距離をＳ１δと定義することができる。このときＳ１＞１ならば、信号点グ

ループの分離性が向上し、サブチャンネル－１の誤り確率を小さくすることができる。

一方、図３０９に点線で示すように、各象限の信号点グループの中の４つの信号点間

の距離は、２δから（３－Ｓｉ）δに減少している。従って、サブチャンネル-２の誤

り確率は増加している。図３１２に示す通り、３つのサブチャンネルの６４-ＮＵ-Ｑ

ＡＭのコンステレーションは、シフト係数Ｓ１とＳ２によって表される。同様に、３６-

ＱＡＭ拡張のＮＵ-ＱＡＭは、図３１３のように定義される。サブチャンネル-２のコ

ードワードを９個の信号点に割り当てると、図３１４に示すように、３ビットと１／

８ビットが得られる。従って、３６-ＱＡＭ拡張のＮＵ-ＱＡＭの場合、コンステレー

ション・コードワード間の距離は、シフト係数Ｓ１だけで決定される。このように、サ

ブチャンネル-ｉのコンステレーション・コードワード間の距離は、シフト係数Ｓ１～

Ｓｉ-１によって決定される。 

 シフト係数Ｓ１～Ｓｉ-１を変更することによって、サブチャンネル-ｉのコンステレー

ション・コードワード間の距離、言い換えるとサブチャンネル-ｉの閾値を変えること

ができる。このようにして、図３１０に示されている階層構造が実現されている。図

３１０の実線は、ＳＲＱＡＭのサブチャンネルによる階層構造を表している。サブチ

ャンネル-ｉによって送信されるデータを、Ｄｉと呼ぶ。 

 図３１１に示すように、ノンユニフォーム多重化とＴＤＭやＦＤＭのような他の多

重化方式を組み合わせることにより、閾値の数を増やすことができる。この図の点線

は、ＮＵ方式とＴＤＭまたはＦＤＭを組み合わせた階層構造を示している。本稿では

これを“ハイブリッドＮＵ－ＱＡＭ”と呼ぶ。サブ・サブチャンネルｉ-ｊは、サブチ

ャンネル-ｉが時分割または周波数分割されたものである。ここでは、各サブ・サブチ

ャンネルｉ-ｊ、Ｄｉ-ｊについて、符号化ゲインの異なる誤り訂正方法が用いられて

いる。 
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３．４ ＮＵ-ＱＡＭの誤り確率の算出 

 

 最初に、１６ＮＵ-ＱＡＭの誤り確率を算定する。図３０９のように、標準の１６-

ＱＡＭの信号点間の距離を２δとすると、シフト後の信号点グループ間の距離は、２

Ｓ１δと表すことができる。従って、サブチャンネル－１の誤り確率（Ｐｅ）は、１６

-ＮＵ-ＱＡＭのＰｅの式から算出される： 

 

 P 16e1− =
4
1
erfc 









δ

δ

2

S1 +
4
1
erfc 









σ
δ
2

3
  （１） 

 

サブチャンネル-2 の誤り確率も同様に、 

 P 162e − =
2
1
erfc

















 −

δ

δ

2
2
S3 1

   （２） 

となる。 

振幅は 2 δであるから、平均出力Ｃは、次のように定義できる。 

 

 C=
2
S9 2

1+ 2δ      （３） 

 

これより次式が導かれる。 

 

 
σ
8
=

2
1S9

2

+
ρ     （４） 

 

ここで、ρ = C/N である。 

式（４）を式（１）と（２）に当てはめると、サブチャンネル-１の誤り確率 Pel-16は、

次の通りとなる。 

 

P 161e − =
8
1
erfc















+
ρ
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S
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1    （５） 

 

また、サブチャンネル-２の誤り確率 Pe2-16 は次の通り 
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P 162e − =
4
1
erfc
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となる。 

図３１５の曲線は、１６-ＮＵ-ＱＡＭの誤り確率に対するＣＮＲの計算結果を表して

いる。同様に、２つのサブチャンネルを持つ３６-ＱＡＭの誤り率は、下記によって得

られる： 

サブチャンネル-1 の誤り率 Pe1-36 は、 
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となり、サブチャンネル－２の誤り率 Pe2-36 は、 

 

P 362e − =
3
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となる。３つのサブチャンネルを用いる６４-ＮＵ-ＱＡＭの場合は、誤り確率は図３

１２に示す通りδ、δ’、Ｓ１、Ｓ２を用いて表される。 

 

δ’=
6
S7 1−

δ     （９） 

 

この場合、誤り率も同様に決定される。例えば、サブチャンネル－３の誤り確率 Pe3-64 

は次の通りとなる。 

 

P 643e − =
4
1
erfc

( )( )







 −−

σ

δ

212

3S7S 21    （１０） 

 

 

図３１６の曲線は、３６-ＮＵ-ＱＡＭのＰｅに対するＣＮＲの計算結果を表している。

図３１５の変形である図３１７は、ＣＮＲとＳ１の関係を示している。Ｓ１を変化させ
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ることにより、各サブチャンネルのＣＮＲの閾値を、特定の範囲内の任意の値に設定

することができる。従って、ＮＵ-ＱＡＭを放送システムまたは放送以外のシステムに

応用することにより、送信機と複数の受信機間の送信条件に応じて、転送レートを変

えることができる。 
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図３１５ １６-ＮＵ-QAM の誤り確率に対するＣＮＲの関
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E
rr

or
 P

ro
ba

bi
lit

y

10
-0

10
-0.5

10
-1

10
-1.5

10
-2

10
-2.5

10
-3

10
-3.5

10
-4

10
-4.5

10
-5

10
-5.5

10
-6

0.00 10.00 20.00 30.00

CNR (dB)

Subchannel - 2
S=2.5

S=2.0
S=1.5

S=1.5
36Q

A
M

S=2.0
S=2.5

Subchannel- 1



 
 

208 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３１７ ３６-ＮＵ-ＱＡＭのＣＮＲに対するシフト係数Ｓ１の関係 
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３．５ ＮＵ-ＰＳＫ方式の誤り確率の算出 

 

 図３１８に示されているように、無理数方向で調整されたＰＳＫまたは円ＡＰＳＫコン

ステレーションを、ＮＵ-ＰＳＫまたはＮＵ-ＡＰＳＫと呼ぶ。このＮＵ-ＰＳＫやＮＵ-Ａ

ＰＳＫでは、極座標方向にシフトされた信号点が追加される。図３１８に示されているよ

うに、変動係数Ｓ１およびＱＰＳＫ信号点（ｒ０、θ０）を用いると、８ＳＰ-ＡＰＳＫの

信号点間の距離を、Ｓ１ｒ０に定義できる。８ＮＵ-ＡＰＳＫには、２ビットのサブチャン

ネル１と１ビットのサブチャンネル２がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３１８ ８ＮＵ-ＡＰＳＫのコンステレーション 
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図３１９ １６ＮＵ-ＡＰＳＫのコンステレーション 
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サブチャンネル 1 の誤り率 Pe1-8 は、 

Pe1-8= 





 +









σ
δ

σ
δ

2
1)(S
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1

24
1 1

erfcerfc ＋  （3） 

 

サブチャンネルの誤り率 Pe2-8 は、 

Pe2-8= 







σ
δ

2
S

2
1 1

erfc  （4） 

 

 次に、図３１９に示されているように、無理数方向（r0、θ0）および（r0＋S1・r0、θ0）

に変動済みの信号点 S2r0 を追加すると、新しい（r0＋S2r0、θ0）および（r0＋S1r0＋S2r0、

θ0）の1 ビットセグメント信号点を追加できるだけではなく、３つのサブチャンネルも形

成できる。これを１６-ＮＵ-ＡＰＳＫと呼ぶ。この１６-ＮＵ-ＡＰＳＫには、１６-ＮＵ-

ＡＰＳＫの誤り率に関する 2 ビットのサブチャンネル 1、1 ビットのサブチャンネル 2、1

ビットのサブチャンネル 3 がある。 

サブチャンネル 1 の Pe は、 

 

図３２１ １６ＮＵ-ＡＰＳＫのコンステレーション 
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サブチャンネル 2 の Pe は、 
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サブチャンネル 3 の Pe は、 

 

Pe3-16= 







σ
δ

2
S

2
1 2

erfc  （7） 

 

 図３２０および図３２１では、ＱＰＳＫまたは８-ＮＵ-ＰＳＫの信号点間における極座

標の角度の違いは、θ0となっており、第１段階の変動係数は P1 となっている。それぞれ

の位置が±P1・θ0に変動すると、信号点は 2 倍に増加する。したがって、1 ビットのサブ

チャンネルが追加される。我々はこれを P＝P1の８-ＮＵ-ＰＳＫおよび P＝P1、S=S1の１６

-ＮＵ-ＰＳＫと呼んでいる。 

 

３．６ まとめ 

 

 ＮＵ階層化方式としてＮＵ-ＱＡＭとＮＵ-ＰＳＫを１９９１年３月に筆者が初めて考案

し、基本特許〔３２２〕を権利化した。ＮＵ階層化の基本構成として、信号点を符号に割

り当てる方法と信号点間隔を変えるシフトファクターＳを定義し、各サブチャンネルの誤

り確率を計算した。具体的に１６-ＮＵ-ＱＡＭと３６-ＮＵ-ＱＡＭのサブチャンネルの誤

り確率を計算し、シフトファクターＳを変化させた場合の各サブチャンネルの誤り確率の

変化を計算した。また１６-ＮＵ-ＰＳＫと１６-ＮＵ-ＡＰＳＫの各サブチャンネルの誤り

確率の計算式を明らかにした。 
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第４章 ＮＵ-ＱＡＭを用いた階層型放送システムの検討 

 

４．１ はじめに 

 

 本章では、コンステレーションの信号点コードワードをサブチャンネルに分割し、

コンステレーション・ダイアグラムにおける信号点コードワード間の距離を変化させ

ることによって、サブチャンネルの誤り確率を変えることができるノンリニア（ＮＵ）

方式について記述する。ＮＵ方式によって階層化されたＱＡＭを、ＮＵ－ＱＡＭと呼

ぶ。ＮＵ－ＱＡＭは、一連の地上波デジタルＨＤＴＶ放送受信エリアに対して、複数

の誤り確率の階層を提供するものである。誤り確率を計算することによって、受信エ

リアを疑似し、提案されている３２ＱＡＭで得られるエリアと比較する。 

 

４．２ ハイブリッドＮＵ-ＱＡＭを用いた階層型放送 

 

 図３２２は、ＮＵ方式によって得られた２つのチャンネルと、ＴＤＭによって得ら

れた１つのサブ・サブチャンネルを持つハイブリッドＮＵ-ＱＡＭを用いたＴＶ放送の

送受信システム全体を表すブロック図である。 

 まず最初に、ＨＤＴＶ信号が解像度の異なるＤ１-１、Ｄ１-２、Ｄ２の信号に分離

される［３］。ハイブリッドＮＵ-ＱＡＭでは、サブ・サブチャンネル１-１のエラー訂

正ゲインは、サブ・サブチャンネル１－２よりも大きい。ＨＤＴＶ受信機では、送信

状態に応じて、ＨＤＴＶ、ＥＤＴＶ及び低画質のＳＤＴＶの３種類の映像が受信可能

である。図３２３に示すように、３６-ＱＡＭの送信容量は１６-ＱＡＭよりも２５％

大きい。この利点を活用することによって、ひとつのＨＤＴＶ番組の代わりに、様々

なＳＤＴＶ番組を送ることもできる。 

 図３２２に点線で示すような簡単な回路を追加することによって、同じ番組をアナ

ログＴＶで受信することができる。但し、ＳＤＴＶ受信機の実現には、搬送波復元の

問題など、いくつかの問題がある。ＴＶ受信機またはマルチメディア規格（ＭＰＥＧ

４［７］）に適合したパソコンの場合は、デコーダーの共有が可能である。将来的には、

標準のデジタルＨＤＴＶ受信機との互換性を保ちながら、３５または４５Ｍｂｐｓの

ビットレートのスーパーＨＤＴＶ放送が実現できる。 
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４．３ ハイブリッドＮＵ-ＱＡＭを用いた場合の受信エリアの比較 

 

 ＮＵ-ＱＡＭの受信エリアについて論述する。図３２４のグラフは、高さ３６０ｍの

送信アンテナからの距離と、電界の強さとの関係を示している［８］。上述の１６-Ｑ

ＡＭ［９］、３２-ＱＡＭ［１０］を用いたＨＤＴＶ放送システムの受信エリアと、我々
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の提案の受信エリアとの比較を行う。図３２５に示すように、提案されている１６-

ＱＡＭまたは３２-ＱＡＭのシステムの受信エリアは、それぞれ半径が５２マイルと５

６マイルである［１０］。ＳＲＱＡＭの受信エリアは、ビットレートが２０Ｍｂｐｓの

ＨＤＴＶのエリアと、ビットレートが８ＭｂｐｓのＥＤＴＶのエリアの２つの階層を

含んでいる。またハイブリッドＳＲＱＡＭは、更にビットレートが１．１５Ｍｂｐｓ

の低画質ＳＤＴＶのエリアを加えた、３つの階層を含んでいる。ＮＵ-ＱＡＭの受信エ

リアを［１０］に記述されているシステムの受信エリアと比較するために、ＮＵ-ＱＡ

Ｍに必要な誤り率のスレッショルドを、１０-1.7 に設定する。まず、シフト係数のＳ１

が１．８であると仮定すると、サブチャンネル-１とサブチャンネル－２のＣＮＲ閾値

は図３１５から決定される。その結果、ＨＤＴＶとＥＤＴＶの受信エリア半径は、そ

れぞれ４７．８マイルと５９．８マイルとなる。Ｐｅ＝１０-1.7でのサブ・サブチャン

ネル-１-１の誤り訂正符号化ゲインを５ｄＢに設定すると、低画質ＳＤＴＶの受信エ

リア半径は、図３２５の通り、６５．８マイルとなる。図３２６では、Ｓ１=２．５を

採用している。 

 このように、図３２７に示す通り、３６-ＮＵ-ＱＡＭを用いることによって、ＨＤ

ＴＶの受信エリアは、３６-ＱＡＭ（１６-ＱＡＭ）に比べて１５．４％（２９．０％）

小さくなっているが、ＥＤＴＶの受信エリアは３２．２％（１０．８％）拡大してい

る。アナログＴＶ放送の干渉を受ける周辺エリアでは、従来の方法に比べてＥＤＴＶ

エリアが大きくなっている。ハイブリッドＮＵ-ＱＡＭを用いると、低画質のＳＤＴＶ

（ＬＤＴＶ）のエリアは、６０．１％（３４．２％）大きくなっている。このように

ＮＵ-ＱＡＭでは、シフト係数Ｓ１の値を状況に応じて選択することができ、ＨＤＴＶ

及びＥＤＴＶの放送エリアを設定することができる。ＮＵ方式をＳＳ-ＱＡＭ［４］な

どのＦＤＭ方式と組み合わせて用いるハイブリッドＮＵ-ＱＡＭは、受信エリアを更に

拡大できる。また、新しい低画質ＳＤＴＶサービスは、ＴＶ付携帯電話、ポケットＴ

ＶあるいはマルチメディアＰＣへの応用が可能である。 
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図３２４ 電界強度曲線（dBμV/m） 
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図３２５ 標準ＱＡＭとハイブリッドＮＵ-ＱＡＭの受信エリアの比較（Ｓ１＝1.8） 
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図３２７ ハイブリッドＮＵ-ＱＡＭの受信エリアに対する転送レート：Ｓ１＝1.8（2.5）
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56miles**

50miles*

39miles**

NTSC

30dB Receiver C/I 
Interference Contour

1200' HAAT

36-SRQAM

36-SRQAM gradeBD 1-2

D 2

＊ : Refer〔10〕P.57

45miles*

(Hybrid NU-QAM)2.5dB C/N 36-NU-QAM(D1-1)  70.4miles 
7.5dB C/N 36-NU-QAM(D 1-2)  62.8miles

22.5dB C/N 36-NU-QAM(D 2)    44.8miles

37dBk

22.5dBk

160 170

＊＊ : approximately calculated

36-SRQAM

1200'HAAT
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４．４ まとめ 

 

 ＮＵ-ＱＡＭの提案によって、複数の閾値を持つチャンネルコーディングが可能とな

った。またＮＵ-ＱＡＭをＴＤＭまたはＦＤＭと組み合わせた結果、ＮＵ-ＱＡＭによ

って得られた 2 つのチャンネルと、ＴＤＭと標準ＱＡＭによって得られた１つのサ

ブ・サブチャンネルを持つ、ハイブリッド３６-ＮＵ-ＱＡＭの地上波放送受信エリア

をシミュレーションすることができた。［３１０］に記述されたシステムとの比較で、

ＥＤＴＶのエリアは３２．２％(１０．８％)拡大した。一方、ＨＤＴＶのエリアは、

１５．４％(２９．０％)小さくなっている。ＮＵ-ＱＡＭをＴＤＭと組み合わせること

で、低画質ＳＤＴＶのエリアは、６０．１％(３４．２％)大きくなっている。ハイブ

リッドＮＵ-ＱＡＭは、地上波放送の実用受信エリアを拡大し、様々な解像度の表示装

置を持つ潜在的視聴者に、番組を提供することができる。 
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第５章 階層伝送実現に必要な要素技術 

 

５．１ はじめに 

 

 階層伝送とは「伝送チャンネルを複数のサブチャンネルに分割し、各々のサブチャ

ンネルの伝送時の耐性を変える伝送方式」と定義できる。 

 伝送路を複数のサブチャンネルに分割する方法としては周波数方向に分割する方法

と時間軸方向に分割する方法がある。分割されたサブチャンネルに耐性の違いを持た

せることにより、階層伝送が実現する。本章では階層化伝送の実現方法を述べ、階層

化伝送の中で重要な役割を果たす要素技術の一つである復調情報伝送方式と階層型Ｏ

ＦＤＭについて述べる。 

 

５．２ 階層伝送における階層の構成方法 

 

 階層伝送の階層の構成方法としては、周波数分割方式と時間分割方式等の多重化方

式が考えられる。 

 

 サブチャンネルに分割するには図３２８（ａ）に示すように一つのチャンネル（伝

送路）を周波数方向に分割するか、図３２８（ｂ）に示すように時間軸方向に分割す

ることにより、複数のサブチャンネルを生成する。また図３０８に示すように信号点

のマッピングによりサブチャンネルを形成する方式が筆者らにより提案されている。

図３２９（ａ）に示すように各サブチャンネルの耐性を変えることにより階層伝送を

実現できる。サブチャンネル毎の耐性を変える方法には、まず図３２９（ｂ）のよう

に送信パワーを変えて閾値までのマージンを拡げる方法がある。次に図３２９（ｃ）

のようにサブチャンネルの閾値を変える方法がある。閾値を変える方法としては図３

３０（ａ）のように信号点数を変えることにより閾値を変えることができる。信号点

数を変えると図３３１、図３３２に示すように閾値が大きく変わる。均一マッピング

の場合は信号点間隔を変えることと信号点数を変えることは等価である。しかし図３

３０（ｂ）に示すように筆者が考案したＮＵ方式つまり非均一マッピングの場合は非

均一性を上げるに従い特定の信号点に対応した符号の閾値が下がり、特定の信号点に

対応した符号の閾値が上がるという階層化効果を一つの変調方式の中で実現できる。 

 図３３０（ｃ）のようにエラー訂正時の符号化ゲインを変えることにより閾値をあ

る程度変えることができる。ＯＦＤＭ方式では図３３０（ｄ）に示すようにガードバ

ンドタイムの長さを変えることによりマルチパスに対する耐性を変える方式も筆者に

より提案されている。 
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図３２８ 階層サブチャンネルの分割方式 
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５．３ 階層伝送実現時に予想される問題点 

 

 階層伝送では、１つの伝送路を複数のサブチャンネルに分割し変調方式等を変更し

て耐性を変えて伝送される。例えば、ＢＰＳＫ、ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭ

を多重化して伝送する。階層伝送ではある時間帯においては第１階層でＢＰＳＫ、第

２階層ではＱＰＳＫ、第３階層では６４ＱＡＭを時分割多重や周波数分割多重で送り、

別の時間帯においては第１階層でＱＰＳＫ、第２階層で３２ＱＡＭ、第３階層で６４

ＱＡＭを送ることも可能である。各階層の符号化率を変えることもできる。この場合、

受信側では現在どの変調方式での符号化率で、送られているかわからないと復調でき

ないという問題点が生ずる。例えば、日本方式の規格では伝送パラメータとして様々

な変調方式、符号化率が任意に設定できるため伝送路に合った最適の伝送方式を選択

することができる。しかし、これらの組み合わせパターンは１０００以上になる。従

来の方式のように１つずつ伝送パターンを試していく方法であると、特定のチャンネ

ルを選択した後、復調できるまで時間がかかり過ぎるため、ＴＶ受信機としては視聴

者に受け容れられないと思われる。 

 

５．４ 復調情報 

 

 この問題を解決するため、図３３３に示すような復調情報伝送方式を検討した。階

層伝送路が３つのサブチャンネルに分かれている場合、各サブチャンネルの耐性は異

なり、最下位のサブチャンネルである第１階層の耐性が高く伝送容量は小さい。最上

位のサブチャンネルは耐性が低いが伝送容量は大きい。このためデジタルＴＶ放送に

おいては、最上位の第３階層で高解像度の映像信号が送られる。外乱が入った時は第

２、第３階層は伝送できなくなる可能性がある。しかし、第１階層は外乱が入っても

伝送可能なように耐性が強めてある。また第１階層は伝送効率が悪いため、最小限の

伝送容量にする必要がある。 

 第１階層で伝送路の各階層の復調に必要な変調方式、符号化率、時間インターリー

ブ長等の伝送パラメータつまり復調情報を送ることにより、第２、第３階層が、受信

できない期間中も絶えず復調情報を受信できるため、伝送路の伝送条件が回復した場

合、瞬時に第２、第３階層を復調できるため無伝送時間を最小限にできる。この復調

情報送信方式は日本方式ではＴＭＣＣ、欧州方式ではＴＰＳと呼ばれるが、この復調

情報送信方式の概念は１９９１年に本研究の中で筆者により考案されたもので、基本

特許〔３２２〕が権利化されている。この復調情報伝送方式により、チャンネルを変

えた時や外乱が入った後に瞬時にチャンネルを復調できることが可能となった。 

 この復調情報伝送システムは、階層型伝送を実現する上で、最も重要な要素技術の

一つで、デジタルＴＶ規格だけでなくＩＥＥＥ80211a、80211g 等の無線ＬＡＮ規格
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や家庭用ＬＡＮ規格や第３．５世代、第４世代の携帯電話規格等の主要なデジタル通

信規格に採用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．５ 階層型ＯＦＤＭの検討 

 

 図３３４の基本構成に示すようにＯＦＤＭ方式はマルチキャリア型の伝送方式であ

る。従って図３３５の周波数領域の原理図に示すように各々のキャリアがサブチャン

ネルであるといえる。特定のキャリア群を第１階層とし、別の特定のキャリア群に第

２階層、第３階層を割り当てることによる階層型ＯＦＤＭが実現する。日本方式では

前述した復調情報（ＴＭＣＣ）は最も耐性が強い変調方式であるＢＰＳＫで送られる

ため、外乱が多い場合や受信レベルが低い場合でも復調情報は復調できる。これによ

り常に復調情報が得られるため、安定して各階層を復調できる。日本方式では既に図

３０７に示したように最大３階層まで階層構造をとることが許される。実質的に周波

数分割型の階層構造となっており、ＱＰＳＫ、１６ＱＡＭ、６４ＱＡＭが各階層毎に

設定できる。ただし実際は周波数インターリーブがかけられているため周波数順にキ

ャリアが配列されていない。ＯＦＤＭ方式で周波数分割型の階層伝送を行う方式は、

復調情報伝送方式と組み合わされて筆者が１９９３年に考案している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１データ列：（伝送容量小，誤り耐性大）
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強小

復調情報
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弱大
中 中
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図３３３ 階層型伝送路 

図３３４ ＯＦＤＭ変復調器の基本構成 
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 本研究で考案された階層 OFDM 方式の日本方式 ISDB-T 規格のデジタル地上波放

送の受信回路を搭載したテレビの製品化例を図３３６に示す。 
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図３３５ ＯＦＤＭ方式の伝送原理 

図３３６ 本研究の階層 OFDM 復調回路を搭載した地上波デジタル TV 受信機 
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５．６ 本技術の展開 

 本研究で確立した階層型ＯＦＤＭの映像機器分野以外への展開について述べる。Ｏ

ＦＤＭ変調方式は無線ＬＡＮ規格や第３．５世代や第４世代の携帯電話等に広く応用

されようとしている。まず、現在広く普及している無線ＬＡＮ規格であるＩＥＥＥ８

０２．１１a 規格とＩＥＥＥ８０２．１１ｇ規格には階層型ＯＦＤＭ方式が採用され

ている。この規格では、ＱＰＳＫや１６ＱＡＭ等が使われておりこの変調方式の識別

用に一番下の階層で変調方式の識別子が送られている。ここでデジタル階層型ＯＦＤ

Ｍの必須技術である本研究の復調情報伝送方式が使われている。 

 また次の携帯電話の規格である第３.５世代や第４世代では階層ＯＦＤＭが検討さ

れている。この場合は本研究による復調情報伝送方式はじめ階層型ＯＦＤＭの重要技

術が採用されようとしている。 

本研究の階層型ＯＦＤＭの研究においては携帯電話の送受信において伝送品質に応

じて最適の変調方式を変える適応変調方式を考案し検討を行った。図３３７は適応変

調の原理を示す。まず基地局から携帯電話端末に電波を送る。携帯電話側ではＣ／Ｎ

値やＢＥＲ等の伝送品質を測定し、この測定値を基地局に送る。基地局側では伝送品

質に応じて変調方式やエラーコードゲインを最適な値に設定して送信する。このため

伝送条件で得られうる最大の伝送レートで送信することができるため、実質的な伝送

量を増大させることができる。適応変調は近年、研究が急速に進み次世代携帯電話規

格の重要技術になっている。この適応変調の基本特許は筆者が有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．７ まとめ 

 

 階層伝送の階層を実現する方法として、周波数分割によりサブチャンネルを生成す

る方法と時間分割によりサブチャンネルを生成する方法を示した。 

 各サブチャンネルの耐性を変える方法として信号点数、信号点間隔、符号化率、ガ

図３３７ 適応変調の原理（筆者の考案方式） 

基地局 携帯電話

伝送品質の送信

最大伝送量の伝送方式で送信

フィードバックフィードバック
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ードタイムを変える方式を検討した。ＯＦＤＭ方式のような伝送パラメータが多数の

組み合わせを持つ伝送方式においては、従来のような総あたり方式で変調パラメータ

ーを探し出そうとするとパラメータの検出に多くの時間を要するため、操作性を悪化

させるという問題点を予見した。この問題点を解決するため、最も耐性の強いチャン

ネルで伝送パラメータを含む復調情報を送るという復調情報伝送方式を筆者が１９９

３年に考案した。この要素技術により、チャンネル切換時や外乱信号発生時の復調開

始時間が大巾に短縮され、操作性が大きく改善された。この復調情報伝送方式は欧州

規格ではＴＰＳ、日本規格ではＴＭＣＣという名称で標準化された。階層化ＯＦＤＭ

方式として、復調情報伝送方式と組み合わせて周波数分離方式で階層チャンネルを生

成し、変調方式を変えることにより、階層の耐性の強さを変える階層伝送方式を筆者

が考案した。この方式は欧州規格と日本規格で採用された。 
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第６章 結論（第３部） 

 

 本研究では米国、欧州、日本の地上波デジタルＴＶ放送方式の標準化に際し、デジ

タルＴＶ放送分野に従来のデジタル通信分野で用いられていた通信方式を導入した場

合、閾値効果により特定の受信条件の受信者が放送を突然受信できなくなるという脆

弱性が生ずることが懸念された。この脆弱性を改善するためには階層化伝送が重要な

解決策であると考えた。そこで階層化の観点から再構築したＶＳＢ、ＱＡＭ、ＯＦＤ

Ｍを用いた新たな変調方式を考案し、いくつかの考案と提案を行った。まずＶＳＢ方

式に関しては１９９１年３月に階層化のため多値化８ＶＳＢ方式の考案と検討を行い、

１９９２年３月には８ＶＳＢトレリス方式を先駆け考案し、基本特許を権利化した。

一方米国における標準化は当初ＱＡＭ変調方式が優勢であった。しかし途中で回路構

成が簡単なため Zenith 社が提案した４ＶＳＢ方式が優位に立った。そして最終的に筆

者が考案した８ＶＳＢトレリス方式がＡＴＳＣ規格として標準化された。ＶＳＢを階

層化した階層型ＶＳＢを考案したが、米国方式には採用されなかった。 

 筆者はＱＡＭに関してはＱＡＭ変調を階層化したＮＵ-ＱＡＭを１９９１年３月に

考案し提案を行った。ＮＵ-ＱＡＭは信号点をグループ化し、各信号点グループ間の距

離をシフトファクタ－Ｓを変えた場合の各サブチャンネルの誤り確率Ｐｅを求めた。サ

ブチャンネル１で低解像度（ＳＤ）の映像信号、サブチャンネルで高解像度（ＨＤ）

の映像信号を放送するモデルを想定し、実際に地上波放送を行った時のサービスエリ

アの大きさをシミュレーションしたところ、普通のＱＡＭに比べて、ＨＤＴＶの受信

エリアは１５％縮小するが、ＳＤＴＶの受信エリアが３２％拡大することがわかった。 

 このＮＵ-ＱＡＭはＯＦＤＭと組み合わせて欧州方式に採用され、１９９５年にＤＶ

Ｂ-Ｔ規格として標準化された。 

 ＯＦＤＭ方式の階層化を検討した結果、ＯＦＤＭの階層化を行うと多くの伝送パラ

メーターの組み合わせが考えられるため従来の総あたり方式であると復調時に多大な

時間を要し、操作性が悪くなるという課題を予見した。この課題を解決するためには

上位の階層の伝送パラメーターを最下位のサブチャンネルで送る復調情報伝送方式を

筆者が考案し、基本特許を権利化した。この方式は欧州方式にＴＰＳという名称で、

日本方式ではＴＭＣＣという名称で採用され、標準化された。この方式によりＯＦＤ

Ｍを用いた放送では悪条件下においても常に復調情報が受信できるため、安定な受信

と迅速な選局が可能となった。また筆者が考案した階層型放送も、日本の衛星放送規

格ＩＳＤＢ-Ｓと日本の地上波放送の“１セグ放送”でサービスが開始される。 

 以上の筆者の考案した方式の標準化により、デジタルＴＶ放送の悪条件下での受信

時の脆弱性が大きく改善された。 
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論文の総括 
 

映像情報機器の脆弱性として３つの課題に着目し研究を行った。まず、撮影装置におい

ては、映像を手持ち撮影する時に撮影装置の保持が弱いため撮影映像の安定性が損なわれ

るという脆弱性があった。次に、光ディスクにおいては、セキュリティ機能が全くなかっ

たために、著作権が侵害されるという情報セキュリティ面の脆弱性があった。また、デジ

タル TV 放送においては、信号レベルがある閾値を下回ると急激に信号品質が劣化し、映

像が全く受信できなくなるという脆弱性があった。 

以上の脆弱性を改善する要素技術として撮影装置の手振れ補正技術と光ディスクの個別

情報記録技術とデジタルＴＶ放送の階層放送方式の研究をおこなった。 

 

（１）手持ち撮影時の画像安定性の脆弱性を改善するには画像安定化の要素技術を確立す

る必要がある。１９８２年の研究着手時点では手振れ補正技術を具体的に研究した文献や

基礎データが殆どなかったため、手振れの基礎研究から着手した。まず手振れの周波数分

布と振幅を実測し、歩行撮影時や車上撮影時に発生する手振れを補正するには±６度の補

正範囲が必要であることを明らかにした。  

 手振れの補正方式として、光学像を補正する光学補正方式と、撮像素子からの電気信号

を補正する電子補正方式の両方式を考案し検討した。検討の結果、±６度の補正範囲を実

現するには電子補正方式や内部レンズ補正方式では補正範囲が狭かったため、光学補正方

式のミラー駆動方式と鏡筒駆動方式の２方式に絞り１号機から６号機の試作機を開発し、

量産実用化に向けた研究を行った。被験者に実際の手振れした映像を見せることにより、

主観評価法により手振れの人間に対する感受性を定量化した。この定量化データから手振

れ補正の抑圧制御特性の目標仕様を明らかにした。 

手振れ補正力は撮影者の意図的なカメラの動きを時として妨害する。このため操作性が

悪くなる。そこで撮影者の意図に基づくカメラの動きと、手振れを識別する「カメラの動

き識別アルゴリズム」を考案することにより手振れ補正機能と操作性を両立させた。検出

手段である振動ジャイロは１９４０年代に発明されたが、中立点の不安定さを解決できず

量産化されていなかった。研究を進めた結果、位相基準信号に位相誤差が発生することに

より、同期検波した検出出力が変動するため不安定になることを解明した。この位相誤差

をなくすため振動子を音叉構造にするとともにモニタ電極を追加しフィードバック制御を

行う方式を考案した。これにより中立点の不安定さを大幅に低減することができた。この

振動帰還音叉型振動ジャイロの実用化により世界初の振動ジャイロの量産を実現した。 

 量産用ビデオカメラにこの手振れ補正機構を搭載したところ、温度変化を含めた部品の

バラツキ等の外乱負荷の変動により最悪条件では、研究段階で得られた手振れ補正特性の

１／１０の性能しか出ないことが明らかになった。ここで変動する外乱負荷を推定するオ
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ブザーバ制御を民生用機器に初めて導入することにより所定の手振れ補正特性が得られ、

１９８８年、世界初の手振れ補正機能搭載カメラの量産実用化を実現した。この実用化を

端緒として、手振れ補正技術の研究が進み、現在ではビデオカメラのほぼ全数と、スチル

カメラ、デジタルカメラの主力機種に、手振れ補正機能が搭載され、この全数が筆者が考

案した手振れ補正技術の基本特許を使用している。 

 

（２）光ディスクの情報セキュリティの脆弱性を改善するには、１枚毎に異なる個別情報

の記録が極めて有効であった。 

 ＲＯＭ型光ディスクには記録できないというのが１９９５年当時の常識であった。しか

し、この常識は筆者による「表面張力記録」の発見と発明により破られる。「表面張力記録」

に適したバーコード状の記録マークを用いた記録フォーマットを筆者が考案しＤＶＤ 

Forum に提案した。半年後、この方式はＢＣＡと名付けられＤＶＤ規格に採用され国際規

格として標準化された。短期間で全く新しい方式が標準化されたのは、１番目の理由とし

て、１枚当たりの記録時間を２秒以下に短縮できたことと、記録原理を解明し信頼性確認

実験によりディスクの信頼性が劣化しないことを実証したため、ディスク製造業者の賛同

を得られたことが挙げられる。記録時間を短縮するためにＣＷ－Ｑスイッチ型のＹＡＧレ

ーザー光をシリンドリカルレンズにより線状ビームに整形し、記録層にダメージを与える

ことなく、１パルスで１本のバーコードマークを数十ミクロンの位置精度で記録する要素

技術を確立した。この高速記録型のＹＡＧレーザー方式に加えて小規模生産用の半導体レ

ーザー方式量産用記録装置を実現した。標準化された２番目の理由として、既存の光ヘッ

ドで再生可能で、再生装置内のＣＰＵで復調とエラー訂正が可能な記録フォーマットを新

たに考案したため、装置製造業者の賛同を得られたことが挙げられる。再生装置内のＣＰ

Ｕチップで全ての信号処理をさせるためにＰＥ－ＲＺ変調方式を考案し、スケーラブルな

エラー訂正方式を考案した。ＲＯＭディスク用ＢＣＡにより情報セキュリティの脆弱性が

大幅に改善され、これにより海賊版防止ディスクや後払い方式ＤＶＤディスクが事業化さ

れた。 

記録型ＤＶＤにおける”一回コピー”を実現するには、改ざんできないディスクＩＤの

記録技術が求められた。ＢＣＡは市販のドライブでは改ざんできないため、筆頭候補であ

ったが、量産工程のＢＣＡ記録コストを下げるという課題があった。記録型ＤＶＤの場合

は製造時の製膜工程でできる低反射率のアモルファス状態の記録膜にレーザーを照射し高

反射率の結晶状態に変化させる初期化工程がある。この初期化工程においてＢＣＡマーク

のバーコード領域を残して間欠的に初期化することによりＢＣＡマークを形成する新しい

記録方法を筆者らが考案することによりＢＣＡの製造コストと製造時間の増加をほぼ零に

することに成功した。改ざんできないＢＣＡと筆者らが考案したＣＰＲＭ規格を組み合わ

せることにより実現した「一回コピー」のセキュリティが著作権側に認められ一般消費者

がデジタルＴＶ放送をディスクにコピーすることが可能となった。ＢＣＡはＤＶＤ規格の
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みならず、青色レーザーを用いるＢＤ，ＨＤ－ＤＶＤ規格等の９つの光ディスク国際規格

に標準化された。以上のようにＢＣＡにより、ROM 型と記録型のＤＶＤディスクの情報

セキュリティの脆弱性を大きく改善することができた。 

 

（３）デジタルＴＶ放送方式の伝送時の脆弱性を改善するには、階層伝送技術が最も重要

な要素技術であると考えた。そこで階層化の観点からＶＳＢ、ＱＡＭ、ＯＦＤＭを再構築

した新たな変調方式を考案し提案した。まずＶＳＢ方式に関しては、１９９１年に、階層

構造の８ＶＳＢ方式を考案し検討した。１９９２年３月には階層化を実現するために多値

化とトレリスを組み合わせた「８ＶＳＢトレリス方式」を考案し基本特許を権利化した。

一方、米国における標準化は当初ＱＡＭ変調方式が主流であったが Zenith 社が提案した４

ＶＳＢ方式が一時優勢に立った。しかし最終的に筆者が考案した「８ＶＳＢトレリス方式」

がＡＴＳＣ規格として標準化された。ただＶＳＢを階層化した階層型ＶＳＢは、米国方式

に採用されなかった。ＱＡＭに関してはＱＡＭ変調を階層化した階層ＱＡＭを１９９１年

３月に考案し提案を行った。階層ＱＡＭは信号点をグループ化し、各信号点グループ間の

距離をシフトファクタ－に応じて変えることにより、信号点に割り当てられたサブチャン

ネルの耐性を変える方式である。シフトファクタ－を変えた場合の各サブチャンネルの誤

り確率を求めた。サブチャンネル１で低解像度（ＳＤ）の映像信号、サブチャンネル２で

高解像度（ＨＤ）の映像信号を放送するモデルを想定し、実際に地上波放送を行った時の

サービスエリアの大きさをシミュレーションした。この階層ＱＡＭはＯＦＤＭと組み合わ

せて欧州方式ＴＶ規格に採用され、１９９６年にＤＶＢ-Ｔ規格として標準化された。 

 ＯＦＤＭ方式単独の階層化を検討した結果、階層化を行うと多くの伝送パラメーター

の組み合わせが考えられる。このため従来の総あたり方式を用いると復調時に伝送パラメ

ーターの検出に多大な時間を要し、操作性が悪くなるという課題を予見した。この課題を

解決するためには上位の階層の伝送パラメーターを最下位の階層で送る復調情報伝送方式

を筆者が考案し基本特許を権利化した。この方式は欧州方式にＴＰＳという名称で、日本

方式ではＴＭＣＣという名称で採用され、標準化された。この方式によりＯＦＤＭを用い

た放送では悪条件下においても常に復調情報が受信できるため安定した受信と迅速な選局

が可能となった。また筆者が考案した階層型放送も、日本の衛星放送規格ＩＳＤＢ-Ｓと日

本の地上波放送の１セグ放送でサービスが開始される。筆者の考案した伝送方式の国際規

格の標準化により、デジタルＴＶ放送の悪条件受信時の脆弱性が大きく改善された。また

筆者の考案した階層ＯＦＤＭは無線ＬＡＮ規格にも採用されているが、「適応変調」という

名称で第 3.5 世代と第４世代の携帯電話伝送規格の基本変復調方式に採用されている。本

研究の手振れ補正技術、個別情報記録技術、階層型伝送技術により、撮影装置、光ディス

ク、デジタル放送の持つ脆弱性を大きく改善することができた。 

現在、デジタルカメラ、ＤＶＤレコーダ、薄型デジタルＴＶが、家電の「新３種の神器」

として日本経済を活気づけている。このうち、デジタルカメラにおいては筆者が本研究の



 
 

231 

中で考案、実用化した手振れ補正を搭載したデジタルカメラがトップシェアを挙げ市場を

牽引している。ＤＶＤレコーダにおいては筆者が本研究の中で考案、事業化したＢＣＡに

よりデジタル放送が光ディスクに記録可能となり、消費者が画像劣化のないデジタル映像

を光ディスクに記録して楽しむことが可能となった。薄型デジタルＴＶにおいては筆者が

本研究の中で考案した階層ＯＦＤＭと８ＶＳＢが日米欧のＴＶ規格に標準化され安定した

ＴＶ受信が出来るようになった。 

筆者が考案し研究した３つの要素技術が全世界で広く使用されていることに加えて、本研

究の最初の研究に対して恩賜発明賞と紫綬褒章が下賜されたことは望外の喜びである。 
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